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（１）問題の所在
最近，経済史学上の注目すべき研究成果として，高島正憲著『経済成長の日本史―古代から近

世の超長期ＧＤＰ推計 ７３０―１８７４』（以下，高島（２０１７）と略記）が出版された（１）。同書は，そ

の副題に示されているように前近代１２世紀分のわが国のＧＤＰを推計した，いままでになかっ

た野心的な専門書である。従来は近代（１８８０年代後半）までしか遡れなかったＧＤＰ推計を一

挙に古代まで延長したことで，わが国の経済成長を超長期の視点から捉え直すことを可能とし

た。高島自身によると，同書の“課題”（＝研究目的）を序章において「時代区分論への挑戦」，

「中世以前の経済社会の評価」，「グローバル・ヒストリーの視点にもとづく比較経済発展研究」

の３つにまとめられるという（２）。これらはたしかに，いずれも注目すべき課題である。

ただし読者側からみると，もう一つの重要な課題が加えられよう。それは高島がかつて，『長

期経済統計』全１４巻（以下，ＬＴＥＳと略記）を出版するなど歴史統計の研究では伝統と実績

のある一橋大学経済研究所に所属しており，同書が所属教員の指導のもとで完成された博士学位

の成果であったことである。これらの事実から，この研究が同研究所の多彩な研究蓄積ゆえに成

しえたものであるほか，推計データの革新性と信頼性に対する高い評価を予想させよう。それゆ
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え同書には，読者に対してその推計方法と推計データの経済的含意を理解する際の指針を与える

ことが，新たな課題として追加されよう。筆者は，未だ全体を解明できていないが，通読したレ

ベルでも興味を引く箇所が多数見受けられる。そのためこの注目箇所を細部にこだわりながら自

分なりに検討しておくのも意義があると考えた。

前近代の研究では，一般的に文書等のみを検討する“文字情報至上主義”が幅を利かせてお

り，経済成長などの長期的変化を把握しきれない傾向があるため，そこにデータでメスを入れた

ことは同業者として素直にうれしいかぎりである。ちなみに筆者は以前，近世に関するある啓蒙

書の書評を書いた際に，「とかく近世史研究者が文書史料のみを尊重し，データを加工した分析

を軽視する傾向に苛立ちを覚えることが多い」（３）ほか，必要以上にデータの扱いに慎重になりす

ぎていると批判したことがある。それゆえ別の専門書では，「このような推計作業で求められる
あ いえど

姿勢は，（あえて誤解を恐れずに言えば）ある程度の誤差を容認した，「中たらずと雖も遠から

ず」と割り切り「ざっくり掴む」ことであろう。ある意味では，不必要な厳密さを排除した「無

鉄砲」に近い発想がかもしれないが，そのベースには大胆な発想や想像力，あるいは編集力が求

められるはずである。つまりデータの少ない歴史研究では，史料に忠実なだけではいつまでたっ

ても実態は明らかにならない。場合によっては無から有を生むくらいの，想像力にもとづく史料

の加工・編集が求められるのではなかろうか。」（４）と主張した。このような意見を持っていたた

め，今回の高島のようなデータの推計による研究成果に，筆者は琴線に触れるものがあった。

本論では，上記の本のほかその先行研究であるアンガス・マディソンの一連の出版物（原著の

出版年に従って，マディソン（１９９５），同（２００１），同（２００７）と表記）を使用して，そこで提示

された超長期の１人当たりＧＤＰに焦点を当て，その推計方法の特徴や改善点を検討していくこ

ととしたい（５）。１人当たりＧＤＰに対象を絞る理由は，これが歴史上からみた経済水準を示す代

表的な指標であるという重要性に加えて，統計の信頼性は第一義的にはその推計方法に大きく依

存しているが，そのなかでも最も推計の困難なものがＧＤＰであるからである。このため本論

は，通常の書評の体裁をとるものではなく，あくまでＧＤＰ推計に直接関連する部分に限定し

て，関連情報を加味しつつ検討していく。もちろん，これらの著作物の分析結果の重要性を否定

したものでない点をお断りしておきたい。

以下では，第２節において高島（２０１７）で採用された推計の手順・体系と若干の疑問点を整理

するほか，第３節では高島に先行してＧＤＰの国際比較統計を作成したアンガス・マディソンの

基本的な推計方法を解説した上で，特定年次の購買力平価を使用することの問題点（購買力平価

問題）を指摘する。これらの作業によって超長期ＧＤＰの主要な推計方法とその問題点を整理す

る。第４節では高島推計から得られた観察結果を検討するとともに，両者の方法で明らかになっ

た問題点の解決にむけてＬＴＥＳ等で採用された方法の利用可能性を検討するほか，購買力平価

問題の新たな解決方法を提示する。最後に第５節では，以上の各作業で得られた重要な事実の要

約とそれに関連した含意に充てられる。
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（２）高島推計の手順・体系
２．１．推計方法の概要

高島（２０１７）では，わが国の超長期１人当たりＧＤＰを推計するにあたって，大きくＧＤＰと

人口に分けて推計している。このうち人口については，国ごとに異なる残存資料に大きく依存し

て標準的な推計方法の議論に馴染みづらいため本論では扱わず，ＧＤＰのみ検討することとした

い。このＧＤＰの推計では，生産・分配・支出の三面から探索する方法が想定されるが，同書で

は主に生産面（つまり産業別）と支出面のアプローチが古代から一貫して採用されている。後述

するように，このような方法はマディソン流の推計方法でいうところの，準ＳＮＡ法の一種に分

類される。そこで以下では，産業別・年代別に推計方法を説明していくが，同書の本文では具体

的な作業手順が記述されていない場合も多いため，門外漢である筆者が完全に理解することはほ

ぼ不可能といってよい。このため本論では，推計の基本的考え方に限定して，それも適宜補足し

つつ説明していく（なお筆者の補足した説明の根拠等は，該当部分の注書きを参照されたい）。

この説明を理解するにあたっては，本論末尾の付図１で提示した目次も合わせて活用してほし

い。

まず農業については，時代ごとに異なった推計方法を使用する。古代では，文献資料にもとづ

き奈良時代，平安時代前期，平安時代後期の３時点について，田地と畠地ごとに耕地面積，土地

生産性を別々に推計し，その後に両データを掛け合わせることで農業生産量を推計する。このう

ち耕地面積は，行政単位「郷」数に１郷当たり田地面積を掛けて総田地面積算出するが，郷数に

は正規郷のほか非正規郷も含めて検討する。土地生産性も，基本的には同様の方法を採用してい

る。なお，１郷当たり田地面積と土地生産性の両数値は，推計誤差を考慮して信頼度９５％の区

間推定で求めている（この方法は当時期のみ確認できるものである）。現在の日本経済史分野で

は，古代の研究成果が極めて少ないから，ここで使用した資料，推計方法などは非常に貴重な情

報である。またこのような積み上げ型の推計方法は，分析にあたっても便利な面が多いことを付

言しておきたい。

中世では，当初は東寺領（山城国乙訓郡上久世荘ほか）の散用状などの荘園資料を使って，同

地域の農業生産量を４つの方法によって推計するが，これはあくまで年貢高ベースにすぎないた

め限界がある。このため中核的な推計方法として，非
�

熟練労働力（都市雑業者）の賃金データを

使用した農産物需要関数から農業生産量を推計する。この方法を高島は，「需要サイドからの推

計方法」（６）と言っているが，その背景には供給サイドからの推計方法では資料的な制約があった

からである。これが可能な理由として，中世ではマルサスの主張したように需要量（または人

口）が供給量にリンクするように決定されることがあげられる。そのため農業（つまり食糧）の

需要関数を計測することで農業生産量の推計を試みており，いわば支出面からのアプローチとみ

なせよう。具体的には，Ｒ.Ｃ.アレンが消費者理論をもとに定式化した以下の式をそのまま利用

している（７）。
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Q＝raPeI gM bN （１）

（１）式で，Qは農業生産物生産量，r は農業生産物生産量の農業生産物消費量に対する比率，

aは定数，P は農業生産物の実質価格，I は１人当たり実質収入，M は非農業生産物の実質価

格，N は人口をあらわす。そして「r は輸入と輸出のバランスがとられるものとして１」，「e，

g，bは自己価格，収入，交差価格の弾力性をあらわし，これらは合計すれば０になる」（８）として

いるため，以下の式に書き換えることができる（９）。

Q
N
＝aPeI gM b （２）

この式の右辺に農業生産物の実質価格，１人当たり実質収入，非農業生産物の実質価格を外挿

することにより，暫定的な１人当たり農業生産物生産量を導く。つまり架空の関数式によるモデ

ル計算をおこなっているにすぎない。ただしこのままでは正確な数値は得られないため，１８４６

年の Q
N
＝１.７６を実際の数値とみなしたうえで，その他の年次データはこの数値に接続するよう

に推計する（１０）。ちなみに実質賃金データは，高島を含む一橋大学経済研究所を拠点とする数量

経済史の研究者集団（以下，一橋学派と略記）に属する複数の研究者が発表した先行研究の成果

を活用しているため，この推計作業は同学派の組織力の賜物といえよう（１１）。

なお以上の農業生産物のほかに，林業・水産業生産物も推計しなければならない。これについ

ては，明治初頭の第１次部門における農業の割合８４.３６％を利用して各年次とも膨らまして推計

している（１２）（ちなみに高島（２０１７）ではときどき「部門」という用語が使われているが，その

意味するところは「産業」と読みかえて差し支えない。以下同様）。

近世（徳川時代・明治期初頭）については，周知のとおり幕府が数回実施した石高調査が存在

するため，これをベースとした推計方法が使用される。この石高とは農林水産物を年貢の課税標

準であるため，以下では第１次部門の生産量を推計する方法を説明する。ただし課税標準である

がゆえに過小申告されているため，比較的に信頼できる年次として１６４４年と１８７４年をベンチ

マークとして採用する。地域別に当期間の増加石高を土木工事件数で割り工事１件当たり増加石

高を計算して，その増加石高を当期間の他の年次に追加することによって，実際に収穫された地

域別の石高（実収石高）を算出する。ここまでの基本的な考え方は，すでに１９６０年代後半に中

村哲によって考案されていたが，高島はそれを地域別に実施することで推計の精度を高めていっ

た（１３）。

しかしこの実収石高でさえ，実際よりも３割近く過小であることが知られている。すなわち近

年は，一橋学派が『明治七年府県物産表』（１８７５年刊）を利用して，明治初頭（１８７４年）におけ

る地域別に実態ベースの石高（実態石高）を推計したうえで，この実態石高と実収石高には大き

な乖離があることを発見している（１４）。高島は，この乖離度を地域別に計算した比率（以下，石

高補正率と呼ぶ）と実収石高から，近世の実態石高を遡及推計した。ここで強調しておくが，こ

の推計にあたっては徳川時代すべての時点に当比率を一律に適用（以下，一律適用方式という）
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しているのである。ちなみに『府県物産表』を利用した推計方法は，後に説明するがＬＴＥＳ以

来一橋学派で引き継がれてきた手法であるから，高島の推計もその組織力の成果が色濃く反映さ

れた研究成果といえる。

なお以上の第１次部門から農業のみを抽出する際には，先述の明治初頭における８４.３６％とい

う比率を利用して算出する。

一方，第２・３次産業のＧＤＰは，欧米で開発された手法を改良した方法で推計される。おそ

らく近代以前のＧＤＰ推計で最も困難な作業は，これら非１次産業のＧＤＰをいかに推計するか

という点であろう。この大問題を解決するために高島は，パオロ・マラニマが考案した，非１次

部門ＧＤＰの全産業ＧＤＰに占める割合を都市化率で計測する方法に注目した。マラニマは，近

代イタリアにおいて両者の間に安定的な関係が存在したことを発見し，それを前近代の非１次部

門の推計に適用した（１５）。

ただし近世日本では，都市部のみならず地方圏でも農村工業や商業・サービス業が発展してい

たため，マラニマのような都市化率のみでは２・３次産業の動向を把握することができない。こ

の活発な農村工業を把握するには，農家副業の労働力データを入手する必要があるが，残念なが

らこれを入手できない。そこで労働力データに代わるデータとして人口密度を採用した。その理

由は，１８世紀から１９世紀にかけて，農村部でプロト工業化が進んだなかで農村部の人口が増加

した一方，都市人口が減少した（１６）。このため１８００年代以降は，同書の図６―２（２３０頁）で示さ

れているように，都市化率が減少しつつある反面，人口密度は上昇するという興味深い事実を発

見した。このような現象に注目して，労働力データに代えて人口密度を利用することを考えだし

たのである。このような関数式を導いた背景には，近世の人口（特に都市人口）等に関する斎藤

修ら一橋学派の研究蓄積があったことはいうまでもない。

今回の計測では，説明変数に人口密度と都市化率，被説明変数に各部門の割合とした計測式を

つくった。このうち人口密度は，同書の第４章，都市化率は第５章で事前に推計されている。計

測に際しては，非農業部門を第２次産業の割合と第３次産業の割合に分けて個別に推計する。い

ま，総ＧＤＰに占める第２次部門ＧＤＰと第１次部門ＧＤＰの合計の割合を S-share，同じく第

３次部門ＧＤＰと第１次部門ＧＤＰの合計の割合を T -shareと表記すれば，具体的な計測式は以

下のとおりである（１７）。

第２次部門については，

lnD��
S-share

１－S-share
�
�＝α０＋α１ lnD＋α２ ln��

U
１－U

�
�＋α３m＋α４ yr１＋α５ yr２＋ε （３）

第３次部門については，

lnD��
T-share

１－T-share
�
�＝α０＋α１ lnD＋α２ ln��

U
１－U

�
�＋α３m＋α４ yr１＋α５ yr２＋ε （４）

ここで，Dは人口密度（各府県の総人口÷総町数），U は都市化率（各府県の人口１万人以上
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町村の人口集中区域の合計人口÷総人口），mが近代化された府県ダミー（東京・大阪＝１ほ

か），yr１が１８９０年ダミー，yr２が１９０９年ダミーを示す。また左辺のＧＤＰ割合を S-share（また

は T-share），右辺の都市化率を U とせず，いずれもロジット変換しているが，その理由は明示

されていない。おそらくこのような加工の背景には，０＜S-share（または T-share），U＜１とデー

タの可動域がせまいため，ロジット変換することによりデータの幅が広くなりパラメーターの信

頼性を高めたのかもしれない。しかしこれをすることが本当に必要なのか，筆者は確信が持てな

い。とにかくこれらの変数に合わせて，Dも対数変換されている。このような作業のプロセスに

ついては，統計知識に乏しい歴史研究者に対して丁寧に説明してほしかった。

この式に，未だ近世の経済構造を色濃く残している明治期前半の１８７４年，１８９０年，１９０９年の

３時点における４５府県データ（北海道・沖縄を除く）を用いて，計測式を推計する。ちなみに

この３ヵ年の産業別ＧＤＰデータは，最近になって一橋学派が公表した研究成果であるから，こ

の点でも同学派の組織力に全面的に依存している。この式に中世・近世における説明変数の各

データを外挿することで，S-shareと T-shareが求められる。ちなみに各データは，第４・５章で

推計したものを使用する。さらに S-share＝第１次＋第２次，T-share＝第１次＋第３次，第１次

＋第２次＋第３次＝１００という３式を解くことで，各産業の構成比を求める。このうち農業の構

成比と実額（ＧＤＰ）から第２・３次産業のＧＤＰを推計する。そしてこれらの産業別ＧＤＰを

合計することで，全産業のＧＤＰを推計している（１８）。

古代・中世についても，農村工業が発達していなかったとはいえ，以下の理由を掲げて当方法

の適用が可能という。「中世においては，人口５０００人以下の湊・津・宿といった小規模な町場が

全国津々浦々に無数に存在していた。それら小規模な都市群がつながることで全国にネットワー

クが展開し，また各町場に職人などの諸工業が発展していたことを考えれば，近世以前にも都市

部以外での非農業部門の進展は（中略）たしかにその萌芽を確認することができる。また，中世

以前の古代においても，律令体制下での年貢や各国特産物の京都への輸送の必要から，そうした

地方の町場が各交通の要所に発生していたことも確認できる。」（１９）として，この式が適用できる

という。なお人口の推計方法については，ここではあえて詳しい解説を控えるが，とりあえず一

橋学派の研究蓄積があることのみ指摘しておきたい。とにかく全産業の実質ＧＤＰと人口関連の

推計値を獲得したことで，経済成長の尺度である１人当たり実質ＧＤＰの数値を推計することが

できた。

このほか同書では，第７章の３「国際比較」で国際比較用データにもとづく分析をおこなって

いる。経済成長の分析は，国際比較をおこなってその目的が達成されるから，読者側からも国際

比較用データの公表は非常にありがたいものである。ただしその作成方法は，クズネッツの国際

比較プロジェクト以来の大きな問題であるにもかかわらず，第７章の本文中では残念ながらまっ

たく記述されていない。とはいえ同書の表７―４のＡ（２７４～２７５頁）では，国際比較用データの

単位が「１９９０年国際ドル」と表記されているため，後述のようにマディソンと同じ１９９０年時点
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の購買力平価のデータを使用したと推測される。ちなみにこの国際比較データと第６章の表７―３

（２６８頁）の国内データの比率を計算してみると，表１の右端のようになる。この表では，①の

単位が石／人，②が国際ドル／人であるため，正確な単位変換はおこなわれていないが，それを

しなくても同表右端の代理指数が各年次とも２７２というほぼ一致した数字が得られたことは，筆

者の推測の正しさを裏付けているといえよう（２０）。

なおマディソンが採用した１９９０年国際ドルとは，ゲアリー＝ケイミスの購買力平価として各

国共通に使用できるドルのことである。先行研究であるマディソン推計がこれを使用しているた

め，同書もこの方法を踏襲しているにすぎない。ただし，もし踏襲したのなら「なぜマディソン

と同様に，国際比較するにあたって１９９０年国際ドルを使用したのか？」を，マディソンの主張

と同様であったとしても繰り返し記述しておくべきであろう。このような記述の丁寧さに関して

若干，不満の残るところである。

とりあえず以上の推計方法の体系を示したのが，図１である。この図からわかるように，基本

的にはもっとも多数のデータ・資料が残存している人口と第１次産業（正確には農業）の関連数

字をベースとして他産業のＧＤＰを推計することで，全産業のＧＤＰを推計する方法を採用して

いる。この方法は，近代的な統計制度の確立していない時期に関する超長期のＧＤＰ推計といっ

た，きわめて長大な推計作業をおこなった高島の研究内容と密接に結びついている。また近世・

近代初頭には石高という共通単位で農業が把握されるという特徴があるため，この数値を利用す

ることによって初めから実質ベースで推計できることも，高島推計で採用された方法である。こ

の方法は，近代の一般的な産業別実質ＧＤＰ推計において，名目ベース（すなわち価格×数量）

で推計し，さらに価格データでデフレートするという推計上の煩わしさと信頼性の低下を回避で

きる，優れた方法である。

表１ 高島推計で使用された１９９０年国際ドルの推計

西 暦

国内用の
実質ＧＤＰ

国際比較用
の実質ＧＤＰ

１９９０年国際
ドルの代理
指数

１人当たり
総生産①
（石／人）

１人当たり
ＧＤＰ②（国
際ドル／人）

②÷①

７３０
９５０
１１５０
１２８０
１４５０
１６００
１７２１
１８０４
１８４６
１８７４

１．４３
２．１９
２．１０
１．９５
２．０１
２．４５
２．４８
３．０４
３．３２
３．７２

３８８
５９６
５７２
５３１
５４８
６６７
６７６
８２８
９０４

１，０１３

２７１．３
２７２．１
２７２．４
２７２．３
２７２．６
２７２．２
２７２．６
２７２．４
２７２．３
２７２．３

（資料） ①は高島『経済成長の日本史』の２６８頁の表７―３の
Ａ，②は同書の２７５頁より入手。
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１次産業収
穫高＝１次
産業実質Ｇ
ＤＰ

非１次産業
実質ＧＤＰ

全産業
実質ＧＤＰ

人口関連
データ

1990年国
際ドル

国際比較用
の全産業
実質ＧＤＰ

もっとも近世の第１次産業の推計方法は，ひとり高島のみが採用しているわけではなく，中村

哲ほか先行研究のなかで長いこと使用されてきた伝統的な方法であるから，むしろわが国のＧＤ

Ｐ推計上の方法論における特徴というべきである。ここでは，とりあえずこのような推計方法を

「石高法」と名付けておこう。ただし，この石高法をベースとした推計アプローチは，ＧＤＰデ

フレーターや通貨供給量を把握しないがゆえに，物価動向や資金需給動向などの金融経済面を分

析できない，という大きな問題点を内包している。経済史の分野では，わが国でも欧米の伝統的

な研究領域である物価史が注目され，同様の研究が蓄積されてきた。そのような先行研究がある

にもかかわらず，ＧＤＰ推計に代表されるマクロ推計でこれらが利用されないのは残念なことで

ある。先行研究との良好な関係を築くためにも，ＧＤＰの周辺分野の推計作業を早い段階で実施

する必要があろう。

最後に，推計方法の方法論上の特徴についてもコメントしておく。同書で採用されている推計

方法は概して，海外の先行研究をわが国に適用しているか，さもなければ国内の研究者によって

すでに使用された方法を改良した，いわば漸進的・順当な検討の結果というべきかもしれない。

このうち前者の事例として，中世における農業のＧＤＰの推計にあたり食料需要関数から推計す

る方法，前近代における第２次・第３次産業のＧＤＰを推計する方法があげられ，後者の方法と

して近世の農業ＧＤＰを土木工事件数や『物産表』にもとづき推計する方法があげられる。また

推計にあたって人口・賃金などかなり限定されたデータを使用して関数式を計測し，そこに関連

するデータを外挿する方式が採用されている。ただしこれらの推計方法が適用できた背景に

は，２０００年代に入って一橋学派（特に，斎藤修，深尾京司，攝津斉彦，馬徳斌ら）による関連

分野の研究成果が，相次いで発表されたことも指摘しておかなければならない。

図１ 高島正憲によるＧＤＰ推計体系の概要

（注） 人口関連データから１次産業実質ＧＤＰへの点線の矢印は，中世における第１次産業の推計方法を示す。
（資料） 谷沢が作成。
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２．２．方法上の疑問点

以上の各推計方法に関して，疑義のある箇所をいくつか述べておきたい。第一は，中世の農業

生産額に関する推計である。この考えは海外の先行研究で提起されたとはいえ，（２）式には大き

な問題点がある。例えば，説明変数に実質賃金を使用するということは，近代における勤労者世

帯の消費行動を想定している。しかしわが国前近代では自家消費分の割合が大きかったから，実

質賃金の説明力はかならずしも高いとは思われない（２１）。ヨーロッパ等のように，早くから都市

国家が形成された事例をわが国に適用するのは危険かもしれない。つまり完全に賃金のみで生活

していた事実を賃金データで確認できるのであろうか。賃金のみで生活できないとなれば，複数

家族による農作業の可能性（＝自家消費）や，農民のほうが雑業者よりも生活水準が高い可能性

も否定できない。

そもそも開発経済学では一般的に，前近代のような低開発期には労働過剰経済下で賃金水準が

最低生活水準に固定されていたほか，食糧生産量も総じて人口を維持できる水準にすぎなかった

と想定してきたから，これらの想定からも中世経済に対して近代経済における消費関数に近い考

え方を導入することに違和感がある。ちなみにこのような前提にもとづき，一橋学派の南亮進は

戦後日本経済が１９６０年頃を転換点として，労働過剰経済から労働不足経済に転換したことを検

証している（２２）。もし前近代で賃金水準が可変的であり消費関数にもとづく農業生産量の推計が

できたとしても，その推計量がはたして実態を反映したものになる保証はないだろう。同方法は

あまりに斬新な発想ではあるがゆえに，上記の想定にもとづき，いかなるメカニズムが働いてい

たのかを説明する必要がある。以上のように，消費関数の考え方では生産量の変動を的確に把握

しづらい問題が多数あるが，これらの疑問に対する回答は残念ながら本文より得られない（２３）。

とりあえず以下では，（２）式について検討していく。まず同式を作成する際に，高島はわが国

では（２）式に「e＝－０.５，g＝０.５，b＝０を仮定」（２４）するとした。この仮定は，数点の先行研究の

結果を考慮して決定されたものだが，他方では同じ頁の脚注（２６）で，「今日の発展途上国のう

ち前近代社会の１人あたりＧＤＰに相当する水準の国では，収入の弾力性が０.８，自己価格の弾

力性が－０.６程度である（Llunch, Powell, and Williams １９７７）。」といった異なる情報を掲げて

いる。この引用部分の最初に現れた「国」が具体的にいかなる基準の国なのか意味が不明である

が，少なくとも中世日本は現在の発展途上国に相当すると考えられるから，この脚注の情報を加

味すると高島の採用した仮定が適切でないように思われる。なぜなら両者のあいだには，e＝０.

１，g＝０.３の誤差があるため，冪指数であるということも考慮するとけっして無視できないから

である。このほか産業間の相互依存性に関する差異も欧米との間で考慮する必要があるため，パ

ラメーターの決定にあたり欧米の経験則をいかに修正すべきかを慎重に検討すべきであった（２５）。

さらに高島が b＝０を仮定したのは，理論上の前提条件を変更することになるため無視できな

いことである。b＝０を仮定すれば，収集・推計の困難な非農業生産物の価格データを作成する

必要がなくなるが，まさかこれを狙っていたわけではなかろう。この方法では，農産物生産量が
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これらのパラメーターの数字に全面的に依拠しているため，この数字を少し調整するだけで大き

く推計値が変動する。一般的に経済分析では，関数のパラメーターを直接加工することは禁じ手

であるから大胆すぎる作業である。ただし厳密に言うと，この計測式は消費関数を想定しつつ架

空の関数を作り上げたにすぎないが，それでもこの方法を使用する際にはもっと慎重に記述して

ほしかった。わが国では，１９５０・６０年代に盛んに消費関数の実証研究がおこなわれたが，それ

らに関わった大川一司，篠原三代平，溝口敏行ら一橋学派の研究者は，このような推計方法をい

かにコメントするだろうか（２６）。この方法を導入するにしても，舶来の手法であるがゆえに無条

件に適用する姿勢は，かえって手法の評価を下げることとなろう。

ここで（２）式で導いた推計結果のうち，特に１６世紀から１７世紀前半にかけて１人当たり農

業生産需要量が大きく上昇した点（同書９８頁の図２―２）に注目しなければならない。高島はこ

の現象について，使用した京都とその周辺のデータに起因しており，この時期が「中世後期の戦

国時代末期から徳川時代初頭の金貨・銀貨・銭貨による三貨制度の成立までの間は貨幣制度の混

乱期で」（２７）あったという理由を提示している。この理由は，いかなる意味を持つのだろうか。高

島自身の著作である以上は，そこで設定した（１），（２）式が間違いであるということはありえな

いから，代入した実質賃金データの推計がかならずしも適切ではなかったと解釈すべきであろ

う。以上より，とにかく間違ったデータでもそれを利用し続けたという事実がわかる。

いずれにしてもこの貨幣制度の混乱は，なぜ２世紀にまたがった長期のあいだ，マネー（物

価）要因を除去したはずの実質賃金にも影響を与え続けたのか。あまりに長い影響であると思わ

ないか。もし影響を与えていたとすれば，いかなるメカニズムであったのか。桜井英治の研究か

ら示唆されるような貨幣賃金に代わる穀物賃金（具体的には米）が発生しなかったのか（２８）。も

し，穀物賃金が発生していれば，それを加味したデータ処理をおこなっているか。そのほか貨幣

要因を除去すれば，どの程度の実質賃金や農業生産需要量に抑えられるのか。これらの疑問が立

て続けに湧くため，“貨幣制度の混乱”として処理するだけでは中途半端な説明であるとの印象

をぬぐえない。

この関連では，説明変数として使用した京都と大阪の実質賃金データが，いかに加工・分析さ

れているのかが不明である点も指摘しておきたい。高島は，「数的情報を網羅して加工した」（２９）

と記述したうえでデータの特性を説明しているが，この賃金データを示した図２―１（９６頁）から

推測すると，実質賃金とはたんに各時点における名目賃金÷米価のことと考えられる。また同図

では，京都と大阪の実質賃金データが接続されているようには思えない。そして上記のとおり，

もし“貨幣制度の混乱”が農業生産需要量に影響を与えていたのであれば，この賃金データを詳

しく見直さなければならないはずだが，この作業結果は本文中に示されていない。残念なことで

ある。ＬＴＥＳに馴染んできた筆者世代からすると，時系列データを扱う際には，①特定時点で

いかに慎重に接続したのか，②変動の激しいデータ系列は何年間の移動平均で平準化して分析し

たのであろうか，といったデータ作業上の疑問点が思い浮かぶ。これらの事情を踏まえると，使
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用データに関する具体的な処理内容・分析結果を記述するほか，実質賃金の原データと接続指数

を末尾に付表の形で掲載してほしかった（３０）。

ちなみに原データの掲載という点では，第１章の古代の農業生産の部分では，表１―３「文献に

あらわれた古代の田積数」という表題で８頁にわたって旧国別の田積数（田地面積）が掲載され

ている。ここでは実際に利用しなかった文献データまで掲載されているなど，非常に詳細な情報

開示が行われている。たしかに筆者のような門外漢にはこれらの情報はありがたいものである

が，一面では煩雑なものである。著者にとっては必要な情報かもしれないが，読者にとって不必

要な情報は，むしろ掲載しないほうがよいかもしれない。少なくとも他の章では必要な情報が公

表されていない場合が多いため，この章だけ中途半端に細かいように思われた。

第二は，近世の実収石高を補正する際に，「最終ベンチマーク年の１８７４年の石高を，攝津・

Bassino・深尾（２０１６）によって別途算出された１８７４年の第１次産業の付加価値額を石高換算し

たものと比較し，その差分を徳川時代にもさかのぼって適用することによって調整する方法をと

るものとする。」（３１）としたことである。ちなみにこの引用文で「差分」という用語が使用されて

いるが，現実には石高補正率で拡大調整しているにすぎない。いずれにしても先行研究から

１８７４年の石高補正率を地域別に計算し，この補正率を１６００年までの実収石高に一
�

律
�

適
�

用
�

して農

業生産額を推計している。数十年の期間でこの比率を利用するなら納得できるが，数世紀にわた

る超長期に一定の比率を適用することはさすがに思い切った決断であるように思われる。

この点に関して筆者は，初めに高島が実収石高と実態石高の乖離の原因を解明していないこと

を問題視したい。高島は，「幕藩領主は完全には農業生産量を把握していなかった。」（３２）としつつ

も，「この統計資料における生産量と現実の生産量の乖離の問題は，その解釈に難しい点が存在

するのも事実である」（３３）と記述して，原因不明のまま石高補正率でデータを増大させている。こ

れらの書き方では，“とにかく乖離しているから，それを修正しておこう”といっているにすぎ

ない。この石高補正率は，時代を遡るほど増加・減少するのか，それともある時点までしか遡る

必要がないのかなど，多くの疑問が浮かんでくる。ちなみに高島自身は，別の箇所で「幕藩体制

下による封建領主・幕府が農民の全生産量を把握できておらず，その傾向は徳川時代後半になっ

てより顕著になったいった（以下省略）」（３４）と記述しているから，内心では時代が下るほど石高

補正率は増加する（以下，補正率漸増方式と略記）と考えていたのではなかろうか。この箇所か

ら，少なくとも一律適用方式に満足していなかった可能性が読み取れる。

実収石高と実態石高の乖離問題（以下，石高乖離問題と略記）は，非常に興味深いテーマであ

る。これを示した高島（２０１７）の表３―９（１３７頁）によると，実態石高は攝津・Bassino・深尾に

よる先行研究から入手した推計値であるとしているが，筆者は残念ながら同論文中からこのデー

タを見つけ出すことができなかった。とりあえず，この推計値が正しいとすると，この作業の基

になっていた『府県物産表』のデータが，農産物については信頼性が低かったことを意味する。

また，後述のようにＬＴＥＳの推計にあたって同資料を利用していた点も見直しが必要になるの
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かもしれない。

このような乖離の発生した理由として，『府県物産表』はちょうど地租改正事業が全国的に開

始された年次に調査が実施されたため，この新税制の導入を見越して『府県物産表』の調査では

地域住民が生産量を過小申告していた可能性がある（３５）。地租改正の実施と石高乖離問題を結び

つけることは，素人でも容易に考えつくシナリオであろう。これを裏付けるように，１８７４年７

月の内務省布達甲第１８号では，『府県物産表』の調査にあたって「物産取調ノ趣旨或ハ貫徹致サ

ズ却テ税
�
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取調方自然不都合ヲ醸シ候向モ有之哉ニ

相聞ヘ（タル）」（傍点と丸括弧は筆者）ことが記述されている。この布達は，当時の調査担当者

が実態把握にあたって腐心していたことを物語る貴重な情報である。このため農産物の申告デー

タには，突発的・一時的要因としての租税上の理由から強い下方バイアスが生じていた可能性が

高い。この関係では，『府県物産表』の前後に実施された類似の統計に掲載されたデータの比較

分析がおこなわれたのであろうか（３６）。もしこの比較分析がおこなわれていれば，租税上の突発

要因をある程度把握できたかもしれない。

図２ 実収石高倍率と石高補正率の関係

（注） １．石高補正率は実態石高÷実収石高であり，いずれも１８７４年の数値である。
２．実収石高倍率は１８７４年実収石高÷１８３１年実収石高である。なお１８３１年の実収石高
とは，天保郷帳で記載石高を内高とさせていたため，暫定的にその数字のまま使用
している。

（資料） 石高補正率は高島『経済成長の日本史』の１３７頁の表３―９，実収石高は同書の１３２頁
の表３―５（Ａ）より入手して谷沢が作成。
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ちなみに乖離の地域別特徴をみるために，１８３１年と１８７４年の実収石高の倍率を横軸，１８７４年

における石高補正率を縦軸にとった図２を作成してみた。ここで前者の実収石高倍率は新田開発

等の活発さを代理したデータであり，後者の石高補正率は石高の申告にあたっての修正状況を示

している。図２をみると，四国と東関東を除くと負の関係が確認できるため，少なくとも幕末期

には，新田開発等を実施した地域ほど石高の見直しを頻繁におこなったため，石高の過小申告の

程度が軽度であったことがわかる。ここで，四国が突出して石高補正率が高かった理由は不明で

あるが，同地に外様の大藩（徳島，高知藩）があったこと，徳島の藍といった商品作物の栽培が

活発であったことも影響していたかもしれない。また東関東は，１万石クラスの小藩や幕府直轄

領が集積しており領地内の農産物に関する情報が比較的に容易に入手できたことが，新田開発等

が不活発であったにもかかわらず石高補正率の低かった理由であろう（３７）。

次に，１６４４年の正保郷帳のデータをベンチマークとしている点にも注意が必要である。すな

わち高島（２０１７）では，中村哲の先行研究と同様に「正保郷帳の時点を領主による農業生産の把

握の完了とみなして「実収石高」の最初のベンチマーク年とし」（３８）ている。しかし徳川時代の郷

帳を研究した和泉清司によると，各領主が作成した村高（つまり申告した石高）の調査対象は，

正保・元禄期の郷帳では表高（拝領高）であったが，天保郷帳（１８３１年）で内高に変更したと

指摘している（３９）。すなわち表高（公称高）は，幕府が賦課する軍役のほか，江戸城における詰

めの間の序列など家格決定の基準とされていたため，それがほぼ確定された寛永期以降は容易に

変更することはなかった。それに対して実際の収穫高を示す内高は，新田開発等の進行にとも

なって増加していった。このため正保・元禄郷帳では基本的には表高を記入することとしていた

が，天保郷帳では表高と内高との乖離が甚だしくなったことで内高を記入させることとした。こ

のため表高ベースの１６４４年のデータを加工せずにベンチマークとすることには慎重でなければ

ならない。

経済史研究者はいずれも，今日に至るまでこの表高・内高を区別した議論をおこなっていな

い。この背景には，高島（２０１７）の表３―３（１３０頁）に掲載された旧国別の公表された石高（以

下，公表石高と略記）を合計した図３をみても，天保郷帳の調査は前回の元禄郷帳時から１３４年

後に実施されたのに対して，それ以前の正保・元禄郷帳のような４０～５０年の間隔よりはるかに

長かったため，この間隔差を考慮すると大きな差異が確認できなかった。さらに上記の表高と内

高の記帳は，かならずしも厳格におこなわれたわけではなかった。一部では，高知藩（土佐国の

大半）のように家格の上昇を求めて正保郷帳で石高を表高ではなく内高でかなり高めに提出して

元禄郷帳で増石が認められた事例や，その一方で鹿児島藩（薩摩・大隅国）のように天保郷帳を

元禄郷帳と一致させ，実態石高を申告していなかったと思われる事例があった（４０）（両事例は，

上記の表３―３で確認できる）。これらの事情が，研究者に表高と内高といった集計対象の差を意

識させなかった理由であろう。

以上の各情報を総合的に勘案すると，推計にあたって一律適用方式を採用すべきではなく，政
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策環境（表高・内高の考え方や新税導入等）に応じて石高補正率を変化させるシナリオに書き換

えるべきである。そのためには，まず藩ごとに公表石高を追跡して，その動向を素直に観察する

ことが必要であろう。これをすると，藩ごとに驚くほど明確に幕府に対する石高の申告にあたっ

ての考え方（姿勢）が異なることがわかるはずである。そこから，データの信頼できる藩とそう

でない藩の見分けも可能となろう。データ推計の要諦は，まず利用する関連データを注意深く観

察することから始めるべきであるが，高島（２０１７）では残念ながらすでに多数の先行研究があっ

たがゆえに，この基礎作業が疎かになったのではなかろうか。少なくともこの作業を事前におこ

なっていたならば，一律適用方式に代わる方法の糸口を見つけ出すことができたはずである。今

後のデータ推計の改訂作業にあたっては，まずこの作業をおこなうべきであることを強調してお

きたい。
き め

さらにこれらの情報をもとに，実際の推計にあたっては図４のような３期間に分けた肌理細か

な作業が必要になる。この３期間とは，①１６００年から１６４４年までの表高の把握が不完全な期間

（Ａ期間），②１６４４年から１８３１年までの表高で記帳させた期間（Ｂ期間），③１８３１年から１８７４年

までの内高で記帳させた期間（Ｃ期間）である。つまり３世紀にわたる石高推計のためには，石

図３ 郷帳等にもとづく全国石高（公表石高）の推移

（注） １．蝦夷地（北海道）と琉球（沖縄県）を除いた６８ヵ国の合計数字である。
２．横軸の年次後のカッコ内は掲載資料名を示す。
３．下記資料の 1873年の石高のうち，少なくとも能登と越前は 1桁小さく打ち間
違いをした誤植と思われる。このためこの 2国を修正するとほぼ 3000万石と
なり，下記資料にもとづく 2909万石よりかなり大きくなる。おそらくこのよ
うな誤植は，他の年次も含めてまだ存在すると推測されるため，下記資料の使
用にあたっては留意してほしい。

（資料） 高島『経済成長の日本史』の１２９～１３０頁の表３―３より谷沢が作成。
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1605 1644 1831 1874 西暦（年）

石高

Ａ期間 Ｂ期間 Ｃ期間

公表石高（表高ベース）

実態石高

1697

公表石高（内高ベース）

高の把握・記帳方法が異なる期間別に石高補正率を変えて，慎重に石高乖離問題を解決していか

なければならない。これから判断すると，高島推計は実収石高と石高補正率の推計方法が推計の

容易さを優先して，政策の実態を反映していないと感じられた。筆者個人としては，直感的には

図４のように期間ごとに異なる補正率漸増方式を採用すべきではなかったかと思われる。このほ

かの問題点も確認できるため，全体としてみると高島による方法は未だ完成したものとはいえな

い（４１）。この問題は，後に述べる中世後半における力強い経済発展が存在したか否か，という大

きな問題にも結びつくため，慎重な検討姿勢が求められる。

第三は，古代・中世から近世にかけての非農業生産の推計作業である。ここでは，上記の

（３），（４）式に関して３つの疑問点が出てくる。一つ目は，この推計方法があくまで欧米の経験

則をわが国に合うように若干アレンジして導かれたものであり，経済学上の理論的な根拠にもと

づく方法ではない点である。換言するとこの計測式は，農村工業化が進行していくなか人口密

度，都市化率の上昇がそれぞれいかに第２・３次部門を拡大させるか，そのメカニズムを解明し

ないまま作られたにすぎない。一般的に，人口密度の上昇と都市化はともに進行すると考えがち

であるが，それが農村工業のもとではいかに異なるルートで両者に作用して，結果として産業構

造に影響を与えるのかを具体化すべきである。以上より消費理論にもとづく食糧需要関数を使っ

て導かれた中世の食料生産の推計方法と比べると，この部分は各説明変数の機能がブラックボッ

クスのままであるため，その説得力は乏しい。

図４ 徳川時代・明治初頭における石高の新推計方法（概念図）

（注） １．公表石高とは郷帳等で公表された石高，実態石高とは実際の収穫高を示す。
２．年次は，石高調査の実施された時期を示す。

（資料） 谷沢が作成。
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二つ目は，「日本のような農家世帯が副業によって非農業生産品およびサービスを供給」（４２）し

てきたことを考慮して，「各部門のシェアは，総生産における第二次（もしくは第三次）部門の

シェアではなく，第一次部門との和に対するシェアとする」（４３）と考えた点である。このような考

え方は，たしかに農村工業の進展が顕著となった徳川時代後半には適用できるが，はたして古

代・中世および徳川時代前半まで適用できるのだろうか。

もちろんこのような批判を想定して，同書では先述のとおり湊・津・宿などの小規模な町場で

非農業部門の進展があったことが確認できると主張している。しかしこれは，府県単位でみて人

口密度と都市化率に相関関係がないことを検証したうえでの話とは思われない。なぜなら人口推

計に関する第４章では，表４―４（１６６頁）に１７２１年以降の地域別人口が示されているだけであ

る。また都市人口の推計に関する第５章では，おもに徳川時代の１万人以上人口の都市に限定し

た順位・規模分布を中心に検討しており，町場に関連する人口５０００人以下の都市人口は，表５―

１０（２０５頁）で１８５０・１８７３年の２時点が推計されたにすぎない。また地域別の都市化率は，表

５―６のＢ（１９１頁）で１７５０年以降しか掲載されていない。さらに図６―３～５（２３７～２３９頁）は，

あくまで府県別の都市化率と人口密度に相関のないことを１８７４年の１時点で検証しているにす

ぎず，過去数世紀分を検証したわけではない。以上から確認できるように，古代から徳川時代前

半までの小規模都市に関する具体的な情報はほとんど提示されていない。このため小規模都市を

根拠とした古代から徳川時代前半までの推計作業は，たんなる思い付きにもとづいていることに

なる。

図５ 徳川時代・明治期初頭の都市化率と人口密度の推移，１６００―１８７４年

（資料） 上図は，高島『経済成長の日本史』の２３０頁の図６―２を谷沢が一部加工した。

30 商 経 論 叢 第５３巻第３号（２０１８．５）



そのうえ同書の図６―２（２３０頁）を示した図５を見れば，第２・３次部門の計測式に関する考え

方には注意が必要なことが一目瞭然となる。すなわち点線Ⅰで囲った１６００年から徳川時代前半

の１７５０年頃までは，全国計の都市化率と人口密度がほぼパラレルに変動しており，高島推計で

利用された計測データの時期にあたる点線Ⅱで囲んだ１８５０年代以降の人口現象（都市化率の低

下＋人口密度の上昇）とは異なっている。このため，もし１８５０年以前の各データを使えば，こ

の計測式が測定できなかったかもしれない。その意味では，この式が安心して適用できるのは，

農村工業と商業が農村部で発達した，せいぜい図５のＢ期間ぐらいである（４４）。それ以前のＡ期

間では，都市化率と人口密度がパラレルに動いているから，Ｂ期間とは異なる社会経済構造に

あったとみなされ，異なった社会経済構造から求めた計測式をそのまま利用することはできな

い。つまり徳川時代前半以前の非１次産業ＧＤＰを推計する際には，別の推計方法を考案すべき

である。高島自身が終章で「中世以前の非農業部門の推計」を今後の課題とした理由は，この点

を認識していたからではなかろうか。

たしかに数少ない情報からデータを作り上げる手法は興味深いが，この推計方法には無理があ

るように思われる。この推計方法について高島自身は，第６章の末尾で「本章において提起され

た人口密度と都市化率を組みあわせた非農業生産のシェアの推定方法は，これまでヨーロッパを

中心におこなわれた都市化率を利用した方法をさらに発展させたものと解釈することも可能であ

る。すなわち，ヨーロッパ諸国にくらべてより強い農村中心的な成長があった徳川日本の経験に

適応させるための方法を考察したことである」（４５）と評価する。いわばこのような現象は日本特有

の現象であるとしているが，そこまで明確になっている現象なのであろうか。他国では，このよ

うな地方圏における小規模な町場（特に人口５０００人以下）の人口増加現象が確認できないと言

い切れるかどうか，筆者には判断が付きかねる。いずれにしても当初は農村工業化（プロト工業

化）の進行を理由として提示していたが，最終的にはそれを古代まで拡大解釈している点は気に

かかる部分である。上記のような第６章の文章は，計測式を第７章の古代・中世の第２・３次部

門まで拡大して利用するための布石と考えてしまうのは筆者だけであろうか。

三つ目は，計測結果について他のデータでこの非農業生産額の推計値をチェックする基礎作業

が実質的におこなわれていないことである。もちろん全産業のＧＤＰについては，マディソンの

推計値とのチェックが図７―１（２７１頁）でおこなわれているが，もともと同書の問題意識がマ

ディソンの推計値を全面的に信頼していないところ（１０～１６頁）から発生しているのであるか

ら，むしろマディソン以外の情報（例えば，非１次産業全体ではなく一部に限定されていたとし

ても，各種文献情報や数値情報）を積極的に利用して，新推計値の信頼性を検証することが本来

の作業であるはずだ。とにかく同書の推計値は欧米で実施された手法を日本流にアレンジした計

測結果であるが，それを他の情報でチェックする作業が不足している。人口部分の詳細な検証作

業と比べると，これが大きな差異として目立っている。

最後（第四）は，国際比較をおこなうためのデータ加工方法である。すなわち１人当たり実質
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ＧＤＰを国際比較するにあたって，同書ではマディソンによる一連の著作と同様に１９９０年国際

ドルを使用している。この点については，この後も詳細に検討していく予定だが，ここでは直感

的にみても１９９０年時点の購買力平価を過去１０世紀以上にわたって使用することは，データの特

性から判断して異例の方法であることを指摘しておきたい。なぜならこの指数は，実際の物価関

連データにもとづき推計された１時点のデータにすぎず，それを（日本に限ってみても）過去

１２世紀分に適用することは思い切ったことのように思われるからである。データを作成したゲ

アリー，ケイミスの両人も，このような使用方法を想定していたのであろうか。

このデータ利用が危険な内容を含んでいることは，作成方法から考えても容易に理解できよ

う。ゲアリー＝ケイミス流の考え方は，過去に遡って購買力平価を適用する際には，その該当年

次の購買力平価を使用することを前提としているからだ。つまり１９９０年の国際ドルデータを使

用して国際比較が可能となる年次は，厳密には１９９０年のみにすぎない。この問題は，高島推計

のみに関わる問題ではなく，そもそも当方法を最初に採用したマディソンの各種データすべてに

適用される問題といえる。しかもマディソンの推計方法によると，後に詳述するようにあくまで

国内で確認できる実質値（いわば国内ベースの実質値）にリンクしているにすぎないから，いま

問題としている国際比較をおこなうための実質値（同，国際比較ベースの実質値）とは別物であ

るとみなすべきだ。なぜなら国際比較ベースの実質値には，国内ベースの実質値では考慮されて

いない内外価格差要素が含まれているからである。

購買力平価問題については，筆者以外にすでに一部の研究者も問題視している。例えば，袁堂

軍・深尾京司・馬徳斌は，資料の揃っている１９３０年代の東アジア（朝鮮・台湾）に絞って，購

買力平価を別途推計したうえで１人当たりＧＤＰを推計し，それをマディソン推計値と比較した

研究を公表している（４６）。その結果をみると，１９３５年に関して日本＝１とすると，朝鮮（袁・深

尾ほか＝０.４４，マディソン＝０.７０），台湾（袁・深尾ほか＝０.７９，マディソン＝０.６３）となり，両

者の間で大幅な乖離が発生している。そしてこの乖離の要因として，１９３５年の購買力平価と

１９９０年国際ドルとの差異（絶対物価比）が影響していたという。この指摘に対して斎藤修は，

『比較経済発展論』２００８年（以下，斎藤（２００８）と略記）において「このような問題点が残って

いるということは念頭においておかねばならないであろう」（４７）といいつつも，その後はマディソ

ンの推計値にもとづき議論を進めている。現在までのところ，わが国では上記の深尾らを除いて

斎藤の立場が多数を占めているが，この問題を解決しないかぎり真の国際比較は不可能であるた

め，本論で引き続き検討していくこととしたい（４８）。

なお高島（２０１７）の終章末尾では，「将来的な研究の見通し」と称して９つの研究テーマが提

示されている。ここでこれらを示しておこう。①古代における実効支配地域とその地域的差異を

考慮した推計作業，②中世における農業生産量の推計作業，③中世・近世を中心とした人口・都

市人口の推計作業，④飢餓・疫病の社会経済に与える具体的影響，⑤物価・賃金・所得の推計作

業，⑥海外との関係・貿易の実態解明，⑦徳川時代の商業・流通の実態解明，⑧中世以前の非農
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業部門（第二次・三次部門）の推計，⑨地域別の分析（４９）。実に盛りだくさんのテーマが並べら

れており，極めて広大な研究領域を開拓していく意気込みが窺われる。先駆者としての矜持の現

われかもしれない。

その特徴をあげれば，②と⑧が今回の高島（２０１７）で推計したＧＤＰの改良であり，その他は

新たなマクロデータの推計やそれに関連した情報分析と位置付けられる。ただしここでは購買力

平価問題は言及されていないから，この問題になんらの疑問を持っていないようである。また③

は，先述のとおり推測にすぎなかった５０００人以下の地方都市の特徴を確認する作業に結び付く

項目であろう。やや遅きに失した感がある。その一方，今後は今次推計方法の見直し作業も必要

になってくるはずだが，それを想定していないため，筆者のような門外漢からすると，全般的に

研究作業のスピードが速いように思う。もちろんタイムスケジュールが明記されていないから厳

密な議論はできないが，少なくともさまざまな研究を誘発する魅力的な分野であることは事実で

あろう。これらを当研究の特徴として，最後に追加しておきたい。

（３）マディソンの国際比較
３．１．基本的な考え方

前節の末尾で示したように，高島はマディソンと同様にＧＤＰを国際比較する際に，ゲアリー

＝ケイミスの計算した１９９０年国際ドルを使用している。それではマディソン本人は，この１９９０

年国際ドルの採用をいかに説明してきたのであろうか。この問題は，各国のデータ推計方法とも

密接に結びついているため，はじめに国別の推計方法の基本的考え方から簡単に解説しておこ

う。マディソンの研究は，国別ＧＤＰの超長期推計として先駆的であったがゆえに，つねに比
�

較
�

に値する先行研究としてわが国では，斎藤修，杉原薫，八尾信光などの研究者に引用されてきた

ほか，筆者もこのような状況を勘案して概説書のなかで彼の推計値を国際比較にあたって利用し

ている（５０）。かならずしも同統計を利用する研究者が多いとはいえないが，マディソンの採用し

た統計の作成方法を把握しておくことは，本論の目的にとって重要なことである。

実はマディソンの３著作とも，データの推計方法が特定箇所で一括して国別に詳述されている

わけではない（彼の３著作に関しては，その目次を本論末尾の付図２～４で提示しているため，

必要に応じて参照してほしい）。筆者の友人のなかには，マディソン推計に対する一種の不信感

を持つものがいるが，その背景にはこのような推計方法に関する記述の不在が大きく影響してい

ると思われる。ただし注意深く調べてみると，まったく記述されていないわけではなく，超長期

データが最初に公表されたマディソン（２００１）では，付図３で確認できるように，その解説部分

に相当する付録Ｂ「１８２０年以前の世界の人口，実質ＧＤＰ，１人当たり実質ＧＤＰの成長」のな

かで，いくつかの興味深い記述が確認できる。以下では，これらの記述から推計方法の特徴を

探っていくこととする。

３著作を通じてみると，各国ともおおむね３期間を設定して異なる推計方法が採用されている
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ことがわかる。この３期間とは，紀元０～１５００年，１５００～１８２０年，１８２０～１９９２年である。西洋

史の一般的な時代区分論に照らすと，これら３期間はそれぞれ中世以前，近世，近代にほぼ該当

するから，この西洋史の時代区分を当該地域以外にも広く適用していることを指摘しておきた

い。そしてこの時代区分にしたがって，近代部分はマディソン（１９９５），中世以前と近世はマ

ディソン（２００１）で初めて公表されているから，マディソンの研究スケジュールは過去に遡るよ

うに設定されていた。もちろんこれらの推計値の算出には，国別の多様な資料を解読するために

膨大な時間が投入されたであろう。以下では，期間ごとに推計方法を説明していく。

まず１８２０～１９９２年の１人当たりＧＤＰの推計値とその推計方法をみておく。当期間は，すで

にマディソン（１９９５）で公表されているため，マディソン（２００１）ではそれをベースとして若干

の修正が行われた（この関連では，付図３における付録Ａの「推計値の更新」部分を参照）。そ

こでは基本的には，高島（２０１７）と同様に人口と実質ＧＤＰを別々に推計する方法が採用されて

いる。このうち実質ＧＤＰについては，戦後数十年の期間に先進資本主義国を中心として，ＳＮ

Ａ統計に準拠しつつ国別に推計作業が実施されてきたため，その研究成果を利用して国別・年次

別に類似した方法が採用された。この作業に向けてマディソン（１９９５）では，付図２で確認でき

るように付録Ｂ「世界主要５６ヵ国の経済成長（実質ＧＤＰ指数の歴史的推移），１８２０～１９９２年」

の最初の小見出し「ウェイトのつけ方が経済成長率にあたえる影響」部分で，世界主要５６ヵ国

についてＳＮＡ統計の整備の歴史を追跡するといった，地道な情報収集をおこなっている。この

ように当期間では，いわば「準ＳＮＡ法」と呼ぶことができる推計方法が採用されている。わが

国に限ってみると，一橋学派のＬＴＥＳや経済企画庁のデータに準拠しつつ１８８５年から毎年の

データが推計されている（５１）。それゆえ当期間については，マディソンと日本側では大きな意見

の不一致は生じていないとみて差し支えなかろう。

次に１５００～１８２０年では，１人当たりＧＤＰをターゲットとして推計作業が実施されている。

その推計方法については，付図３で示されたマディソン（２００１）の付録Ｂのなかで「１５００～１８２０

年の実質ＧＤＰと１人当たり実質ＧＤＰ」という項目が掲げられ，そこでは以下のような見落と

せない記述がある。結論を先に言うと，当期の推計方法はいままでとまったく異なる方法が採用

されている。

「［本書では，］１５００年から１８２０年までの西ヨーロッパでの１人当たり実質ＧＤＰの年平均成

長率が，Kuznetsの仮定した０.２％よりも低かった（年平均０.１５％であった），という見方を

強く打ち出している。他方，この付録Ｂによれば，ラテンアメリカとウェスタン・オフシュー

ツでの１５００年から１８２０年までの同成長率は，Maddison（１９９５a）で想定したものよりも高い

ものになった。この期間にアジアでの１人当たり実質ＧＤＰの成長率が停滞的であったという

従来からの仮説は，この付録Ｂでも一般的には確認されたが，しかし日本はそのなかの目立っ

た例外であることも，明らかになっている。」（５２）（［ ］内は筆者）。
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ここでウェスタン・オフシューツ（western offshoots）とは，西洋の分家（offshoots）として

の米国，カナダ，オーストラリア，ニュージーランドの４カ国を総称した地域名を指している。

この書き方では，一読すると各国で詳細なデータ推計をした結果として，かかる成長率の低下が

確認できたように思われるが，実はそうではなかった。この事情について，その前段階として実

施されたマディソン（１９９５）では，次のような意外な方法が採用されていたことが，同じくマ

ディソン（２００１）の付録Ｂにおいて指摘されている。

「私は，１人当たり実質ＧＤＰの成長について，３つの簡単な仮説を用いていた。それは，（１）

西ヨーロッパでは，Kuznets（１９７３）の仮説に従って，その成長率が年０.２％であったとみ，

（２）残りのヨーロッパとラテンアメリカではそれが年０.１％であったとみ，（３）アジアとアフ

リカではそれが年０％であった，とみたものであった。」（５３）。

この引用文から明らかなように，マディソンはＧＤＰ国際比較の大家であったクズネッツと同

様に，初めに世界経済を３ブロックに分け，それらの成長率を一定水準に仮定していた（正確に

言うと，上記の引用部分はマディソン（１９９５）で採用された方法であり，マディソン（２００１）で

はその成長率が若干，修正されている。ただし基本的な考え方に変更はない）。ちなみにクズ

ネッツの想定した成長率とは，購買力平価の実証研究がすでに実施されていたほか，主要な国際

比較データをマディソンの推計値に依拠していたため，おそらく国内ベースの成長率のことであ

ろう（５４）。この方法がマディソン（２００１）以降でも採用されたかどうかは確定できないが，その

可能性は否定できない。もちろんこの方法は，人口・都市分布・耕地面積など基礎的なデータが

まったく欠落した時期であるから採用されたことは明らかである。

ただし実際の推計にあたっては，１５００年と１８２０年があまりに長期間であるため，そのほかに

１６００年，１７００年の２時点をベンチマークとして追加している。また成長率＝増加率も地域ブ

ロックではなく国ごとに設定された。そして近代の最初期である１８２０年前後の実額をベースと

して，各ベンチマーク年次間の想
�

定
�

される年別成長率を決定してそれで遡及推計することで，当

該期間の各ベンチマーク年次の１人当たり実質ＧＤＰを推計していく（ただし正確にいうと，国

ごとに入手できるデータのベンチマーク年次が一致しているわけではないため，その間で１６００

年，１７００年の数値を補完推計することで，公表年次の統一された統計表が作成されている）。こ

のような方法は，想定する年別成長率に大きく依存しているから，いわば「増加率法」と呼ぶこ

とができよう。このように１５００年から１８２０年までと同年以降では，明らかに推計方法が異なっ

ていることに注意しなければならない。

さらに１５００年以前（正確には０年と１０００年）については，また異なった方法が採用されてい

る。付図３で確認できるように，マディソン（２００１）の付録Ｂにおいて「１世紀から１０００年ま

での実質ＧＤＰと１人当たり実質ＧＤＰとの推移」という項目が掲げられ，そこでは以下のよう

な推計方法を採用していたことが記されている。いくつかの寄せ集めにすぎないが，重要な部分
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であるため注意深く読んで欲しい。

「１５００年以前については，推定値のなかの推測の要素は，実際のところ，非常に大きい。中国

とヨーロッパとでの１人当たり実質所得の水準の算出の根拠は，Maddison（１９９８a）で説明し

ている。その他の地域についての推測のしかたは，以下で説明する。そのどちらの場合でも，

実質ＧＤＰ（総額）は，１人当たり実質ＧＤＰの水準に，別途の方法で推計した人口数を掛け

ることによって，算出している。」（５５）。

「Maddison（１９９８a）では，１世紀のヨーロッパの１人当たり実質所得の水準は，当時の中国

のそれと同じくらいであった，と想定していた。Goldsmith（１９８４）は，（中略）ローマ帝国時

代の１人当たり実質所得の水準は，１６８８年のイングランドのそれ（Gregory Kingが推定した

もの）の５分の２ぐらいだった，と示唆している。」（５６）。

「１世紀と紀元１０００年とのあいだに，西ヨーロッパの生活水準には大崩壊（collapse）が生じ

た。都市化率の推移をみれば，紀元１０００年が西ヨーロッパの経済の最低点であったことが，

最もよくわかる。ローマ帝国での都市化率は１世紀には約５％であった。しかし，紀元１０００

年にはその比率は約０％になったのである。（中略）都市の崩壊とその他の衰退の諸指標をみ

れば，ヨーロッパ人の生活が紀元１０００年には多かれ少なかれ最低生存線ぎりぎりで逆戻りし

てしまった，という推測が正しいことがわかろう。」（５７）。

これらの３つの引用文では，いずれも１人当たり実質所得や最低生存線といった，個人の生活

水準を目安として１人当たりＧＤＰが決定され，それに別途推計した人口を掛けることでＧＤＰ

を推計する方法が採用された。たしかにこのような「生活水準」を基準としたアプローチは直感

的にみても確実な方法であるかもしれない。そして１人当たりＧＤＰ水準は，基本的には先行研

究の成果をベースとしているが，その先行研究自体はおそらく入手できる文字情報を中心とし

て，“妥当な水準”に決定されたものと推測される。この方法は本来，研究蓄積のある国に限定

されるため，すべての国に適用できるわけではないと思われるが，それにもかかわらず多くの国

で推計されている。とりあえずこの方法を，「実質所得法」と呼んでおこう。

以上のようにマディソンの推計作業は，西洋史学の時代区分に対応した近代から古代に遡っ

て，準ＳＮＡ法，増加率法，実質所得法でつなぎ合わされた，いわば三段ロケット方式でおこな

われている。もちろんこのこの方法は，マディソン（２００１）の記述内容から推測することで導き

出した一般論にすぎず，国ごとに厳密に適用されたわけではないだろう。すなわち良質な資料が

あれば，より精度の高い推計方法を使い続け，適切な資料がなければ早めに代替的な方法に移行

したはずだ。また近世以前については，おそらく産業別ＧＤＰの推計値を積み上げるのではな

く，全産業ＧＤＰを初めから推計する点も，高島（２０１７）の推計方法と異なる点である。ちなみ
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にこれらの点は，マディソンの推計方法の大きな特徴であるにもかかわらず，高島（２０１７），斎

藤（２００５）のいずれでも指摘されていない。このような方法は，関連情報量の精粗の激しい国同

士をつなげて国際比較統計を作成するためやむを得ないのかもしれないが，それだけではけっし

て満足できるものとはいえないだろう。なぜなら近世以前の増加率法と実質所得法では，よほど

のことがない限りある一定の増加率を想定しているほか，一般的にベンチマークの間隔が１世紀

以上であるため，それらのベンチマーク年次間を線形補完することで，特定年次における経済水

準を確定しているにすぎないからである。

このような方法では，百年戦争（１４～１５世紀）など数十年以上の戦争勃発や十字軍の遠征，

黒死病の発生（１４世紀）などによって，国土の広範囲にわたって人口や生産力の激減がおこっ

たり，国家・政治体制が変更されたりした事例を推計値に反映しづらいことが想定されるなど，

推計方法自体に大きな問題を抱えている。この点は，わが国のような島国の研究者にとってみる

と，さほど気にならない現象かもしれない。いずれにしてもこのような方法による推計値で

も，１世紀以上の間隔で計算された成長率（または経済水準）を多国間で比較することは，推計

誤差が目立たないため許容されるとしても，２０・３０年の間隔で計算されたそれを比較すること

は，その結論が実態から乖離する危険性がでてくる。ちなみに筆者が概説書『近現代日本の経済

発展』上巻の表１－１（３頁）でおこなった比較は，ほぼ１世紀間の比較であるため前者の事例で

あるといえよう。

斎藤は，斎藤（２００５）のなかでマディソンの方法について，「けっして洗練された手法にもと

づくわけでも，大量のデータの積上げによるものでもない。（中略）これまでの研究，それも非

数量資料を丹念に分析した研究をも含むさまざまな研究成果を総合し，それを増加率という数字

に読みかえ（ている。中略）その読みかえには経済史研究の現状とそれにかんする彼自身の解釈

が反映している。」（５８）と好意的に論評した。このような斎藤の評価は，あくまで近世のみを切り

取った評価にすぎず，マディソンの方法すべてを論評したものでない点は指摘しておくべきだろ

う。さらに高島は，「（マディソンの）最大の貢献は，世界各国・地域の長期にわたる経済成長の

比較を１人あたりＧＤＰという数値によって可視化したことである」（５９）ほか，「数量化によって

グローバル・ヒストリーを把握しようとした意義はきわめて大きい」（５９）と称賛している。総じて

一橋学派は，マディソンの推計値に対して好意的であるといえよう。たしかにこれらの評価は特

徴の一面を的確に把握しているのは事実だが，だからといって全面的に賛同できるというもので

もないように思われる。

ただし他国と比べて各種資料や研究書が残存しているわが国に限ってみると，マディソンでも

わが国の研究者と同様に先行研究や資料等の数字にもとづく検討がなされている。例えば，近世

の農業生産高に関しては，ＬＴＥＳや大川一司，篠原三代平，梅村又次，西川俊作，中村哲，速

水融，宮本又郎ら専門家の著作物をもとに，多数のデータの積み上げをおこなっている（６０）。

我々日本の研究者からすると，これらは代表的な文献にすぎず，新たな資料の発掘をおこなった
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わけではないが，これを外国人研究者がおこなった点で価値があったというべきかもしれない。

それらの利用状況から判断すると，マディソンの推計した「穀物生産高」などは，前節で紹介し

た高島推計と類似の方法を採用していると考えられる。また第２次大戦を挟んだ前後の期間

（１９４０～５０年）については，現在でも国内で信頼できるＳＮＡ統計は存在していないが，マディ

ソンは複数の統計を接続しつつ慎重にデータを作成しており，その信頼性は他国と比べると高い

といえよう（６１）。

もっとも以上のような方法が可能なのは，せいぜい先行研究等の存在する１６００年（徳川時代

初期）までであり，それ以前については残念ながら著作物中で具体的な推計方法や関連するデー

タはいっさい示されていない。この事実から推測すると，おそらく上記で示したマディソンの一

般的な方法，つまりあらかじめ当りを付けるという方法をわが国にも適用していたのではないか

と推測される。もちろんこれは，筆者がマディソン本人から直接に推計方法を聞いたわけではな

く，あくまで推測にすぎない。もしこれが正しければ，数値の信頼性についてはコメントする以

前の話である。ちなみに高島（２０１７）でも，前近世の推計部分について「ここではマディソン推

計の信頼性についての議論はしない」（６２）としているが，これは適切な判断であろう。

このようなマディソンの推計方法と比べると，高島による近世以前の推計はまったく異なる設

計思想にもとづいている。すなわち高島の方法の特徴をみると，①推計時点が格段に増えたこ

と，②推計時点に１６００年が含まれるなど，わが国の社会経済事情に即して推計時点が選択され

たこと，③（基本的には一貫して準ＳＮＡ法であるものの，）推計期間ごとに多様な推計方法が

採用されていること，④（古代の農業生産量に代表されるように，）データの積み上げによりＧ

ＤＰを推測する方法が増えたこと，という４点があげられる。これらの特徴ゆえに，１人当たり

ＧＤＰの成長率を計算する場合の信頼性と推計時点が増している。優れているというより，“良

心的”と表現すべきかもしれないが，散用状・郷帳など関連資料の多さがプラスに働いた面もあ

ろう。

次に，マディソンが１９９０年国際ドルを使用した理由を，引き続き同人の著作物から引用して

おきたい。まずマディソン（２００１）では，付図３の付録Ａの解説部分で次のような記述がなされ

ている。

「個々の国のＧＤＰ［実質ＧＤＰのこと，以下でも単にＧＤＰという場合にはすべて実質ＧＤ

Ｐを指す］を合計して，地域や世界でのＧＤＰ総計を算出するためには，共通の通貨単位へと

各国の推計値を換算する必要がある。（中略）本書では各国の１９９０年のＧＤＰが「１９９０年国

際ドル」で表示され，それが各国の，固定価格で表わしたＧＤＰの時系列と接合されており，
ニュメレール

それによって各国の毎年のＧＤＰが全部「１９９０年国際ドル」（基準年の基準値）で表示され

て，相互に比較できるものになっている。」（６３）（［ ］内は原文のまま）。

上記の文章のうち，「固定価格で表わしたＧＤＰの時系列と接合され」という部分から，１９９０
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年１時点のデータで過去２０世紀分のデータがすべて修正されていることが推測される。いわば

一定比率ですべてのデータが調整されている。まさに高島の推計方法はこれを踏襲していたこと

がわかる。

さらにマディソン（２００７）では，付図４で確認できるように，１人当たりＧＤＰというマクロ

計測の考え方を記述した第６章の「１９５０年以降の経済政策の道具としてのマクロ計測の発展」

のなかに，「ＧＤＰ水準の国別比較のための購買力平価換算」という小見出し部分があり，その

最初で以下のような説明がおこなわれている。

「実質ＧＤＰの標準的な計算法ができあがれば，経済実績の国家間比較と複数国家の合計との

ための次のステップは，為替相場の比較によらないで実質ＧＤＰ水準を測定する購買力平価換

算（ＰＰＰｓ）の開発であった。時間による経済成長の計測は時価による価格変化の影響を除

いて修正しなければならない。購買力平価の目的も厳密に同じことである。すなわち価格水準

の国家間相違を取り除いて，経済活動の量の相違を国家間で比較することができるようにする

ことである。経済成長の時系列数値と現在利用可能なＧＤＰ水準の多国間比較推計値をあわせ

ることで，われわれは首尾一貫した時空間比較を行えるようになっている。」（６４）。

この説明にもとづき購買力平価に関する研究史が述べられているが，その全体的な流れは，基

本的にはマディソン（２００１）と類似している。ただし推計方法に関する具体的な言及がなくなっ

ており，推計の考え方が不明確になっている。同書は，推計値の公表よりもそれを利用して国別

の特徴を抽出したり，副題で示されているように２０３０年の将来予測をおこなったりすることが

主目的となっているため，推計方法については前著を踏襲しているのかもしれない。いずれにし

てもこれらの二つの文献を検討した限りは，１９９０年国際ドルを採用した積極的な理由は不明で

ある。もしかしたら，購買力平価の研究が近年は停滞しており，現状で入手できるもっとも多く

の国に関する個別レートがたんに１９９０年時点にすぎなかったから，という理由かもしれない。

またマディソンの過去の研究で十分に検討されているため，あえて詳細に説明しなかったのかも

しれない。

これらの推測を裏付けるように，二つの文献より若干遡ったマディソン（１９９５）では，もっと

詳細に１９９０年国際ドルの購買力平価に関する記述がおこなわれていた（ただし厳密に言うと，

マディソン『２０世紀の世界経済』１９８９年でも購買力平価が採用されていたが，そこでは１９８０年

国際ドルが使用されていたため，本論ではあえて検討対象から外した）。同書は，その副題で

「１８２０～１９９２年，１９９ヵ国を対象とする分析と推計」と書かれているように，近代資本主義発展

の全時期を網羅して，世界主要国（５６ヵ国）のみならず，その他の１４３ヵ国（おもにアフリカ，

アジアとオセアニア，ラテンアメリカなど）も推計・分析している。この著作以前には，主要国

３２ヵ国の推計が実施されたにすぎなかったため，上記の２冊よりも購買力平価を適用する必要

性が高まってきたと考えられる。ここでは，付図２で確認できるように，末尾の付録Ｃにおいて
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購買力平価に関する説明が詳細におこなわれている。

まず各国通貨を共通の単位に換算する方法として，為替レートによる方法，購買力平価による

方法（ＩＣＰ方式等），ＩＣＯＰ方式による方法の３つが想定される。このうち最後のＩＣＯＰ

方式とは，オランダ・グローニンゲン大学のＩＣＯＰ（International Comparison of Output and

Productivity :産出と生産性国際比較）プロジェクトが開発した接近法であり，産出量と価格に関

する生産センサスの資料を使って産業部門別に生産性の動向を比較するものである。これらの方

法を比較すると，ＩＣＰ方式が基本的には高度に精密な価格比較をおこなうことができるほか，

今日では８７ヵ国について数値が利用できるようになった。これに対して，「為替レートによる換

算が（購買力平価による換算と比べて）（中略）低所得国の購買力を過小表示している」（６５）ほか，

ＩＣＯＰ方式ではサービス業についてまだわずかしかデータが存在していないことなどの問題点

があるため，実質ＧＤＰの比較はほんの限られた数の国に対して実行できるにすぎない，として

購買力方式がもっともすぐれていると結論付ける。そのうえで，同書の出版時（１９９５年）に入

手できたゲアリー＝ケイミスによる４ヵ年分（１９７５年，１９８０年，１９８５年，１９９０年）のデータ

で，購買力平価の数字の安定性を検証している。

ちなみに同書に掲載されている表を若干加工した表２は，１９９０年国際ドルを採用することが

他の年次の水準にも妥当することの根拠として提示している。すなわち当表は，１９９０年の１人

当たり実質ＧＤＰ（自国通貨建て）を各年の価格体系から求めた購買力平価で国際ドル建てに計

算し直した場合に，どの程度の変動幅が発生するかを計算したものである。この数字は，基本的

にその変動傾向が各年の購買力平価とリンクしているほか，経済水準の国際比較にも適している

ために計算されたと考えられる。右端にある年次別数字の変動係数をみると，ＯＥＣＤ諸国は極

めてデータが安定しているほか，非ＯＥＣＤ諸国でもさほど大きなばらつきはない。またＩＣＰ

とサマーズ＝ヘストンという二つの研究成果の間で，同一国の数字がさほど乖離していない事実

も重視される。そして変動幅の内部に安定的に収まり，しかももっとも多くの国の計測値が揃え

られる１９９０年という１時点が，基準年として最適とみなされている。なお，１９９０年という年次

は，マディソン（１９９５）年の出版時には最新時点であろうが，その後の著作ではかならずしも新

しいものではなかろう。それにもかかわらず相変わらず１９９０年を使用しつづける理由について

は各著作とも説明されていないが，超長期推計では一度決めた基準年をできるだけ固定すべきと

いう考えがあったのかもしれない。

とにかくこの程度の期間は，超長期の歴史からみればほんの一瞬にすぎず，その期間で数値が

ほぼ一致していることは，たんに戦後の変動相場制下（自由競争下）の交換比率を推計している

にすぎず，過去１０世紀以上のデータに適用できることを証明したことにはならない。そもそも

ゲアリー＝ケイミスの方法は，複数国の複数年次のデータを使用して国別・年次別の国際ドルを

算出したものであり，あくまで特定年次（例えば１９９０年国際ドルは１９９０年）のみ使用可能な数

値である。それを１０世紀以上にわたる遡及統計に適用することは理論的に無理があるだろう。
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過去数世紀前の国際比較をおこなうこととは，わが国に限ってみても和服を着て木と泥でできた

日本住宅に居住した状況と現在を比較するほか，欧米諸国との間では石造りの洋風生活を送る状

況と比較することを意味している。そこには文化と時間の強固な壁が立ち塞がっているから，こ

れを超越した次元の数字を作り上げる方法を見つけなければならない。この方法の暫定版は，本

論の最後に提示する予定である。

３．２．１４世紀分岐説

次にマディソン自身が，苦労して推計した１９９０年国際ドルによる国際比較データをいかに活

用して，結論を導いていたのかを確認しておきたい。この点を確認することによって，マディソ

ンが人生を賭けてなしとげた推計作業の真の目的が明らかとなろう。同人によるデータの活用で

表２ １９９０年の１人当たり実質ＧＤＰの年次別推計値の比較

第３回 ICP 第４回 ICP 第５回 ICP 第６回 ICP Summers and Heston
変動係数

１９７５年 １９８０年 １９８５年 １９９０年 １９９１年 １９９３年

OECD諸国
オーストラリア n.a. n.a. ７０．０９ ７５．０８ ７２．７１ ７９．６６ ―
オーストリア ７０．７９ ７２．７３ ６６．６１ ７６．８０ ６３．７１ ７１．７４ ０．０６
ベルギー ７７．１０ ８０．６５ ６７．９７ ７６．８６ ６５．５０ ７７．６０ ０．０７
カナダ n.a. １００．１４ ９２．０６ ８９．６３ ８７．４６ ９５．９３ ―
デンマーク ８０．２６ ８４．５６ ７１．９６ ８２．１０ ６６．４２ ７７．３２ ０．０８
フィンランド n.a. ８１．９４ ７２．０４ ７５．９３ ６９．４５ ７８．７６ ―
フランス ８０．５３ ８２．９５ ７２．１５ ８１．３０ ６８．４０ ７７．３３ ０．０７
ドイツ ８２．０２ ８３．５３ ７２．６１ ８５．４５ ６９．２５ ８４．００ ０．０８
イタリア ６２．９１ ７５．１８ ６６．４６ ７２．９５ ６４．０１ ６７．７４ ０．０７
日 本 ８２．８９ ８５．１６ ７９．４８ ８４．８３ ７１．２１ ８２．４８ ０．０６
オランダ ７２．３１ ７７．７６ ７０．８５ ７５．７９ ６６．１６ ７２．０６ ０．０５
ニュージーランド n.a. n.a. ５６．３３ ６４．００ ５２．９７ ６５．７６ ―
ノルウエー n.a. ９７．７３ ８０．７１ ７７．２６ ８１．４３ ７４．０２ ―
スウェーデン n.a. n.a. ７１．０６ ８０．９２ ７０．５７ ８０．２６ ―
スイス n.a. n.a. n.a. ９９．０６ ８９．７４ ９６．８６ ―
英 国 ６４．４１ ７５．６０ ７０．２２ ７４．５５ ６５．４６ ７１．２７ ０．０６
米 国 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ ０．００
ギリシャ n.a. ４８．５０ ４３．６１ ４５．９６ ３９．８４ ４５．８２ ―
アイルランド ４９．６７ ５８．４５ ４９．７１ ５０．８７ ３９．２４ ５０．４１ ０．１１
ポルトガル n.a. ４１．９２ ４１．８９ ４８．８７ ３６．６６ ４１．２４ ―
スペイン ５６．２２ ５８．６７ ５１．７５ ５５．６６ ４３．１４ ５４．０２ ０．０９
トルコ n.a. n.a. ２３．２５ １９．５０ ２０．２９ ２０．４０ ―

非 OECD諸国
ハンガリー ４２．８６ ３６．１１ ２９．９２ ２９．０３ ２９．０８ ２９．０３ ０．１６
ポーランド ３１．４１ ２７．８１ １９．８９ ２３．３８ ２０．７１ ２３．３８ ０．１６
ユーゴスラビア ２９．７５ ２７．８７ ２３．８１ ２４．９６ ２４．６５ ２４．９６ ０．０９

（注） １．各国・各年次の数字は，１９９０年の１人当たり実質 GDP（自国通貨建て）に各年次の購買力平価（自国
通貨と国際ドルの交換比率）を掛けて１９９０年の１人当たり実質 GDP（国際ドル建て）を求め，それを
米国＝１００とした指数に変えた数字である。

２．n.a.はデータ未掲載を示す。
３．変動係数は，欠落データのない国のみ６か年間データより計測した。

（資料） OECDはマディソン『世界経済の成長史』の２７０頁の表Ｃ―８，非 OECDは同書の２７１頁の表Ｃ―９より谷
沢が作成。なお非 OECDのデータは上記３ヵ国以外もあったが，すべての時点で数字が掲載されている
３か国に限定した。
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は，さまざまな方法が見受けられるが，ここでは国際比較データでなければ分析できない象徴的

な事例をあげておきたい。もし，マディソン（２００１），同（２００７）において，この目的に適した

分析結果に関する文章を探すとすれば，以下のいずれかのスタイルで記述されているはずである

（ちなみに以下のＧＤＰとは，１人当たり実質ＧＤＰのことである）。

① □□国のＧＤＰは，〇〇世紀（または〇〇年）に△△国のＧＤＰを追い越した（または追

い越された）。

② □□国のＧＤＰは，〇〇世紀（または〇〇年）に△△国のＧＤＰの●●％（または●●

割）であった。

③ □□国では，△△国の〇〇年におけるＧＤＰの水準に到達したのは●●世紀（または●●

年）であった。

④ □□国では，△△国の〇〇年におけるＧＤＰの水準に到達するのに●●世紀（または●●

年間）を要した。

これらの表現は，高島（２０１７）の第７章などで盛んに登場しているのははもちろんのこと，ケ

ネス・ポメランツの『大分岐』でもＧＤＰに代わって経済社会関連データをヨーロッパ・アジア

間で詳細に比較するなど，類似の表現を使ってグローバル・ヒストリーの叙述が展開されてい

る（６６）。マディソン（２００１）では，付図３における第１章のⅡ「１人当たりの実質ＧＤＰ」で，１

人当たり実質ＧＤＰの超長期データを国際比較した分析結果として，ａ）～ｈ）の８つの事実が

提示されている（６７）。これら８つの結果は，同書の推計データにもとづく国際比較の最終的な

エッセンスであるため，これを検討することはマディソンによる主張を評価するための象徴的な

方法といえよう。そこで上記のような表現をして１９９０年国際ドルを使用しなければ導くことの

できない結果を記した文章を探すと，残念ながら以下の一つのみであった。国際比較研究であっ

たわりに予想外に少なかったことに驚いている。

「ｃ）西ヨーロッパは１４世紀に，１人当たりの経済力（実質ＧＤＰ）で中国（アジア経済の

リーダー国）を追い越した。その後には，中国と残りのアジア諸国の大部分は，２０世紀後半

に至るまでは，１人当たりの経済力の面では，多かれ少なかれ停滞的な状態を続けた。停滞

は，その固有の制度と政策がそもそもの原因ではあったが，それに加えて，西の世界による植

民地的搾取（西の世界のヘゲモニーから生じ，１８世紀以後特に顕著になったもの）のために，

それに一層の拍車がかかることになった。」（６８）。

ちなみにこの部分は，上記の①のパターンであったことが確認できる。それ以外の７つの結果

は，国際比較データでなく国別の実質ＧＤＰを使用して導くことができるものであるため省略す

る。国際比較を目的として超長期データを苦労して推計したわりには，予想外に国際比較データ

ゆえに把握できる観察結果が少なかったのには驚かざるを得ない。もちろん慎重に本文を読む

と，この８つ以外にも見つけることができるかもしれないが，マディソン本人が同書の中核的な
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図６ 中国と西ヨーロッパの 1人当たり実質ＧＤＰの推移の比較，４００～１９９８年
（１４世紀分岐説の根拠となる図）

（注） １．タイトルは，下記資料の図１―４のままだが，カッコ内は谷沢が追加した。
２．縦軸は対数目盛である。
３．中国のうち，中国（１）の直線は下記資料の図１―４のままであり，中国（２）の一点鎖線は下記資料の
３１１頁の表Ｂ―２１より入手した中国のデータで描いた動きを示す。

（資料） 上図は，基本的にマディソン『世界経済２０００年史』の４７頁の図１―４であるが，中国（２）だけ谷沢
が描き加えた。
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結論としてあげた部分として，やはりこの箇所は注目しなければならない。

この文章は，いわば「１４世紀分岐説」が導かれる点で注目すべき記述である。この関連では，

当該データにもとづきマディソンの作成した図６も提示しておこう。すでに前項で確認したよう

に，マディソン（２００１）では各国とも紀元０年，１０００年，１５００年，１６００年，１７００年，１８２０年

といった粗い時代区分の統計データが公表されているが，それにもかかわらずこの図６では中国

（１）だけが別の統計表から入手した，それより短期間のデータを使用している。このような操作

をしたうえで，中国と西ヨーロッパの直
�

線
�

同士が１０００年と１５００年のあいだで交差した事実より

１４世紀分岐説を導いている（もし，中国のデータを同書に掲載されたデータに変更すると中国

（２）となるが，それでも同様の結論を導くことができる）。いずれにしてもかなり乱暴な操作で

ある。すなわち交点が１４世紀になるのは偶然に近く，１世紀前後の誤差は容易に発生しよう。

この関連では，同書の第２章のⅡ「西ヨーロッパの復活と先行の開始，１０００～１５００年」，Ⅲ「ベ

ネチア共和国」において，西ヨーロッパの復活を支えた要因が記述されている。具体的には，オ

ランダ，北ドイツ，バルト海沿岸での農村定住地域の拡大，毛織物業・絹織物業の発展，銀行

業・会計技術・海上保険等の進歩，国民国家の発生とナショナル・アイデンティティの明確化，

ベネチアによるアジアと西ヨーロッパ等を結び付ける商業活動などがあげられる。そして地域別

には，フランドル地方，イタリアの諸都市国家の興隆が目立っていたことを指摘する。

一方，中国の成長→停滞については，同書の付録Ｂにおいて以下のような内容でその要因が記

述されている。参考までに書き出しておこう。

「土地生産性のめざましい上昇と，生活水準のそれよりもゆるやかな上昇とは，今ここで検討

している時代［訳注：１５００～１８２０年の時代］よりも以前に生じた。北部中国での小麦と雑穀

［粟，きびの類］の生産から，揚子江以南の湿地での，それよりもはるかに集約的なコメ作り

農業への，中国の農業生産の重心の大規模な移行は，宋王朝時代（１０～１３世紀）に生じたの

であった。しかし，それ以降の約６世紀間には，１人当たりＧＤＰは停滞していたということ

を，各種の資料が強く示唆している。とはいえ，その期間にも中国は，人口の著しい増加を，

農耕地の外延的な拡張によって支えることができたのである。」（６９）。

このような表現は，たしかに中国の経済が１０～１３世紀に農業を中心として発展したことを示

しているが，その成果として中国が西ヨーロッパよりも１人当たりＧＤＰで上回っていたと結論

づけているわけではない。最初に提示したＣ）の内容よりも後退した書き方である。いずれにし

ても，これら西ヨーロッパ・中国に関する記述内容は，一読すると図６と密接に結びついている

のは事実だが，厳密に読むとたんに１０００～１５００年のあいだの両地域の成長率（傾き）に関する

議論であり，西ヨーロッパと中国の実線が１４世紀に交差することの決定因とはならない。また

西ヨーロッパの要因が，中国の要因よりも具体的に記述されている点も指摘しておきたい。

それではこの説を導く根拠はほかになかったのか。この点については，すでに先行研究で類似
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の説明がおこなわれていた事実をあげておこう（７０）。すなわちエリック・ジョーンズ，デビッ

ド・ランデスなどの歴史家が，西欧はすでに中世後期には世界の他地域と異なる発展をしていた

と主張した。そして１７５０年頃には，西欧は中国，インド，日本よりダイナミックに発展してい

た。この議論の延長線上には，西欧で発生した産業革命はほとんど幸運と呼ばれるような偶然の

要因で発生したのではなく，産業革命の遥か以前に発展がはじまっていたが，それが最高潮に達

したのが産業革命であった，という主張が続く（７１）。このような主張に支えられて，マディソン

による上記の指摘がなされたと理解することが可能となろう。１４世紀分岐説は，このような研

究史上に位置づけられ，彼等の主張をデータ面から補強することになった。

その後に出版されたマディソン（２００７）では，国際比較の記述の難しさを認識したからかどう

かは確認できないが，マディソン（２００１）よりも１４世紀分岐説に関する記述は薄れている。す

なわち付図４で確認できるように，同書の第２章の最初の節「西はなぜ，また何時富裕になった

のか？」という部分では，小見出しとして「長期的にみた成長の勢いの変化」，「西とその他地域

との分岐」といった，１４世紀分岐説を想像させる部分がある。ここで「西」とは前後の文脈か

ら判断して西ヨーロッパのことであるが，これらの部分では期待に反して，同説はまったく言及

されていない。それ以外では，同じ第２章の３番目の節「需要と雇用の構造変化」のなかに，

「１０００～１８２０年の西ヨーロッパ上昇の根本的特徴」という小見出しがあり，そのなかでわずかに

以下のような１４世紀分岐説に関連した記述がなされている。少々煩雑になるが，議論を正確に

伝えるために該当部分を提示しておこう。

「１０００年から１５００年の間は，西ヨーロッパの人口が世界の他のどの地域よりも急速に増加し

た復活の時期であった。北部諸国は地中海沿岸諸国に比べて目立って急速に成長した。都市の

比率は（人口１万人以上の町を単位として）ゼロから６％に増加した。これは明らかに商工業

活動の拡大を示す指標であった。増加した人口に食料を供給できた理由は，特にオランダ，北

ドイツ，バルト沿岸で著しかった農村入植地の増加と土地生産性を高める技術変化の漸次的導

入であった。」（７２）。

この部分では，１４世紀に西ヨーロッパが（人口増加率・都市化率・土地生産性の上昇等の背

後にある）１人当たりＧＤＰで中国を追い越したことを連想させるものの，これだけではそれを

断定することはできない。そこでこの引用部分の後には，おもにマディソン（２００１）年で言及さ

れた諸要因を簡略化して記述しているにすぎず，前著の焼き直しの感はぬぐえない。総じてマ

ディソン（２００１）のときよりも，比較経済発展論の視点が弱くなっている。この小見出しの末尾

で書かれた次のような漠然とした記述が，それを象徴しているといえよう。

「１８２０年以前の西の経済成長の直接的要因を１８２０年以降と同じように詳細に数量化すること

は不可能であるが，しかしこの時期の緩やかな経済的進歩とそれ以降の加速化との前提条件で

あった西ヨーロッパ知的水準と知的諸機構に生じた根本的変化を見定めることは困難ではな
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い。１０００年から１８２０年の機械，設備，人的資本への投資はやはり比較的緩やかなものであっ

たが，印刷技術の発明，科学の進歩，大学でのエリートの世俗教育の普及によって，質的には

高度化した。今日よりも技術進歩は遅く，資本集約度もはるかに低かった。」（７３）

さらに次の小見出しでは，１８２０年以前の西ヨーロッパの経済発展に影響を与えた４つの要因

に関する記述に充てられているものの，前項以上に対象時期が拡散されている。すなわち第２章

の「需要と雇用の構造変化」のなかに，「１８２０年以前の西での四大知的および制度的変化」とい

う小見出しでまとめられた部分の書き出し部分を示すと，以下のようになる。

「経済実績に深い影響を及ぼし，当時その他世界には比肩するものがなかった西における知的

および制度的四大変化が１８２０年以前にあった。

１．一つの根本的変化は合理的な調査と実験を通じて人間には自然の力を変える能力があると

いうことを認識したことである。（中略）

２．１１，１２世紀にブリュージュ，ベネチア，フランドルや北イタリアの諸都市に商取引の重要

センターが出現し，企業家精神を育て，財産の売買に対する束縛を廃止するという変化が

生まれた。（中略）

３．３８０年のキリスト教の国家宗教化はヨーロッパの結婚，相続，親族制度を根本的に変革し

た。（中略）

４．第４の目立った特徴は相互に似通った諸国民国家の体系が出現したことで，これらの間で

は言語の相違にもかかわらず，相互に緊密な商取引関係をもち，知的交流も比較的容易で

あった。（中略）英国は１７００年から１８２０年までの間に，主として商業上の世界覇権を求め

て５つの大戦争（あわせて５５年間）をおこなった。」（７４）。

これら４つの変化のうち，第２の変化はすでにマディソン（２００１）で１４世紀の逆転現象の理

由として示された内容であるが，冒頭の「１１，１２世紀」という時期が記述されているものの，

それを「１４世紀の逆転」と結びつける書き方はおこなわれていない。この点でも，発見事実の

検討はマディソン（２００１）の場合より後退している。とにかくこれら２項目に続いて，１４世紀

分岐説の関連では「技術変化の軌跡，１０００～１８２０年」，「科学革命」という二つの小見出しが続

く。前者は，船の設計と航海術の進歩に関して１１世紀以降の技術変化の流れを描写した部分で

あり，１４世紀の内容も確認できるが，この内容がいかに経済成長に反映しているかまでは明ら

かになっていない。おそらく貿易の活発化→経済活発化となるのだろうが，世界貿易の伸び率に

対する世界ＧＤＰの伸び率の比率は逆に低下しており，かならずしも説明文の筋書きどおりでは

ない。後者は，１６世紀中頃以降の話であるため，１４世紀の問題の対象外となる。このため読者

は，これらの内容からいままでと同様に，１４世紀の逆転現象を支持するような積極的な事項が

書かれていないことを確認することになる。
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一方，中国の成長については，近年における高水準の経済成長を反映して，具体的な内容まで

踏み込んで記述している。すなわち付図４で示された第３章の「ヨーロッパのアジアへの影

響，１５００～１８２０年」のなかで，国際比較に関連した内容を確認することができる。ここでは，

「中国の転形」という小見出しの部分で西ヨーロッパより踏み込んだ書き方がなされた，以下の

箇所をあげておこう。

「世界的な展望の中で中国の実績は例外的なものであった。１３００年に中国は１人当たり所得で

世界をリードする経済国であった。中国は技術水準，自国の天然資源の利用密度，巨大な領域

の帝国を管理する能力の点で，その実績はヨーロッパを凌駕していた。１５００年までに西ヨー

ロッパは１人当たり実質所得，技術・科学力で中国を追い越した。」（７５）。

「世界経済にさらされた中国 官僚統制の悪影響の最大の事例は，１５世紀初めに中国が国際貿

易の窓口を事実上閉鎖したこと，そしてその結果として中国の高度な造船業が消滅したことで

ある。この撤退は歴史的に重要な出来事なので，中国がアジア貿易で最もダイナミックな力を

持っていた１３世紀から１５世紀初頭にかけての経験は，もう一度たどってみる価値があ

る。」（７６）（原文では，下線部分のみフォントを変えている）。

このように中国の記述では，「１３００年に中国は１人当たり所得で世界をリードする経済国」と

明記するなど，他国の部分より力の入った書き方をしているのみならず，マディソン（２００１）よ

りも明確にＧＤＰ水準を表現している。これは注目すべき部分であるが，この繁栄の背景に農業

の発展があったことは記述されていない。そして技術水準や天然資源の利用面で世界のトップに

あった中国は，１５世紀に入ると国際貿易を中止するといった官僚統制の悪影響などによって，

西ヨーロッパに追い越されていったという。このため全体的にみると，１４世紀分岐説をマディ

ソン（２００１）では西ヨーロッパの成長要因によって説明していたが，マディソン（２００７）ではむ

しろ中国の停滞要因によって説明していることがわかる。

ただし経済成長の発生要因がいかなるものであったとしても，基礎データが紀元０年，１０００

年，１８２０年と極めて粗いほか，国際貿易に関連したデータが示されず，官僚統制が中国の成長

率に悪影響を与えた経路を直接確認できない点では，西ヨーロッパと同様に推計作業の粗さが目

立っている。このため変動理由に関する文章のわりに図やデータが少なすぎて，読者が１４世紀

分岐説を素直に支持することは難しい。これを確認するためには，少なくとも１３世紀と１４世紀

の２時点における両地域の１人当たりＧＤＰの推計値を追加して，それが確かに交差することを

示すべきである。

注意してほしいのは，このような問題があるものの，筆者はマディソンの分析結果が間違いと

いうことを指摘しているのではないことだ。苦労して国際比較統計を作成したにもかかわらず，

ポメランツのようなグローバル・ヒストリーの視点が弱いことを問題にしているのである。ポメ
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ランツは，『大分岐』のなかで，西欧（イングランド）は１８世紀までは中国（長江下流域）と比

べて特段の優位性はなかったが，１９世紀初頭から良質な石炭，南北アメリカ大陸（＝新世界）

という未開拓・広大な土地を手に入れたことで大分岐が発生したとする。これらの大分岐は，さ

まざまな経済社会データで検証したものにすぎず，１人当たり実質ＧＤＰで計測したわけではな

いが，その最終的な目的が“経済水準の逆転”であるから，１人当たり実質ＧＤＰで読み替える

ことも可能であろう（ただしこの種の議論では，あえて１人当たり実質ＧＤＰにこだわる必要性

はない）。ちなみにこの議論を「１９世紀分岐説」と名付けておこう。この発生要因として指摘さ

れた石炭と南北アメリカ大陸について，上記のマディソン（２００７）の「技術変化の軌跡，１０００～

１８２０年」，「科学革命」の部分では一言も触れられていないから，両者の考え方の相違は小さく

ない。マディソンがせっかく「非数量資料を丹念に分析した」のなら，この２要因を含めてポメ

ランツとの差異を具体的に書き込んで欲しかった。

このほか同書では，付図４で確認できる第６章の「重商主義時代の経済実績，１５００～１８２０年」

のなかの，次の１箇所で１４世紀分岐説の関連情報が記述されているにすぎない。ストレートな

書き方ではないが，唯一，この説を推察させる部分であると考えられる。これも併せて指摘して

おきたい。

「スーザン・ハンレー（Hanley１９９７）とケネス・ポメランツ（Pomeranz２０００）はそれぞれ，

日本と中国の経済水準は１９世紀初頭には英国と同じであったと主張した。彼らは１５００～１８２０

年の間にはヨーロッパは著しい向上はなかったと主張または示唆している。」（７７）。

わずか数行にすぎず，驚くほど禁欲的な書き方である。しかし上記引用部分の後半から推測す

ると，１４世紀分岐説を取り下げたわけではないといった判断も導きだすことができよう。あえ

てポメランツに反論しないのは，ポメランツが一国レベルの 1人当たりＧＤＰで議論していない

からか，すでに別の機会に１９世紀分岐説に反論しているから，と理解すべきかもしれない。い

ずれにしてもマディソン（２００７）では，残念ながらマディソン（２００１）より分岐説に関係した

“純粋な国際比較”の記述が少なくなった。しかし読者にとっては，１４世紀分岐説と１９世紀分

岐説に関する論争は未だ決着していないはずだ。マディソンの著作でこの点が言葉少ない理由

を，我々はいかに解釈すべきであろうか。事情を知らない一読者からすると納得のいかない話で

ある。

ただし以上のような歴史統計は，大きな問題を抱えているのも事実である。すなわち先述のよ

うに，マディソンの推計方法では，近世以前に関して増加率法や実質所得法が採用されているた

め，そこでは初めに年別成長率や実質所得を決める作業がおこなわれている。その事実は，詰ま

るところ初めから特定時点のＧＤＰ水準を決めていることを意味するから，それらの推計値を直

接に比較することは，論理上はさほど意味のあることではない。一種の同義語反復と同じような

議論を，ここに持ち込むことになる。もしそれをマディソンが自覚していれば，自ずと分析作業
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とその結果の記述には慎重になるだろう。マディソンの各著作が，どちらかというと抑制的な表

現を採っている背景に，このような事情があった可能性を捨てきれない。歴史統計の分析では，

いわば「歴史統計の推計方法に潜む罠」をいかに回避するかという，新たな問題を抱えることと

なる。この種の議論は，現状では一橋学派でも問題視していないが，いずれは回避できないこと

になろう。

最後に，高島（２０１７）では１４世紀分岐説が注目されていなかった点を指摘しておこう。すな

わち同書の序章では，その課題の一つとして「グローバル・ヒストリーの視点にもとづく比較経

済発展研究」が提示され，マディソン推計とともにポメランツにより提起された「大分岐」論争

の重要性が強調されている（７８）。しかし筆者が指摘してきた大分岐の時期に関する差異とその要

因までは論じられず，たんにエリック・ジョーンズによる「近世以前の経済発展によるヨーロッ

パの重要性」に対して，ポメランツによる「１８世紀までは東アジアの発展水準は西欧のそれと

同等であった」ことを対比させている。そして後者の議論が，従来から西欧経済の優位性を主張

してきた英語圏の伝統的な比較経済史に大きなインパクトを与えた，という一般論を指摘してい

るにすぎない。同書は，あくまで日本の経済発展に関する研究に焦点を絞っているためか，マ

ディソンの１４世紀分岐説には関心を寄せていなかった（または見落としていた）点を強調して

おかなければならない。

（４）歴史統計の推計方法
４．１．日本経済成長の特徴

ここらで，高島（２０１７）で指摘されたわが国の経済成長（＝１人当たり実質ＧＤＰの伸び率）

に関する主要な観察事実を，おもに同書の結論部分に相当する第６・７・終章の３つの章より抽

出して検討しておきたい。

まず，わが国の経済成長を超長期の視点からみた場合として，終章では以下の３点が注目され

る。①古代後半の経済停滞，②中世後半の経済発展の力強さ，③中世後半の成長が近世（徳川時

代）前半まで持続，という３点に要約される。次にマディソン・プロジェクトにもとづく主要国

の１人当たりＧＤＰ（国際比較ベース）の最新推計値でわが国の経済成長をみた場合として，第

６章において，④徳川時代前半と比べて，徳川時代後半の成長率は年０.２３％と高くなった（この

ため１８７４年の高島推計値はマディソン推計値より３４％上回った）ほか，第７章ではわが国の１

人当たりＧＤＰが，⑤中世にはイタリア・中国の半分程度だが，中国には半分程度，⑥１７世紀

初頭には首位オランダの約４分の１，西欧諸国の半分以下だが，エジプト・イラク（中東地域）

を上回る，ことが明示される。

さらにグローバル・ヒストリーの視点にもとづく国際比較を，第７章においておこなってい

る。この章によると，⑦英国は，産業革命以前の１７世紀半ばより，農業の生産性の格差によっ

て１人当たりＧＤＰが成長したため日本との間で格差（すなわち大分岐）が拡大したが，⑧西欧
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諸国内では，産業革命による工業化が進んだ地域とそうでない地域ができて，１９世紀に域内格

差の拡大（小分岐）が発生していた，⑨アジア・中東地域内では，１５世紀頃までは日本が最も

貧しかったが，近世に入ると日本はすべての旧文明国を追い抜いていった，などが報告されてい

る。ちなみに④～⑨の事実を確認するために，高島の使用したデータで作成した表３を掲げてお

く。これらのデータはいずれも，先述のマディソン・プロジェクトによる推計値であるが，同プ

ロジェクトはマディソンの死後に同人の推計方法を引き継いで立ち上げられた研究者集団である

ため，現状ではマディソン推計値と大きく異なることはなかろう。

この表で，「日本（マディソン推計）」より左側の各数値は，マディソン（２００１）で公表された

ものではなく，先述のようにその後に改訂されたものであるが，比較してみるとほとんど変更さ

れていない。このため改訂時の推計方法が前節で紹介したものをそのまま採用したかどうかは確

認できないが，情報を追加しつつも基本的には同じ手法を使用していたのではなかろうか。この

ほか高島は特に指摘していないが，中国と英国のＧＤＰ水準を比較すると，データの存在する

表３ 各国の１人当たりGDP推計の比較

西 暦 英 国 オランダ イタリア エジプト イラク 中 国
日 本

高島推計 マディソン
推計

１ ８００ ７００ ７００ ４００
７３０ ７３０ ９２０ ３８８
９５０ ６９０ ８１０ ５９６
９８０ ８５３
１０２０ ６００ ８２０ １，００６ ４２５
１０５０ ５９０ ７７０ ９８２
１０９０ ７５４ ８７８
１１２０ ８６３
１１５０ ６６０ ５７２
１２８０ ６７９ ６７０ ６８０ ５３１
１３００ ７５５ １，６２０ ６１０
１３４８ ７７７ ８７６ １，５１５
１４００ １，０９０ １，１９５ １，７５１ ７３０ １，０３２
１４５０ １，０５５ １，３７３ ９９０ ５４８
１５００ １，１１４ １，４５４ １，５３３ ６８０ ８５８ ５００
１５５０
１５７０ １，１４３ １，４３２ １，４５９ ８８５
１６００ １，１２３ ２，６６２ １，３６３ ８６５ ６６７ ５２０
１６５０ １，１１０ ２，６９１ １，３９８
１７００ １，５６３ ２，１０５ １，４７６ １，１０３ ６７６ ５７０
１７５０ １，７１０ ２，３５５ １，５３３ ７２７
１８００ ２，０８０ ２，６０９ １，３６３ ６１４ ８２８
１８１２
１８２０ ４７５ ５８８ ６６９
１８５０ ２，９９７ ２，３５５ １，４８１ ６００ ９０４ ６７９
１８７４ ４，１９１ ２，７２１ １，５４２ ６４９ ７１９ ５５７ １，０１３ ７５６

（注） １．英国～中国は，下記資料の（注）を参照。日本の１０２０年は１０００年の数字である。
２．日本（マディソン推計）は，マディソン（２００１）の３１１頁の表Ｂ―２１の改訂値であるが，
その水準については大きな変更はない。

（資料） 英国～日本（高島推計）は，高島『経済成長の日本史』の２７５頁の表７―４。日本（マディソン
推計）は，Original Homepage Angus Maddison（ http://www.ggdc.net/maddison/oriindex.
htm）より入手して谷沢が作成。
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１１世紀以前には中国が英国より勝っていたが，１５世紀以降はその立場が逆転している。これは，

国際比較データを基本的にはマディソン・プロジェクトの情報に依存しているから，１４世紀分

岐説にもとづく当然の結果であろう。また先述のとおり，高島自身はマディソンが１４世紀分岐

説を表明していたことを見落としていたため，あえてこの結果に言及していないことを認識して

おく必要がある。以下では，突っ込んだ説明がおこなわれている前半の①～③について，これら

の現象が発生した要因を個別にあげておく。

まず①は，「当時の農業技術では農業生産の上昇が難しかったこと，温暖化が進んだことに

よって旱害が進んだこと，そして大陸からもたらされた疫病」（７９）があったが，「最も重要な要因

として，（中略）律令国家の衰退による政治力・経済力の低下による人口増加へのマイナスの影

響である」（７９）と説明している。次に②については，「農業技術の向上，二毛作の普及，新田開発

による耕地面積の増加による農業生産力の向上があった」（８０）ため，これらの影響から人口成長が

おこり，これが「戦国大名による領国支配を通じて領地内における生産と人口に対する関心が高

まったことを前提として」（８１），経済成長を達成したとしている。それゆえ戦国時代以降の日本経

済社会を，戦乱と飢餓が頻発して停滞的であったのか，それとも耕地開発や農業技術といった食

糧生産力の上昇や大名領国支配下の富国強兵策によって経済成長がおこったとみるかという論争

に対して，後者であったと積極的に支持する結果が得られたという。③の点については，「その

背景には徳川幕府の成立による社会経済の諸機構・制度が整備されたことや，各地での城下町建

設による都市化の進展があった」（８２）という。

以上のように高島（２０１７）の分析結果は，全体的には先行研究で確認しきれなかった超長期に

わたる事実を発見している。特に①と②については，興味深い内容となっているほか，提示され

た要因にも納得できるものである。この部分は，おそらく同書の序章で提示された二番目の課題

「中世以前の経済社会の評価」に直結する内容であろう。また④以降は，三番目の課題「グロー

バル・ヒストリーの視点にもとづく比較経済発展研究」の成果と推測することができる。しかし

一番目の課題「時代区分論への挑戦」については，いかなる内容を想定すればよいのか判断しか

ねる。そもそも同課題の解決には，高島自身は「最終的には一般的な時代区分をまたがって長期

間における時系列分析をおこなう」ことが必要であるとしていたが，そのためには特定の推計方

法が通常の時代区分をまたいで適用できることが前提となろう。しかし高島（２０１７）で提示され

た各推定方法が，第２節の２.２で指摘した各種の疑問点より，それほど柔軟に適用できるとは思

えない。ゆえにこの課題については，いまだ解明されていないように思われる。

さらに超長期推計の視点からも，発見事実とその解釈について疑義がないわけではない。ここ

では超長期推計上の問題点３つをあげておこう。第一は，すでに第２節で指摘したように，高島

推計の基本的構造は結局のところ第１・２・３次産業のＧＤＰの大半を人口関連データ（人口密

度，都市化率）から推計する大胆な手法を採用している。この方法は，（高島自身の解釈がどう

であれ）前近代経済が農業を中心に緩やかに経済成長をして，しかも人口と農業が密接に関連す
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るという状況下では，直感的には優れた方法といえよう。しかしその反面，この方法には本質的

に経済成長の変動の解釈を人口変動の要因と直接結びつけ，（政治機構などの）非人口要因を軽

微に見がちとなる。もちろんこれを見越して，②の成長要因との関連では「戦国大名による領国

支配を通じて領地内における生産と人口に対する関心が高まったこと」（８３）という興味深い事由も

掲げているが，それが具体的にいかなる分析作業から導かれたものか，またどのようなメカニズ

ムで成長に影響を与えたのか具体的な説明がない。この問題点を解決するには，非人口要因に関

わる各種情報を前近代の各種資料から収集するほか，これら非人口要因を計測式等に明示的に組

み込んでＧＤＰ推計をおこなうべきであろう。

第二として，高島は推計結果の重要事実として上記３点を提示したが，注意深くみると見逃し

ている部分がある。すなわち高島がこれらを導くにあたって利用した図８―１（２８４頁）の基礎

データにもとづき筆者が作成した表４をみてほしい。この表によると，１人当たりＧＤＰの指数

（１７２１年＝１００）が古代において７３０年＝５７.５から９５０年＝８８.２へと，大幅な上昇が確認される。

７３０年は奈良時代，９５０年は平安時代であるが，１人当たりＧＤＰが平安時代になって奈良時代

よりも大幅に上昇し，しかも同水準が中世以前のなかで最高値であったことは注目すべき事実で

ある。しかも９５０年の水準が１４５０年＝８０.７よりも高い（つまり１人当たりＧＤＰが高い）のは，

素直に予想外の結果と感じた。この動きの背景には，同書の表５―１１（２０６頁）で示されている都

市化率が９５０年＝２.４～３.１％となり，１４５０年＝２.５～２.７％よりも高水準であったことが影響して

いたのかもしれない。

ちなみに１０００年代以降の都市化率減少に関連して，高島は「この時期の都市人口は平城京・

平安京に代表される大規模な都城における都市人口のみの推計値であるため，平安京が衰退して

いった古代後半にかけて都市化率は低下の一途をたどっていたこと」（８４）を指摘している。このよ

表４ 高島推計の長期動向

西 暦

実 数 指 数

GDP 人 口 GDP 人 口 １人当たり
GDP

（１０００石） （１００万人）１７２１年＝１００１７２１年＝１００１７２１年＝１００

７３０ ８，６９５ ６．１ １１．２ １９．５ ５７．５
９５０ １０，９３０ ５．０ １４．１ １６．０ ８８．２
１１５０ １２，３８６ ５．９ １６．０ １８．８ ８４．７
１２８０ １１，５９９ ６．０ １４．９ １９．２ ７８．０
１４５０ ２０，２１９ １０．１ ２６．１ ３２．３ ８０．７
１６００ ４１，６３５ １７．０ ５３．７ ５４．３ ９８．８
１７２１ ７７，６０３ ３１．３ １００．０ １００．０ １００．０
１８０４ ９３，２９６ ３０．７ １２０．２ ９８．１ １２２．６
１８４６ １０６，９００ ３２．２ １３７．８ １０２．９ １３３．９
１８７４ １２９，５４１ ３４．８ １６６．９ １１１．２ １５０．１

（注） 上表は，高島『経済成長の日本史』の図８―１（２８４頁）の基礎データで
ある。

（資料） 上記本の２６８頁のＡ表（系列１）より谷沢が作成。
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うな指標の定義に関する事情を考慮しても，当時のＧＤＰの過半を占める農業が地方圏で発生し

ていたことを前提とすれば，９５０年における１人当たりＧＤＰの突出した水準とその後の大幅な

減少には意外な感じを受ける。このように推計データの信頼性が低いがゆえに，古代後半の観察

結果を無視したまま「最
�

初
�

の
�

経済成長の萌芽は１４世紀後半から確認でき（る）」（８５）（傍点と丸括

弧内は筆者）としたのかもしれない。このあたりの事情は，同書の該当箇所に具体的な記述がな

いため筆者としては推測の域を出ないが，計測式の妥当性と推計値の解釈にとって無視できない

部分である。いずれにしてもこの現象の原因を明らかにする必要があったはずだ。

第三は，１６００年における農業推計値のデータチェック不足である。同年は，先述のとおり実

収石高をベースとして推計する方法が採用されているが，中世の農業生産需要関数でも計測する

ことができる。いま，これら二つの方法で推計した１人当たり農業生産需要量と農業生産量を比

較した図７をみてみよう。この図は，高島（２０１７）の本文中（１００頁）に掲載されている図であ

るが，各データが１８５０年頃＝１００として指数化されて比較されているため，両データの高さを

直接比較することが可能となる。Ａ部分では１５５０―５９年の農業生産需要量に比べて１６００年の農

業生産量が２０％程度少なくなっている。農業生産需要量が消費量（需要量）をベースとして推

計しているため，これを下回って農業生産量（供給量）が推計されたのは辻褄の合わない話であ

る。この部分は大いに注目しておかなければならない。

この点に関して，高島は貨幣制度の混乱がおこったことを理由としてあげるが，だからといっ

て中世では１２８０年，１４５０年の２時点のデータのみ信頼性が高いとみなすのは恣意的であるよう

に思われる。なぜなら第２章で，中世後半に農業生産が成長していたと指摘したうえで，その理

由として「生産における技術という農業的側面だけでなく，農業経営や土地制度，商業流通の進

展，領国支配による列島の社会構造の変化などの当時の経済社会の状況と相互に作用しながら進

んでいった」（８６）ことを強調している。もしこのように考えるなら，図７の農業生産需要量におけ

る１６世紀（１５００―０９年，１５５０―５９年）における上昇はなんら異常な数値とはいえない。さらにし

ばしば指摘しているように，１６００年に関しては石高補正率に関わる問題があり，異なる資料に

もとづく慎重な分析が必要であるため，現状では信頼性という点で疑義が持たれるからである。

図７については，このほかにも興味深い事実がある。それはＢ部分で示された，１６５０―５９年お

よび１７５０―５９年の農業生産量と１７２１年の農業生産需要量の乖離である。これも１６００年の場合と

同様に，供給量が需要量より少なくなるという異常な事態となっている。やはりなんらかの要因

が隠れているはずである。しかしＣ部分になると，ほぼ農業生産量と農業生産需要量の水準は一

致しており，順当な結果に落ち着いている。このＣ部分より，同時期における需要関数にもとづ

く中世の推計方法と数字の積み上げによる近世の推計方法がいずれも妥当な方法であると仮定す

ると，Ａ部分，Ｂ部分における乖離はいかに解釈すべきであろうか。一つの考え方としては，第

２節で指摘した近世の農業生産量を推計する際に使用した石高補正率が不適切であったという解

釈もできる。このように図７は，さまざまな可能性を我々に与えてくれる極めて注目すべき図で
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あるが，残念ながら高島（２０１７）を読むかぎりこれらの疑問点を解明することはできない。

ただし先述のように図７は，指数化された図であるため実態を把握するのは難しい。そもそも

１人当たり農業生産量はさほど大きな変動幅があるわけではないから，実数で比較するほうが容

易である。それにもかかわらずあえて指数化して作図をした理由は不明である。そこで筆者は，

表５のように図７の原資料にもとづき実数で比較した表を忠
�

実
�

に
�

再現してみた。この表で１人当

たり農業生産量（Ａ）は，この資料の説明に従ったデータであるが，残念ながら古代の数字が極

端に高くなっている。そこで同書の他の部分から該当しそうな数字を探し出したものが，１人当

たり農業生産量（Ｂ）である。この数字でも近世の水準より高いが，図７のような水準にはなら

ない。さらに近世について１人当たり農業生産量（Ａ）と１人当たり農業生産需要量を比較する

と，驚くべきことに後者のほうが高くなっていた。この理由は，農業生産需要量の実数を推計す

る際に１８４６年＝１.７６石と仮定したことが影響していたと考えられる（８７）。せっかく慎重なデータ

推計作業をおこなってきたのであるから，図７と別の図（または表）を作成すべきであった。こ

のような不完全な記述で重要な発見を台無しにしてしまうのは残念なことである。

“１人当たり石高”は，前近代経済にとって最重要データの一つであるから，農業生産の実態

から，各数字の内容をもっとも正確に検討すべきであった。中途半端な分析が，かえって推計値

の信頼性を大きく低下させている。各推定値のデータチェックを厳密におこなわないと，「中世

後半の経済発展の力強さ」という興味深い結論も導くことができないだろう。統計の作成は，製

造現場の“ものづくり”と同じように慎重さと緻密さが求められる作業であるため，これらの基

礎作業をしっかりとおこなうことで統計の信頼性を高めてほしい。また作業過程で，表５のよう

な複数の同一名称のデータが作られる場合には，その定義を明らかにしてデータの名称を変える

ほか，データ一覧を残しておくべきである。ちなみにＬＴＥＳの報告書では，これらの退屈では

あるが重要な作業が手抜きせずにおこなわれ，しかもいくつもの付表として公表されていた。要

するに，高島（２０１７）のような推計値の算出を中心テーマとした専門書の場合には，推計方法，

図７ １人当たり農業生産量：供給サイド・需要サイドの各推計の比較，７３０―１８７４年

（注） １８４６年および１８５０―１８５９年を１００とした指数にて表示している。
（資料） 上図は，高島『経済成長の日本史』の１００頁の図２―３に谷沢が一部加工した。
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推計データとその使用データ，分析結果が，三位一体となって過不足なく記述されることが重要

であり，場合によっては“商品のわかりやすい取扱説明書”であることが求められよう。

次に④～⑨について論評しよう。これらはいずれも１９９０年国際ドルで修正された数値を利用

しているため，この点についての批判はあるが，これを除いて検討していく。このうち④の事実

は，読者側からみてマディソン推計が素直に利用しづらいことを認識させた点で大きな成果であ

る。さらに高島は，「１８７４年の高島推計値はマディソン推計値より３４％上回った」背景とし

て，１）徳川時代後半が一概に農業経済であったとはいえないこと，２）英国の産業革命期に近い

分業と市場の進化がおこっていたこと，を指摘する（８８）。しかしこれらの理由は，あくまで今回

の推計作業から導いた事実ではなく，西川俊作らによる１８４０年代の防長地域の先行研究の成果

やそれを改訂した斎藤修の研究を援用したものであったから，可能性を示唆した程度のことであ

る（８９）。とはいえ既存の研究成果と整合的な結果となった点では，注目すべき知見である。

⑤以降の事実については，マディソン・プロジェクトに従い各国の研究者が歴史データを活発

に推計したことで初めて明らかとなったものだ。つまり高島自身の推計作業で得られたデータで

表５ １人当たり農業生産量と１人当たり農業生産需要量の推移

西 暦

１人当たり農業生産量
１人当たり
農業生産
需要量

農業生産量
（Ａ） 人 口

１人当たり
農業生産
（Ａ）

農業生産量
（Ｂ）

１人当たり
農業生産
（Ｂ）

１０００石 １０００人 石／人 １０００石 石／人 石／人

７３０ １５，９９５ ４，５１２ ３．５４ ６，３２９ １．４０
９５０ ２２，７０５ ６，４４１ ３．５３ ７，９９０ １．２４
１１５０ ２３，７７３ ６，８３７ ３．４８ ９，０３５ １．３２
１２６０―６９ １．３９
１３００―０９ １．２９
１３５０―５９ １．３４
１４００―４９ １．３９
１４５０―５９ １．３９
１５００―０９ １．７０
１５５０―５９ １．８６
１６００ １９，３０８ １７，０００ １．１４
１６００―０９ １．９１
１６５０―５９ １．７６
１７２１ ３１，２６０ ３１，２９０ １．００
１７５０―５９ １．６５
１８０４ ３７，８１４ ３０，６９１ １．２３
１８４６ ４３，１２２ ３２，２１２ １．３４ １．７６
１８５０―５９
１８７４ ４８，９６９ ３４，５１６ １．４２

（注） １．農業生産量（Ａ）と１人当たり農業生産量（Ａ）は，高島の図２―３の（資料）にある
説明通り（表１―１０の数字）に計算したもの。

２．農業生産量（Ｂ）と１人当たり農業生産量（Ｂ）は，古代の農業生産量を表２―８の数
字に変更して計算したもの。

３．１人当たり農業生産需要量は，図２―２より入手した。この数字は，図２―３の（資
料）の説明に従ったものである。

（資料） 高島『経済成長の日本史』の図２―３の説明にもとづき，同書の表１―１０，表２―８，表
４―５，図２―２の各数字より谷沢が作成。

歴史統計の推計方法に関する一考察 55



はないが，いずれの事実も近年における経済史分野からみたグローバル・ヒストリーの大きな成

果であろう。このため興味深い内容であることは確かだが，本論の趣旨からみると，これらの推

計方法が詳述されていない以上，その推計結果を完全に信頼できるわけではない。また④でわが

国の推計値に関して，高島推計とマディソン推計で大きな乖離があったという事実から判断する

と，表３の国別推計値がそのまま利用できない可能性を示唆するのかもしれない。それにもかか

わらず⑤以降では，引き続き各国ともマディソン・プロジェクトの推計値を利用して国際比較を

おこなっているから，この国際比較自体があまり有意義ではないということにはならないだろう

か。他の推計がない以上は仕方がないが，高島の国際比較の見方には違和感を持たざるをえな

い。そもそも既述のように購買力平価問題が解消されていないから，これらの貴重な発見事実

は，もしかしたら“うたかたの夢”に終わるかもしれない。

４．２．推計方法の多様性

以上のような推計方法に関わる問題点の解決に向けて，いかなる方法が考えられるだろうか。

残念ながら現在のところ，その解決方法は手探りの状況にあり，確実な方法は見つけ出されてい

ない。そこで本論では，かつてＬＴＥＳのなかで採用された各種の推計作業に注目してみたい。

近年はＬＴＥＳの改訂作業が現われてきているため，読者側はこれを持ち出すことに違和感があ

るかもしれないが，現在でも推計方法に関して多くの多様な情報と新方法への示唆を入手でき

る。ここでは１人当たりＧＤＰに限定せずに，広く各種データの推計作業に関連する情報を紹介

しておく。

ＬＴＥＳの作業は各担当者が自由におこなっていたため，採用された推計方法がまとめて書き

止められていないほか，その良否を統一的に検証した文献も見当たらない。わずかに各巻の解説

部分で，担当者が銘々に推計方法を付随的に述べているにすぎない。ただし後に，同書が日経経

済図書文化賞の特賞を受賞したことを記念して開講された，統計研究会のレクチャー・シリーズ

「日本経済の長期発展過程―戦前・戦後」を取りまとめた本が出版されている。ここでは，ＬＴ

ＥＳ作成の苦労話が記述されているため，特に同書より篠原三代平がＬＴＥＳ第６巻の『個人消

費支出』等を推計するにあたって使用した考え方を提示しておく（９０）。これらの方法は，直接に

前近代のＧＤＰ推計に適用できるわけではないほか，彼らの採用したすべての方法でもない。し

かし推計方法に関する多様な情報を提供してくれ，推計に関する考え方の一端を伺うことができ

る貴重な情報も含まれている（９１）。とりあえず以下では，主要事例４つに関わる引用部分を提示

しておきたい（なお具体的な推計方法は，引用文末尾の注書きを参照。また［ ］内は筆者）。

① 豆腐生産額の推計

「たとえば，豆腐の生産額です。豆腐の統計は，戦前は皆無でした。しかし，みなこれを食べ

たのです。これをどうやって推計するかということが『個人消費支出』を担当した私の一つの

悩みでした。私は，一方では，豆腐の原材料である大豆の用途別消費量を手掛かりとして，こ
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れを大豆と豆腐の間の投入原単位で割ることによって，また他方では，豆腐屋１軒当り年間生

産量の平均値を府県別に求め，それが府県ごとにそれほど差がないことに注目して，豆腐の生

産量を推計することを考えました。この二つの方法で推計したところ，両者の推計値にはあま

り差がありませんでした。このときには，「よし，しめた」と思ったものです。このように，

図書館に足を運んでは無から有を創り出し，数々のボトルネックを克服し，そして，推計を進

める努力を続けました。」（９２）。

② 味噌・醤油・酒類の生産額の推計

「［１８８６年に公表を開始した］『農商務統計表』の味噌・醤油の工場生産額を『全府県物産表』

の１８７４年まで遡らせたとき，後者の生産量のほうがはるかに多い。むしろ，『物産表』の生産

額には，自家醸造分の推定額も含まれていると判断せざるをえませんでした。たしかに，今日

の統計調査から考えれば，自家醸造まで含めることは「推定」を含んでいることであって，セ

ンサス調査としては邪道でしょう。しかし，当時わらじがけで全国を歩いた調査担当の方々

は，完璧を期すという意味で，こうした自家醸造分までを含めることをあえてしたと，私には

考えられるのです。このように味噌・醤油の自家醸造量までもが含まれているという意味にお

いて，日本で最初のセンサス統計は非常にカバレッジの高いものであったといえます。

それだけではありません。『物産表』には事実上密造酒までもが含まれていたと判断できま

す。１８７４（明治７）年『物産表』による濁酒の生産量は１８万１６２８石，『主税局統計年報』

ベースのそれは，１８８３年において３万５０２０石と約五分の一に急減します。しかし『東北六県

酒類密造矯正沿革誌』（仙台税務監査局，１９２０年）によると，明治３０～４０年代における密造

酒が当時毎年１０万石を超えたことが指摘されています。とくに，東北地方でそれが広範に行

われた背景を説明する書物を見出すことができたので，私はこれに勇気づけられたといってよ

いのです。」（９３）。（なお引用文中の『全府県物産表』，『物産表』はいずれも同一資料であり，そ

の正式名称は『明治七年府県物産表』である。そしてこの密造分を『物産表』から控除して生

産数量を推計している）。

③ 工業生産額の推計

「［１９１９年以降のデータが入手できる］『工場統計表』とオーバーラップして，明治初年からの

『農商務省統計表』があり，ある時期には『商工省統計表』が出ています。この二つからは貴

重なデータを得ることができます。そこでは，掲載されている品目は限られていますが，それ

でも零細事業所を含む全生産額が示されているからです。そこで，これらの統計の生産額に基

づいて「主要品目の長期系列」を作成しました。そして，それをベースとして１９１９年の『工

場統計表』の生産額を過去に引き伸ばす方法を採用したのです。ところが，その生産額を過去

引き伸ばしたときに，１８７４年の『物産表』よりも過小となる品目が多かった。私は先に述べ
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たような意味で『物産表』の数字を信頼し，『農商務省統計表』などとギャップが生じる場合

にはそのギャップを明治の末期頃まで次第に小さくしていくような統計的操作を加えまし

た。」（９４）。

④ 個人消費支出の推計

「ＧＮＰのなかで，個人消費支出はとりわけ大きな比重を示しています。これを食料費，被服

費，住居費，光熱費その他のいろいろの費目にわけて推計する場合に，明治期には頼りになる

家計調査はありません。したがって，生産からスタートして輸出入を調整し，流通経路におけ

る運賃・マージンなどを付加して，個々の品目の最終消費を見つけねばなりません。ここでは

いちいち説明できませんが，私はいわゆる「コモディティ・フロー法」や「小売評価法」と

いった手法を使って，その推計に立ち向かったといえます。長期にわたって，こうした方法を

適用した例は先進国だと数えるほどしかありません。しかし，その結果を既存の二つのデータ

によってチェックしてみましょう。昭和初期には経済審議庁（現経済企画庁）の公表系列があ

ります。これと私の推計の相違は表１のとおりであって，私の方が一見過大であるかにみえま

す。特に，食料費についてそうです。」（９５）。

＊

以上の引用部分のうち，生産面のデータは①，②，③，支出面のデータは④となる。また①で

は原料データをもとに生産量を推計する方法［原単位推計法］，１店舗当たり平均生産量から総

生産量を推計する方法［店舗積み上げ法］，②では２つの統計集を比較して自家消費分を加算し

た方法［自家消費追加法］が利用されている。また④では，現代のＳＮＡ統計でも採用されてい

る，伝統的なコモディティ・フロー法・小売評価法を利用して，生産額や生産数量から支出額を

推計する方法が採用されている（このほかに“小売り販売法”と呼ばれる方法もあることが知ら

れている）。もし，これら複数の方法を同時に実施して，そのなかで最善の推計値を決定すると

すれば，これは［複数方法比較法］と呼ぶことができる。さらに入手できる複数の同一時点・同

一項目のデータを比較する［複数データ比較法］が①，②，③で採用されているほか，これらの

推計方法で決定した２時点間のデータは，おもに線形で均等に変化すると仮定した［線形補完

法］で推計されている。これらの推計方法のうち［ ］で囲ったものは，筆者が便宜的に命名し

た方法であり，篠原ほかの研究者によって認知されていない点に注意されたい（以下同様）。

歴史統計の作成にあたっては，研究者各人が推計値の性格に応じて実に多様な方法を使い分け

ていることが理解できよう。もちろん特定のデータに関して，複数の方法が利用されることも頻

繁におこなわれている。このうち最後の複数データ比較法・線形補完法は，ＬＴＥＳの他のデー

タ推計でも積極的に活用されており，１８７４年の『府県物産表』の掲載データをベンチマークと

して，以後の関連統計で得られる複数のデータを加工する（具体的には一定比率で増額する）こ

とで時系列データを推計している。いわば猿橋（山梨県大月市の桂川にかかる刎橋（はねばし））

58 商 経 論 叢 第５３巻第３号（２０１８．５）



のように，両岸から木組みを少しずつせり出すことによって，最終的に橋を作り上げる方法と同

じ方法が採用されている（９６）。けっして過去に向けて直線的に延長しているわけではないが，そ

の一方では橋頭保としての『府県物産表』に類した信頼度の高い情報を入手できなければ推計で

きないという欠点を持っている。

このようにＬＴＥＳの推計では，いわば「橋頭保」としての信頼できるデータや比較可能な同

種類のデータが２時点以上存在することを前提として，その期間の補完推計がおこなわれる場合

が多い。高島（２０１７）のなかでは，このような基準となるデータとして近世の農業生産に限って

『府県物産表』が利用されているが，それは推計期間の最初と最後のうち最後に相当するもので

ある。このように数世紀前（それも資本主義が開始する以前）の統計データを推計するような場

合は，２時点分の情報を入手することは事実上困難である。それを認めたとしても，それが「橋

頭保」を構築しなくてもよい理由にはならない。やはり何らかの方法によって，関連情報を入手

する必要性は否定できない。このような「橋頭保」の重要性を再認識させたことこそ一橋学派の

貢献であろう。

マディソンや高島の研究では，時代を大幅に遡り関連資料がない場合が多いため，これらに代

わる作業を見つけざるをえない。このためマディソン（２００１）では世界を複数地域に分割して，

はじめにそれらの成長率や実質所得水準を決め，次にその成長率等から逆算して１人当たりＧＤ

Ｐを推計する方法が使用された。他方，高島（２０１７）では，消費理論にもとづき中世の食料生産

を推計した方法や人口関連データで第２・３次部門を推計した方法が採用されている。これらの

方法はいずれも，生存水準を大きく上回る生産量は存在しないことを前提とした，演繹的な考え

方とみなすことができよう。一方，ＬＴＥＳで採用された各種の方法は，特定項目に関して多数

の関連データをベースとして推計値を導くという点で，帰納的な考え方を求めている。もちろん

高島（２０１７）では，近世の農業生産の推計のように帰納的な考え方もあるが，全般的には演繹的

な考え方が多い。しかしこれらの考え方は，どちらか一方を採用すればよいわけではなく，特に

演繹法で推計したデータは帰納法的に再検証することが求められる。これらの再検証作業が，高

島では手薄であるように思われる。

このような事情で推計された代表的な事例として，非１次部門のＧＤＰ推計があげられる。同

部門のＧＤＰは，あくまで人口関連データのみから推計されており，非１次部門の関連データに

よる検証がまったくおこなわれていない。さらに１６００年の石高推計もその事例と考えられる。

この数字としては，徳川時代の農業生産量推計で使用された，地域別の石高補正率により得られ

る石高推計のほかに，中世の農業需要量を推計する際に使用した（２）式より得られる石高推計

が入手できるはずである。この場合には，篠原など一橋学派が繰り返しおこなった両者の数値を

比較する複数方法比較法が必要となるが，高島（２０１７）では先述のとおりそれが十分にはおこな

われなかった。そして第三の信頼できるデータがないまま，後者のデータを採用したうえで，

“②中世後半の経済発展の力強さ”という結論が導かれている。さらに「Ｔ．Ｒ．マルサスの人口
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論に代表される古典派経済学者の前近代の経済社会の評価，すなわち人口増加と経済発展が均衡

状態となる結論を惹起しかねない。しかし，推計結果は生産が人口とのレースに勝利するという

逆の結果をみせている」（９７）とまで言い切っている。

第三の資料を利用する際には，いかなるアプローチを採るべきであろうか。もっとも代表的な

方法は，類似の新資料を発見することであるが，現状では極めて困難な場合が多い。これに代わ

る方法として，既存の資料を新たな視点から再活用する方法が考えられる。さまざまな方法があ

ろうが，例えば（a）母集団の一部を形成する特定地域・特定階層または店舗・集団等のデータ

を入手する方法［代表事例法］，（b）密接な関係とはいかないまでも，貨幣鋳造・輸入高，株仲

間店舗数などの動きのように，間接的に当該経済活動に影響を与える数量データ等を入手する方

法［代理事例法］，（c）時系列で編集された資料中より「増えた」，「減った」などの文字情報や，

特定項目の掲載数
�

を集計する方法［文字情報集計法］，などが考えられる。

このうち（a）の代表事例法としては，例えば高島（２０１７）の第２章で東寺領の荘園において，

散用状を使用して中世の農業生産量を推計した事例などがあげられる。ここでは膨大な量の古文

書を擁した東寺百合文書を複雑な制度に従い分析しているが，マディソンの方法と比べれば遥か

に慎重すぎるように思われる。高島が指摘するように，中世文書では総生産量または土地生産性

が容易にわかるような資料は存在しないが，少なくとも代表的な荘園の年貢高だけでも時系列で

フォローすべきであった（９８）。そのうえで，大胆な仮定にしたがって生産量の推計をおこなう勇

気も必要であった。同書の表２―３（８５頁）で１反当たり米生産量（生産高ベース）の２１事例，

表２―６（９１頁）で１５世紀前半の上久世荘の石高（年貢高ベース）が推定されるなど，全国石高

に関連する重要な数字が示されている。これらに関する記述は混乱して難解であるが，もしマ

ディソンが生きていれば，これらの情報を利用してもっと自由に全国石高を推計し，１６００年の

農業生産量問題に大きな影響を与えただろう（９９）。総じて同書の第２章の前半では，中世史研究

者の研究姿
�

勢
�

に引っ張られて石高推計が非常に慎重になっていたのが残念である。

（b）の代理事例法は，「其の子を知らざれば其の友を視よ」（荀子，性悪篇）という故事に通

じる方法であるが，理論的な背景がしっかりとしていないとなかなかうまく使いきれない。ただ

し因果関係が明らかとなり一定量のデータが確保できれば，計測式の説明変数に利用することが

可能となり，重要な新データを推計することもできよう。さらに（c）の文字情報集計法は，高

島（２０１７）のほか先行研究でも近世の農業生産量の推計にあたって，土木学会編『明治以前日本

土木史』等に掲載された土木工事件数を利用している。同方法は，他の時代・産業にも適用の可

能性が残されているだろう。筆者は，残念ながら前近代資料に明るくないため具体的な事例が思

い浮かばないが，推計値の信頼性を増すためのなんらかの傍証の積み上げが必要である。そのよ

うな古代から近世にかけて無数にある文献資料のなかから関連情報を見つけ出す作業は，同書の

書名に含まれる「日本史」学的研究であり，高島の得意分野である文書資料の解読にかかってい

る。マディソンの推計値では，おそらくこれらの非数量情報が既存の数量情報の動きを微妙に修
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正させる際に大いに活用されたと思われる。

これらの各種方法を利用する際には，当然のことながら「大雑把に把握すること」に主眼を置

き，あまり神経質にならないように心掛けたい。とはいえ，複数のデータをそれぞれ加工した結

果，同一の比率で６０％と７０％という異なる数字が得られた場合には，それぞれの数字が得られ

た状況にもとづき，中間の６５％とするか，それとも６０％か７０％のどちらかに決めるなどの判

断が求められる。いわば実務的な要請から求められる作業である。筆者の記憶では，かつての一

橋学派ではＬＴＥＳにこれらの判断理由・作業内容まで文章にとどめていたが，近年はこれらを

隠す傾向にある。特に統計解析に慣れ親しんだ若手研究者ほど，これらデータの加工や記述を忌

避する傾向にあるが，そのような態度はかえって歴史統計にとっては障害となろう。推計方法が

当事者のみしか知らない，いわばブラックボックス化したデータは，利用者側からみると非常に

危険なものである。微妙な匙加減を極力文章にとどめておく努力は，経済史学の健全な発展を阻

害しないためにも求められるはずだ。

なお推計値は，特定水準で「大雑把に把握すること」ばかりではなく，一定区間で把握する

「区間推定」という方法も考えられる。これは，高島（２０１７）の第１章（古代の農業生産量推定）

で採用されている。同人は，区間推定を実施するにあたって「平均値や中央値などの具体的な数

値を採用して１郷あたり田地面積を特定すれば議論は明確になるが，本章のように限定的なデー

タにもとづいた推計を試みる場合は，ある程度の範囲による推定値を採用することで議論に弾力

性をもたせることが有効であると考えられる。」（１００）と，その理由を説明している。管見の限りで

は，代表的な歴史統計で当方法を導入したのは高島が初めてであるから，新たな方法の可能性を

示したといえよう。たしかに信頼性を考慮する当方法を導入すれば，マディソンなどより正確な

議論が可能となるし，そこまで正確な推計をおこなった努力も評価すべきである。

しかし，この方法はそれほど簡単な方法とはいえない。なぜなら，①第１章以外の各種推計値

ではなぜ区間推定が実施されていないのか（換言すると，不確実なデータ・情報が多い歴史統計

で区間推計をおこなう基準はどこに置くべきか），②耕地面積，土地生産性にそれぞれ信頼度

９５％を採用すると，それらを掛け合わせた生産量では信頼度が何％になるのだろうか，例えば

９０％（＝０.９５の２乗）となるのか，などの疑問点が浮かんでくるからである。さらに推計値を利

用する側では推計値の解釈が難しくなるなど，煩わしさを感じるのも事実である。高島本人がこ

れをいかに利用しているのかを確認すると，第１章で苦労して作成したにもかかわらず，まとめ

部分の第７章では区間推定値の平均値を使用して議論しており，有効に活用されたとは思われな

い。一概に，高島の指摘した“議論に弾力性をもたせることが有効である”とはいえないように

思われる。とにかく区間推定値については，その作成と活用にあたってさまざまな工夫が求めら

れよう。

ところで文章の関連に話を転じると，使用する用語の概念を明記しておくことが求められよ

う。これは当然のことだが，必ずしも守られているとはかぎらない。例えば，高島（２０１７）の第

歴史統計の推計方法に関する一考察 61



２章に限ってみても，農業関連では農業生産物生産量・農業生産物消費量（９３頁），農業生産

量・農業生産需要量（１００頁），収入関連では実質収入（９４頁），実質賃金（９６・９７頁）などが，

明確な説明のないまま使用されている。定義に関する記述が不十分であるため，読者は内容の正

確な理解に苦しむことになろう。少なくとも専門書における最低限のルールとして，用語の定

義，その用語に対応する唯一の数字といった基本的な記述方法を順守してほしい。また類似の各

推計値に対して，農業生産量（Ａ系列），農業生産量（Ｂ系列）といった個別名称を付けること

で，概念の相違を明確にすべきである。このような作業は，煩雑であるが手抜きができない重要

なことだ。かつてＬＴＥＳの『物価』では，製造業の職種別賃金がＡ系列，Ｂ系列，Ｃ系列と丁

寧に公表されており，読者側は安心して利用することができた（１０１）。これと比べると，高島

（２０１７）では（もちろん統計集として作成されたわけでないことは承知しているが）残念ながら

かかる配慮はなされていない。

農業生産量の関連では，第３章のタイトルが「徳川時代・明治期初頭の農業生産量の推計」と

しつつも，そこで推計した表３―１１のＡ（１４０頁）の「石高推計の補正」は農林水産物の生産量，

つまり第１次部門の生産量であったのも気にかかる部分である。つまりタイトルと内容が一致し

ていない。それでは，本
�

当
�

の
�

農業生産量の推計値はどこにあるかというと，第７章の表７―１のＡ

（２６１頁）に掲載されている。そうなると第１次部門生産量と農業生産量の関係に興味を持つだ

ろうが，この点については同表の注書きで「徳川時代の農業生産量は第一次部門の生産量に，明

治期初頭の第一次部門における農業の占める割合８４.３６％を乗じて計算した」という，興味深い

内容が書かれている。この微細な文字で書かれた内容を発見することで初めて，読者は農業生産

量の推計方法が理解できるほか，第１次部門と農業の各生産量が数世紀にわたり同一比率で推計

されていることを認識できる（１０２）。この第７章の記述にたどり着くまでは，１次産業総生産量を

農業生産量として理解していたはずだ。

もちろん両者の差は大きくないということもできるが，ことはデータの話であるから，そのよ

うな大らかな理解はできないだろう。なぜなら８４.３６％で一律推計している操作は，石高補正率

の事例と同様に推計内容のブラックボックス化にも通じる問題を抱えているため，推計方法上で

は無視できないからである。ここまでくると，読者が本文のみで推計方法を容易に理解すること

はほとんど不可能であるため，データの推計・加工方法を素直に追跡したいという読者側の要望

に反することになる。このような事案の背景には，歴史統計に特有の度重なる加工作業を経て一

つの推計値がようやく算出できる，といった事情があったのかもしれない。もしそうであるな

ら，箇条書きで作業内容を明確するなどの工夫をしてほしかった。

このほか歴史統計で必然的に発生する度量衡問題についても付言しておきたい。わが国に限っ

てみると，枡の容積が太閤検地時に大きくなった事例に代表されるように，度量衡の変更はＧＤ

Ｐ推計（特に農業生産の石高換算）にあたって無視できない大きな問題である。この点につい

て，高島（２０１７）では付図１のように，末尾の付録で面積と容積の２点について要領を得た解説
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が付されている。これは当該分野の研究者にとっては当たり前の知識とはいえ，我々門外漢から

みると便利なものである。一般的に研究者でも，上記の太閤検地に際して枡の大きさを統一した

事実ぐらいしか知らないから，これらの情報を整理しておくことは重要なことである。ただしこ

れらの度量衡の変更は，今回の一連の推計では，表１―１０（５７頁）の古代の農業生産量（石高）

が表７―１（２６１頁）の近世のそれに接続する際に活用されたが，具体的な推計作業のプロセスが

記述されていないのは残念なことである。そもそも第１章の本文や表１―１０にもこの件はまった

く記述されていないから，第７章で推計作業を記述することは期待すべくもないのだろう。

４．３．購買力平価問題の一解法

最後に，国際比較の問題がどうしても残ってしまう。国際比較にあたって必要となる購買力平

価の作成には，食料品のほか日常見回り品などの各種物価データ等が必要となるが，これを前近

代に求めることは困難である。すでに紹介した袁・深尾ほかの論文で１９３５年の朝鮮・台湾にお

ける購買力平価を計測できた理由は，両地域がわが国の植民地になっており，そこでは国内と同

様の方法によって多数の物価調査が実施されて，それが幸運にも現在まで保存されていたためで

ある。このような特殊な事情による極めて稀なケースとして計測できたにすぎないから，一般論

として考えれば個別物価データを必要とする購買力平価を歴史統計に導入することは，少なくと

も１９世紀以前の期間については不可能と考えるべきである。つまり購買力平価を推計時点ごと

に作成することにこだわる限りは，国際比較用のデータを作成することができないことになる。

それでは超長期推計をおこなう意味がないから，あくまで国際比較をおこなうことを最終目標

とするならば，我々は①引き続き１９９０年国際ドルを使用し続けるか，②新たな方法を考えるか，

のどちらかを選ぶ以外にないだろう。これは，グローバル・ヒストリーを研究しようとする際に

どうしても回避できない問題である。この選択問題に対して斎藤や高島は，（おそらく大きな問

題になっていないことから）マディソン推計と同様に１９９０年国際ドルを使用している。しかし

それが多くの問題を含んでいることはすでに指摘したとおりであるから，選択肢としては新たな

方法を考える必要性があろう。以下では，筆者が現在までに検討してきた一つの暫定的な方法を

示しておきたい。筆者はこの方法に満足しているものではないが，あくまで今後活発になること

を期待しつつ，議論のたたき台として提示するものであることに留意してほしい。

議論のスタートとして，まず前近世では消費者物価の対象となるような，多様な物価情報を入

手することはもともと困難であるが，食料関連の物価情報は比較的容易に入手できることを確認

しておきたい。この事実は，厳密な購買力平価を推計できないとしても，食料関連の情報にもと

づき通貨価値を計測することが可能であることを意味する。以下では，この食料関連の物価情報

に賃金情報を加味した「生存水準倍率法」を利用することで，通貨価値を計測する方法を紹介し

ていきたい。

いま，数世紀にわたって安定的に国境を越えて行き来のできる財を探した場合，それにもっと
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も適している財は「不熟練労働力」であろう。すなわち入国禁止といった特別の措置を設置しな

いかぎり，不熟練労働力は出稼ぎという形で比較的容易に国境を越えて自由に移動ができ，しか

も熟練労働力とは異なりマクロ労働市場で賃金水準が決定される。もし，それが自らの意思で移

動できない，例えば奴隷という形態をとったとしても，そこには経済的な財としての価格が付け

られているため，やはり古代まで遡って一つの財としての性質を備えているとみなすことができ

る。つまり各国において，（最低生存水準としての賃金であったとしても）不熟練であるがゆえ

に同質の労働力が一つの商品として売買され，それに一定の価格が付されているのである。そし

て一度国内で就労を開始して一定の賃金水準のもとで継続的に収入を稼得できれば，この不熟練

労働力を国際比較上の価値尺度財（ニュメレール）とみなし，購買力平価の基礎データに利用す

ることは可能となる。ちなみに経済史の分野では，この不熟練労働力の賃金水準データを数世紀

にわたって収集・分析する研究が多数の国でおこなわれているため，これらの情報を国際比較用

のデータに利用できよう。

ただしこの数値をそのまま国際比較に利用することはできない。なぜなら賃金（正確には賃金

率）情報のなかには，所属国の経済力のほか食糧関連の物価構造・通貨の経済力（換言すると為

替相場）などの情報が含まれているからである。そこで斎藤が斎藤（２００８）で“生活水準の異文

化間比較”を目的として採用した，賃金の「生存水準倍率法」という考え方に注目したい（１０３）。

この方法は，もともとアレンが複数国間の実質賃金の水準を比較するために考案した方法であ

る。ここでは，人間が１日生存するのに必要な総栄養摂取量を１９４０kcal，タンパク質摂取量を

８０gと設定する。その水準を摂取できる食料バスケット（食品の組み合わせ）の年間総支出額

を算定し，それで１人当り名目年間賃金収入（＝１日当り賃金率×２５０日÷１世帯家族数３人）

を割る。この数字は，必要最低限の収入の何倍を稼得しているかを示しており，斎藤（２００８）で

は単位を「倍」と表示しているが，実際には「年分」とみなせる数字である。その発想の根底に

は，間接効用関数と似た考えがあるが，一種の貧困線（poverty line）を具体化したものと言い

換えてもよかろう（１０４）。食文化の異なる地域圏，例えばアジアとヨーロッパを比較する際には，

バスケットの中身を調整する必要があるが，これを丁寧におこなうことで，斎藤は北西欧・南

欧・日本・中国などの実質賃金水準を比較することに成功した。

この生存水準倍率を実質賃金の比較だけにとどめておくのはもったいない。なぜなら購買力平

価の物価情報は，以下のような特徴があるからである。購買力平価に使用する物価情報は，財・

サービスとして国内外を移動するもの全てであるため，当然のことながら民間消費のほか，資本

形成や政府最終消費支出の価格情報が必要となる。しかし多くの低開発国では，国内総支出に占

める民間消費支出の割合が大きいため，国内総支出（つまり全ての財・サービス）で算出した購

買力平価の近似値として，民間消費支出で計算した購買力平価を使用しても問題ないとみなされ

ている（１０５）。この理由によって，本論でも以下では消費者物価に関する価格情報のみを対象とし

て議論を進めていく。その際に消費者物価指数は，もとをただせば各国ごとに特定の消費バス
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ケットを使用して作成している指数である。あわせて前近代のような食料支出に偏った家計経済

を想定すれば，当時の消費バスケットと食料バスケットがパラレルに動くとみなすことも可能で

あろう。なによりも文化と時間の壁を取り払った実質賃金水準によって，数世紀にわたる洋の東

西を比較することが可能となる。

以上のように考えると，食料バスケットを使用する生存水準倍率を購買力平価の推計に利用す

ることは，あながち的外れとはいえない。そこでいま，この生存水準倍率を２国間で比較（特に

分母にロンドンの生存倍率を採用）した数字を考えると，それは同時点における両国間の経済力

（＝国力）を反映した，通貨の購買力を比較した数値とみなすことができる。それゆえ１９９０年に

はマディソンらが採用している１９９０年国際ドルをそのまま利用するものの，それを遡る際には

１９９０年国際ドル（ただしイギリスを１００とした場合の日本の数字）を「基準時のＰＰＰ」とし，

この数字を生存水準倍率の比率で調整することを提案したい。ここで注意すべきことは，アメリ

カを生存水準倍率の基準には採用しないことである。なぜならアメリカは１７７６年に建国された

にすぎず，他国と比べて非常に歴史の浅い国であるがゆえに，物価等の各種データを長期にわた

り遡及して入手できないからである。時代尺度としてアメリカは，残念ながら適していない。

この問題を解決するには，時代を遡及して各種データの入手しやすい西欧の特定国（例えば，

イギリス・イタリア等）に目星をつけ，基準となる１９９０年時点の各国のＰＰＰを事前に計算し

ておくことが重要である。例えば一つの考え方として，アメリカより先行しかつ長期間にわたっ

て国際経済上の覇権国となっていた，イギリスを基準とすることが考えられる。つまり購買力平

価の計算方法における２国間比較を採用したうえで，換算通貨をドルからポンドに変更するので

ある。ちなみに表２によると，１９９０年におけるＰＰＰをアメリカ基準でみると，アメリカ＝

１００，日本＝８４.８３，英国＝７４.５５であるから，これをイギリス基準に書き換えると，アメリカ＝

１３４.１４，日本＝１１３.７９，イギリス＝１００となる（１０６）。その場合の通貨の相対的な経済力の変化を想

定すると，１９９０年時の生存水準倍率の比率に対して対象年次の同比率の比率を計算して，それ

をＰＰＰ調整率とみなすことで，対象年次の購買力平価を推計することができる。

この方法によれば，両国の名目賃金データ・食料関係の価格情報等が入手できるかぎり，過去

に遡って購買力平価を代理した数値を計算することができよう。以上の考え方にしたがって，ま

ずＰＰＰ調整率を式に示せば，次のとおりとなる。

ｔ年のＡ国のＰＰＰ調整率＝

ｔ年のＡ国（首都）の生存水準倍率
ｔ年のイギリス（ロンドン）の生存水準倍率
１９９０年のＡ国（首都）の生存水準倍率

１９９０年のイギリス（ロンドン）の生存水準倍率

（５）

（５）式の方法でＡ国・イギリス間の生存水準倍率を比べたのが，図８の（Ａ）である。このＰ

ＰＰ調整率とは，いわば各国の通貨による購買力の強弱を１９９０年時基準によって表現しており，

国内の経済力・成長率とは関係なく不熟練労働力を国
�

際
�

的
�

に
�

再評価するものである。この（５）
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式の右辺では，Ａ国（首都），イギリス（ロンドン）とそれぞれ代表的な都市名をあげているが，

もしデータの入手が困難であれば適宜，入手の可能な都市に変更することも想定している。ここ

らの変更は，国内の都市が同一時期には価格構造が連動していると仮定して，新たな資料にもと

づき弾力的に実施するものである。

図８ 歴史統計における購買力平価の新推計方法（概念図）

（A）生存水準倍率の推移

（B）A国の 1人当たり実質GDP（国際比較ベース）の推移

（注） １．図中の数字は，同一年次における比率を示す。このため異なる年次間では比較できない点に注
意のこと。

２．マディソン流推計とは，本文（６）式の右辺第１・２項部分で計算した推計値であり，基本的には
マディソンと同様の方法で推計した数値（ただし国際ポンド表示）である。

（資料） 谷沢が作成。
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次に，Ａ国の１人当たり実質ＧＤＰ（自国通貨表示）のｔ年と１９９０年の比率に１９９０年におけ

る１９９０年国際ポンド表示のＡ国の１人当たり実質ＧＤＰを掛けることによって，１９９０年国際ポ

ンドに単位を変えたｔ年のＡ国の１人当たりＧＤＰを求め，それに上記の式で求めたｔ年のＡ国

のＰＰＰ調整率を掛けることで，以下のような新たな購買力平価にもとづくｔ年のＡ国の１人当

たり実質ＧＤＰ（国際比較ベース）が求められる。

ｔ年のＡ国の１人当たり実質ＧＤＰ（国際比較ベース）

＝ ｔ年のＡ国の１人当たり実質ＧＤＰ（自国通貨表示）
１９９０年のＡ国の１人当たり実質ＧＤＰ（自国通貨表示）×１９９０年のＡ国の

１人当たり実質ＧＤＰ（１９９０年国際ポンド表示）×ｔ年のＡ国のＰＰＰ調整率 （６）

以上の方法を，とりあえず「生存倍率比較法」と呼んでおく。この（６）式のうち，右辺の第

１・２項が高島・マディソンの推計値に相当する部分であるが，イギリス＝１００に修正しているた

め，表示単位は便宜的にマディソンのｌ国際ドルから１国際ポンドに変更される点に注意してほ

しい。このような方法によって計算されたｔ年の新推計値をマディソンらの方法で推計した値

（ただし国際ポンド表示）と比較すると，図８の（Ｂ）のようになる。従来のマディソン流によ

る推計値と比べて，下方にシフトする点線のように描くことになる。いずれも概念図にすぎない

が，基本的な考え方を理解できよう。

一般的に，購買力平価の算定方法には絶対的ＰＰＰと相対的ＰＰＰがあるが，この方式は前者

の方式に類似したものといえる。絶対的ＰＰＰを直感的に理解する指標として，イギリスの経済

専門誌『エコノミスト』が１９８６年より毎年公表するビッグマック指数（the Big Mac Index）が

有名である。この指数は，世界各国で同質の商品を販売しているマクドナルド・ハンバーガーの

代表的な商品であるビッグマックの国別価格を比較したものである。もちろん当指数が各種の問

題を抱えていることは承知しているが，一つの考え方を象徴しているという意味でここに提示し

ておきたい（１０７）。今回の方法は，このハンバーガーの代わりに不熟練労働力という，各国で入手

可能でしかも同質な財を扱っているが，その比較単位は販売価格ではなく生存水準で計測した実

質賃金（倍）に置き換えている。家計経済に占める割合から判断すると，ビッグマック指数以上

に実態を反映した指標であろう。データの作成上からみても，複数の価格を考慮しているほか，

摂取栄養素量ベースで調整されている点などから，ビッグマック指数よりはるかに正確な購買力

平価が推計できる。非常に入手データが少なくなる前近代では，便宜的ではあるがもっとも簡便

かつ確実な方法といえよう。

なお，生存水準倍率を計算する際には，生存水準に相当する食料バスケットの個別価格情報を

収集しなければならないため，これに関するイギリスと相手国との比率を求めて，それを１９９０

年国際ドルに掛けたほうが，購買力平価（特に相対的ＰＰＰ）の算出には適していると考えるこ

ともできる。いわば食料関連の価格情報のみで購買力平価を計算する方法である。しかし食料バ

スケットは，あくまで平均的な消費支出用のバスケットではないため，それを基に購買力平価を
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計算することはかならずしも適切ではないと考えた。同様の理由は，今回提示した不熟練労働力

の生存水準倍率でも当てはまるが，この指標は前述のとおり１９９０年時点のマディソン流推計値

を，経済力・通貨力などを総合的に加味して調整した数値であり，食料バスケットの問題点が薄

められると考えている。また価格変動の影響を排除できるという点でも優れたものであろう。

もちろんこの方法にも問題がないわけではない。これに関して３点を指摘しておく。第一に，

当方法は明確な理論的根拠にもとづき推計した数値ではなく，あくまで生存水準倍率の比率を通

貨力の差に代理させた簡便法にすぎない。それゆえこの方法は，便宜的・近似的な方法と認識し

て使用すべきである。第二は，各国共通で１日当たりの賃金率にもとづく食料バスケットが推計

できる保証はないことである。特に，食料バスケットにもとづき摂取栄養素量を正確に把握でき

る保証はない。それゆえ厳密に検討すると，これらの数値を入手することは困難であろうが，こ

れらの数字はそれぞれ当該国の正確な数値をある程度代理したものであればよく，それほど神経

質になる必要はない。第三は，マディソンの推計した多数の国を取りそろえることが困難である

ため，その推計結果をマディソンの数値と厳密に比較できないかもしれない。この点は，今後に

おける生存水準倍率の国別研究の進捗を待つ以外にはない。この問題は国際比較にとって大きな

障害となるが，だからといってマディソンの数値のほうが優れていることにはならない。当問題

は解決するまでに長時間を要するだろう。

以上のデータの入手可能性に関連して，イギリス・イタリア等の先進国であっても，せいぜい

中世までしか入手できないことを指摘しておく。ちなみに斎藤（２００８）では，イギリスではオッ

クスフォード，オランダではアムステルダム，フランスではストラスブール，イタリアではミラ

ノ，日本では銚子・京都・東京，中国では北京（都市部・農村部）・広東に関して，数世紀にわ

たる倍率が図示されている（１０８）。このような状況は，グローバル・ヒストリーの分析として期間

を狭める問題である。もし，生存水準倍率の算出が困難で（５）式右辺の第３項が計算できなけ

れば，無理に古代の購買力平価を計算する必要はなく，もっとも遡った時点の購買力平価水準を

そのまま利用してもかまわないと割り切ることも必要である。このほか国ごとに算出することが

理想であるが，マディソン（２００１）で採用されていた，地域ブロック（西欧・東アジアなど）ご

とに同一の数字を使用することも想定すべきである。さらに食料バスケット用の物価情報が入手

できなければ，主食に関わる「米価」，「麦価」をそれに代えて使用することも検討すべきであ

る。この程度の簡略化は認められてもよいだろう。

ところでこの新方法を使用した場合には，新たな問題に直面することになる。それは，マディ

ソンの推計は国内ベースの実質値と同じ成長率となるが，今回の推計値は国際比較ベースに修正

したものであるため，双方で異なった成長率かつトレンドとなる点である（ただし比較の基準と

なるイギリスでは，両成長率は一致する）。すなわち国内ベースの成長率がＡ国＞Ｂ国であった

としても，生存水準倍率の変化率がＡ国＜Ｂ国であったら，国際比較ベースでみた成長率もＡ国

＜Ｂ国となる可能性があるかもしれない。このような事例として，斎藤が指摘した不熟練労働力
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の生存水準倍率は，近世の西欧では低下傾向にあったが，東アジアでは停滞的であったことがあ

げられる（１０９）。このような状況では，西欧の成長率で国内ベース＞国際比較ベースとなる可能性

を示唆するものである。もっともこのような現象は，相対的な購買力平価を適用する場合にも発

生しているから驚くにはあたらない。むしろマディソン・高島のような事例で，国内ベース＝国

際比較ベースとなることのほうが異例であることを強調しておきたい。

このような国内ベースと国際比較ベースといった二つデータが存在するのは，分析には厄介な

ことである。それは，「いかなる場合にどちらの成長率を使用するか」という，新たな問題が発

生するからである。少なくとも国際比較をおこなう際には，国際比較ベースを採用すべきであろ

うが，それ以外のときにいずれのデータを使用すべきかは，今後とも慎重に判断していく課題で

あろう。

（５）終わりに
本論では，高島（２０１７）やマディソン（１９９５），同（２００１），同（２００７）を素材として，グロー

バル・ヒストリーで使用される１人当たり実質ＧＤＰの超長期データを取り上げ，その推計方法

と各種問題点を検討した。超長期データは，国ごとにその推計方法が異なるため一括して論じる

ことはできないものの，いずれの国でもデータ・資料の不足が逆に独創的な推計方法を可能とし

ている。特に高島（２０１７）で公表されたわが国の推計値は，時代ごとに多数の文献から多種類の

情報が入手され，多様な方法で推計されているほか推計時点も多いなど，マディソン（２００１）で

採用された方法よりも格段に緻密になっている。さらに推計値も，過去の研究に照らして全般的

に極端な違和感は見当たらないから，今後の経済史研究で大いに利用されていくだろう。むしろ

当推計値が人々の待ち望んでいたデータであるがゆえに，重要な学術上のインフラとして独り歩

きしていくはずだ。

しかしこのような数字の妥当性と，その推計方法の妥当性とは自ずと峻別して考えなければな

らない。また，いくら自由な発想が許されるとはいえ，そこには事実にもとづく堅実な推論の構

築が要請されるから，それに適合するか否かの検証が必要となる。例えば，１６００年の農業推計

を取り上げてみると，同年が高島による中世の推計方法と近世の推計方法の結節点に位置してい

るものの，そこでは①近世の方法を無条件に優先していること，②①を適用する際に明治初期の

推計値より得られた石高補正率をそのまま使用していること，③補正の必要な理由が解明されて

いないこと，④中世の推計方法で得られた数値との接続にあたり，各種資料による推計結果の多

面的な検討がおこなわれていないこと，といった問題点が明らかとなった。これらが解決されな

ければ，「中世後半の経済発展の力強さ」という発見事実は薄弱なものとなろう。また国際比較

にあたっては，マディソンと同様に１９９０年国際ドルを使用しているため，経済力にともなう購

買力平価の変動からの乖離という重大な問題が発生している。同問題に結論を出さないまま国際

比較研究を進めれば，「経済成長」そのものの解釈を歪めることになるが，わが国では残念なが
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ら同問題に関する統一的な認識が形成されていない。本論では，これを解決する暫定的な方法と

して生存倍率比較法を提案したが，本格的に検討するには経済史のほか国際経済学，各国の歴史

学など，多分野の研究者による共同研究が求められよう。

そのほか高島（２０１７）では，ときとして検証可能性・再現性を担保した最低限の説明が欠けて

いた。本論では，この点を部分的に言及したにすぎないが，例えば古代の農業生産量の石高を近

世のそれに変換する方法，中世における非熟練労働力の実質賃金の接続指数の作成方法，１９９０

年国際ドルで表示された１人当たりＧＤＰの算出方法などがあげられる。また実質賃金の原デー

タや接続指数等は，高島推計の検証に利用できるだけでなく，他の研究にとっても多様な使用方

法を誘発するため，非常に貴重なものである。このためこれらのデータは，付表の形で同書の末

尾に掲載されていればよかった。経済史分野でも近年は，数千といったサンプル数を扱うことが

あるが，これからすると高島（２０１７）のデータ構造は掲載に手間がかからないはずである（１１０）。

ＬＴＥＳでは，執筆者レベル（特に篠原三代平ら）で各推計方法の具体的な解説がおこなわれ，

関連データが多数掲載されていたから後続の研究者にとって便利であったが，高島（２０１７）でも

このような態度が切望される。そのほか検証可能性の低い書き方は，マディソンでも同様であっ

たから，もしかしたらこの分野の流儀なのかもしれないが，残念なことである。

以上のような問題を含んでいるとはいえ，今回の高島やマディソンによる１人当たり実質ＧＤ

Ｐの超長期推計は，多くの作業をともなうがゆえに研究者が推計をしり込みしてきたものであ

る。そのデータが入手できたことは，わが国の今後の歴史研究にとっても極めて大きな意義を持

つため，率直に素晴らしい研究姿勢であると思う。しかし高島が，博士号取得の研究テーマとし

て実施したため，時間の制約のなかでやり残した作業が多くあり，残念ながら拙速の感を払拭す

ることはできない。たとえ数値が尤もらしいとしても，推計方法に疑義があればその数値の見直

しが求められよう。わが国の戦前期に関する歴史統計の本格的な推計作業は，一橋大学経済学部

の山田雄三による先駆的業績『日本国民所得推計資料』１９５１年で幕を開け，その後は１９５８年よ

り一橋大学経済研究所の研究者が集
�

団
�

で
�

おこなってきた。同事業が『国民所得』（長期経済統計，

第１巻）の出版により一応の目途がたったのは，開始から実に２３年目であったが，現在でも

データの信頼性に関する議論は続いている（１１１）。この事実からすれば，今般の超長期ＧＤＰ推計

もおそらく長い時間をかけ同様の研究活動を多数誘発しつつ精緻化していくだろう。今後の活発

な議論を期待したい。

［付記］本論作成上の二つの留意点
本論では，以下の二つの理由から『経済成長の日本史』を高島正憲が一人で生み出した研究成

果とみなしたほか，他の論稿を使用せず同書のみを検討対象とした。読者は，このような解釈に

対して異論があるかもしれないが，本論を読むにあたってこれらの事情をご了解してほしい。

（１）『経済成長の日本史』の研究成果としての扱い方
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同書の「あとがき」（３２９頁）によると，「本書は２０１６年１０月に一橋大学大学院経済学研究科

に提出された博士論文「前近代の日本経済―超長期ＧＤＰの推計，７３０―１８７４年」を大幅に加

筆・修正したもの」としているが，その一方で「初出一覧」（３３０頁）では，多くの章が多数の

研究者との共同論文をベースとして作成されていることが示されている。さらにこれら共同論文

の研究資金として，科学研究費補助金・基盤研究（Ｂ）「前近代日本の一人あたり GDP：推計・

分析・国際比較」（研究代表者：斎藤修）（https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-

２６２８５０７５/）が，２０１４～２０１６年度の３ヵ年間に支給されていた。このプロジェクトでは，まった

く同一のテーマに関して複数の研究者が分析しており，高島は研究協力者として２０１５・１６年の

２年間に参画していたにすぎない。以上の経緯から推測すると，同書に掲載されている研究成果

のすべてを高島の主張にもとづき同人一人のものとは考えづらい。しかし本論では，現実に高島

の単著として出版されている事実は関係者間で権利等の調整が済んだものと考えて，同書の内容

すべてを高島個人によって生み出された研究成果とみなした。

（２）高島が執筆したその他論稿の扱い方

本論の執筆時（２０１７年１２月）には，高島が単著または共著の形で日本に関する超長期ＧＤＰ

関連の論稿を多数発表しつつあったが，管見のかぎり本論の目的である“歴史統計の推計方法”

にとっては，高島『経済成長の日本史』がもっとも包括的かつ詳細な解説を備えた著作物である

と思料される。また掲載されている関連データや利用した資料類の多さ，発表時期の近さから判

断しても，同書が本論にとって最適な文献といえよう。よって本論では，他の文献をあえて参照

せずに，同書の記述のみを検討対象として取り上げた。

［謝辞］本論の素案は，２０１８年３月６日に神奈川大学で開催された第８回小売商問題研究会で発表した。当
日は戸田壮一・比佐章一（いずれも神奈川大学経済学部）の両先生から多くのご指摘・ご意見を頂戴し，
それにもとづき後日に素案を大幅に書き直すことができた。また資料の作成では，箕輪直樹氏（神奈川大
学大学院経済学研究科修了生）に手伝ってもらった。この場を借りてこれら関係各位に謝意を表したい。
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（１）高島正憲『経済成長の日本史―古代から近世の超長期ＧＤＰ推計 ７３０―１８７４』名古屋大学出版会，２０１７
年。

（２）本論で使用する“グローバル・ヒストリー”とは，「世界経済史の文脈のなかでの比較経済発展論の視
点」から，「超長期の経済成長を歴史的国民計算という固定された指標によってはかることによって，世
界各国との経済発展の比較」（いずれも高島『経済成長の日本史』の１０頁）をおこなうことである。グ
ローバル・ヒストリーの定義は，研究分野・研究実施国によって異なっているが，それらについては羽田
正編『グローバル・ヒストリーの可能性』山川出版社，２０１７年の第１～４章が詳しい。ちなみに羽田は，
グローバル・ヒストリーの特徴として，①海域・地域，ネットワーク，ミクロ・ヒストリーなどの従来と
は異なる空間概念を用いる，②歴史上の同時性を強調し，長いスパンで分析する，③個人や社会の関係性
に注目する，④ヨーロッパ中心史観に批判的である，⑤研究者は自らの立ち位置を意識するなどをあげて
いる（同書の９４～９５頁）。これらの項目に従うと，本論で取り上げる各著作でのグローバル・ヒストリー
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は，通常より狭い範囲に限定されているといえよう。
（３）谷沢弘毅「書評 山室恭子著『大江戸商い白書―数量分析が解き明かす商人の真実』」社会経済史学会
編『社会経済史学』第８６巻第４号，２０１７年の８６頁。

（４）谷沢弘毅『近代日常生活の再発見』学術出版会，２００９年の５１１頁。
（５）アンガス・マディソン著・金森久雄監訳『世界経済の成長史 １８２０～１９９２年―１９９カ国を対象とする分
析と推計』東洋経済新報社，２０００年（原著は１９９５年に刊行）：同著・金森久雄監訳『経済統計で見る世
界経済２０００年史』柏書房，２００４年（原著は２００１年に刊行）：同著・政治経済研究所監訳『世界経済史概
観―紀元１年～２０３０年』岩波書店，２０１５年（原著は２００７年に刊行）。なお以下の本文では，それぞれ原
著の出版年でこれらの文献を示すが，引用文とその引用頁数は翻訳書の当該部分を示していく。またマ
ディソンの生涯については，Harry Wu著，攝津斉彦訳「博士の愛した日中数量経済史―アンガス・マ
ディソン氏を偲んで―」『Hi-Stat Vox』No.１５，２０１０年９月２日（http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/vox/０１５.html）
があるが，そのほか斎藤修「解説にかえて」マディソン『世界経済史概観』も参考になる。

（６）高島『経済成長の日本史』の９２頁。
（７）アレンの考え方は，Allen,R.C.（2000）. ‘Economic Structure and Agricultural Productivity,1300-1800’ Euro-

pean Review of Economic History, 3を参照のこと。ここで“消費者理論”とはミクロ経済学にもとづく消
費関数（正確には個別需要関数）とみなしてよかろう。ところで（１）式において，農業生産物生産量と
は農産物供給量，農業生産物消費量は農産物需要量と言い換えるべきと思われる。なお同式では，実質値
が大文字で表記されているため，一般的な表記（名目値＝大文字，実質値＝小文字）と異なっているが，
本論では原文に忠実に議論するためこのままとした。

（８）この２つの条件のうち，前者は高島『経済成長の日本史』の９４頁，後者は同書の９３頁から入手した。
（９）この式は，高島『経済成長の日本史』には記述されていないが，推計上必要となると判断して筆者が追
加したものである。

（１０）この情報は，高島『経済成長の日本史』の９８頁の図２―３の注）より入手した。この文章は本来，本文
中に入れるべきであるが，それがおこなわれていないため，筆者の判断により追加した説明である。

（１１）実質賃金データは，Bassino, J.-P., K. Fukao, and M. Takashima（2010）. ‘Grain Wages of Carpenters

and Skill Premium in Kyoto, c.1240-1600: A Comparison with Florence, London, Constantinople-Istanbul

and Cairo’, Paper presented at the Conference on Quantifying Long Run Economic Development, Venice,

22-24 March. で扱ったデータを加工したものである。
（１２）この情報は，高島『経済成長の日本史』の２６１頁の表７―１の（注）より入手した。
（１３）中村哲の研究成果は，中村哲『明治維新の基礎構造―日本資本主義形成の起点』未来社，１９６８年の
１６８～１７１頁を参照のこと。

（１４）高島『経済成長の日本史』の表３―９（１３７頁）によると，一橋学派による明治初頭の実態石高の推計結
果は，攝津斉彦・Jean-Pascal Bassino・深尾京司「明治期経済成長の再検討―産業構造，労働生産性と地
域間格差―」『経済研究』第６７巻第３号，２０１６年より入手したと明記されている。しかし上記論文をみ
ても同データは掲載されていないため，おそらくこの論文を作成するにあたって推計したものの，掲載し
ていないデータであろう。さらに１８７４年の新潟・北陸のデータが，表３―９では「４５３.３万石」であるが，
表３―５（Ａ）（１３２頁）では「２６９.７万石」となっている。この差は極めて大きいにもかかわらず，その理
由が記述されていないのは残念なことである。

（１５）マラニマの具体的な推計方法については，Malanima, P.（2011）. ‘The Long Decline of a Leading Econ-

omy: GDP in Central and Northern Italy, 1300-1913’ European Review of Economic History, 15（2）を参照の
こと。

（１６）高島『経済成長の日本史』の中では，しばしば徳川時代にプロト工業化が進行したと記述しているが，
この主張は通説と異なっている点に留意してほしい。すなわち斎藤修『プロト工業化の時代』日本評論
社，１９８５年によると，日本では人口成長が農村工業の盛んな地域で特に高いということはなく，穀物生
産が人口成長の主要因であった点が，プロト工業化論とは違う結果であった。その理由は，繊維産業であ
る農村工業に従事したのが主に女性の副業であったこと，そのもとで小農経営が維持されたことがあげら
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れる。このためわが国では，農村工業化がおこっても地域内で農業・非農業に経営が分離せず，持続的な
人口増加は発生しなかった。この部分は，谷沢弘毅『近現代日本の経済発展』上巻 八千代出版，２０１４
年の３４～３５頁を参照のこと。

（１７）S-share，T-shareとも，第１次部門ＧＤＰを加えた割合としている理由は，「徳川時代において部門別
に遡及推計する際の利便性を考慮した」（２３６頁）と説明しているにすぎないが，この「利便性」とはい
かなる状況を指しているのかは不明である。

（１８）S-shareと T-shareが求められた後の推計作業は，高島『経済成長の日本史』の本文中に記述がなかっ
たため，筆者が独自に推測したものである。なおこのようにして計測したシェアの表が，同書の２４５頁に
表６―３のＡとして公表されているが，この数字の計算方法を筆者は未だ理解できていない。

（１９）高島『経済成長の日本史』の２６３頁。
（２０）高島が表１の①の石／人から②の国際ドルへ単位変換する際には，高島『経済成長の日本史』の２７１
頁の図７―１の（資料）によると，攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」を参照したという。
具体的な箇所は明示されていないが，おそらく２００９～２１０頁にある「補論３．Maddison（２００１）における
１９４０年と１９５５年の実質ＧＤＰ接続方法の再検討」部分と思われるものの，それだけではないはずである
が，その他の情報の出所については不明である。

（２１）自家消費が存在すると，その部分は現金支出がおこなわれないため，食料需要量のうち一部分は考慮
されないことになる。つまり自家消費分だけ食料需要量の推計値に下方バイアスが働くはずである。この
背景には，洋の東西を問わず家計調査では一般的に，現金収支ベースで収入と支出を把握しているとい
う，調査実施上の問題がある。この問題は，現在でも総務省統計局『家計調査』では考慮されていない
が，マクロ統計としてのＳＮＡ統計などでは最終的に考慮されている。このため自家消費分を考慮した理
論上の所得・消費を計測することは容易ではない。このような家計調査の問題点や理論上の所得・消費に
ついては，谷沢弘毅『コア・テキスト 経済統計』新世社，２００６年の第８章「世帯統計」が詳しい。

（２２）南の日本経済に関する転換点分析については，南亮進『日本経済の転換点』創文社，１９７０年を参照さ
れたい。

（２３）それならばいっそのこと農業の生産関数を計測して，それにデータを外挿して推計するという考えも
あろう。このほうが素直な考え方であるが，生産要素のうち労働力は人口で代理するとしても，耕地面
積・牛馬数をいかに推計するかに工夫が必要となる。現状で作成可能かどうかは別問題の話であるが，も
し将来的にこれが可能なら「農業生産需要量」という判りづらい用語を使う必要がなくなるほか，パラ
メーターを直接加工するにしても妥当性は高くなるはずだ。

（２４）高島『経済成長の日本史』の９５頁。
（２５）産業間の相互依存性について高島『経済成長の日本史』では，斎藤の主張した「徳川時代後半の経済
構造では，各産業間の相互依存が工業化経済水準とほぼ同水準に達して」（２５４頁）いた事実を指摘して
いる。もしこの事実を考慮すると，食料支出には食材として使用する食料支出のほかに，（農産加工品と
しての）加工飲食物向けの食料支出が相応の金額を含めなければならない。しかし高島によるパラメー
ターの決定にあたっては，このような欧米と異なる相互依存性の事情が考慮されていなかったと推測され
る。

（２６）代表的な研究成果として，大川一司『食糧経済の理論と計測』日本評論社，１９４５年，篠原三代平『消
費函数』勁草書房，１９５８年，溝口敏行『消費関数の統計的分析』岩波書店，１９６４年があげられるほか，
展望論文として溝口敏行「日本の消費関数分析の展望」一橋大学経済研究所編『経済研究』第３９巻第３
号，１９８８年がある。

（２７）高島『経済成長の日本史』の９７頁。
（２８）桜井英治は，奈良県興福寺多聞院の僧英俊の記した『多聞院日記』を使用して，１６世紀における貨幣
の使用状況を入念に調べているが，それによると同期間中にはつねに職人の賃金が米払いであった。また
炭・酒・油・塩の４品の購入にあたって，銭（銀を含む）と米が価値尺度財（建値）として使用されてい
たが，その支払い方法は時代・商品ごとに異なっていたことを確認している。そのほかビタ（銭）が我々
の通説である「質の悪い銭であるがゆえに人々に忌避された」というわけではなく，なんらかの鑑識眼を
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持って評価したうえで日常的に使用されていたことも指摘している。詳しくは，桜井英治「精銭終末期の
経済生活」同『交換・権力・文化―ひとつの日本中世社会論』みすず書房，２０１７年（第７章）を参照の
こと。なお高島『経済成長の日本史』の参考文献には当資料が掲載されていないため，高島は同資料の内
容を検討していない可能性が高い。

（２９）高島『経済成長の日本史』の９６頁。なお実質賃金＝名目賃金÷米価と判断した理由は，「（ここでは賃
金を米価で除したもの，つまり，名目賃金を米価でデフレートしたものと考
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（９５頁，傍点は筆者）と含みを持たせた書き方をしているが，図２―１をみるとこのデータに移動平均をし
ていないなど，なんらの加工もなされていないと推測されるからである。

（３０）ちなみに古代・中世における物価・賃金に関するデータベースは，国立歴史民俗博物館のＨＰ上にあ
る「古代・中世都市生活史（物価）データベース」（http://www.rekihaku.ac.jp/doc/t-db-index.html）があ
るが，このままでは度量衡が混乱するなど到底データ分析には利用できない。やはり修正後の原系列・接
続指数など複数のデータを公表する価値は十分にあるだろう。

（３１）高島『経済成長の日本史』の１３６頁。
（３２）高島『経済成長の日本史』の１３５頁。
（３３）高島『経済成長の日本史』の１３６頁。
（３４）高島『経済成長の日本史』の１４３頁。
（３５）地租改正事業の実施内容（特に実施時期）については，谷沢『近現代日本の経済発展』上巻の１２６頁
が詳しい。なお山口県のように，１８７４年の時点ではすでに事業が完了していた一部の地域もあったため，
全府県一斉に１８７４年から実施されたわけではない点に注意されたい。この点も同書の１２６頁に掲載され
ている。

（３６）『府県物産表』が公表された前後には，同統計以外にも高島『経済成長の日本史』の表３―３（１２９～１３０
頁）に掲載されている『郡村石高表』に加えて，内務省勧業寮編『明

�

治
�

六
�

年
�

府県物産表』，内務省勧農局
編『全国農産表』などの統計が作成されていた。

（３７）関東圏内の幕府直轄地は，１７２９（享保１４）年時点で１０２.７万石に達し，全国（４４４.５万石）の約２３％
が同圏内に集中していた。詳しくは，村上直「江戸幕府直轄領の地域的分布について」法政大学史学会編
『法政史学』第２５号，１９７３年の２４頁の第３表を参照のこと。
（３８）高島『経済成長の日本史』の１２８頁。
（３９）和泉清司「近世初期一国郷帳の研究―正保郷帳を中心に」高崎経済大学地域政策学会編『地域政策研
究』第８巻第２号，２００５年１１月の８頁。なおこの論文では，内高のことを「実高」と呼んでいるが，一
般的には内高が使用されているため，筆者が変更した。表高・内高については，谷沢『近現代日本の経済
発展』上巻の９６頁が詳しい。

（４０）高知藩の事例については，和泉清司『近世前期郷村高と領主の基礎的研究―正保の郷帳・国絵図の分
析を中心に』岩田書院，２００８年の２９５頁を参照。

（４１）石高補正率以外の問題とは，以下の問題である。それは，耕地開発に関する土木工事件数による石高
補正にあたって使用する石高が林業水産業を含んでおり，耕地開発の対象となる農業のみの石高となって
いないことである。この問題点は，同書の１３２頁の表３―５と１３７頁の表３―９から推測することができる。
ちなみに全石高に占める農業石高の割合は，明治期初頭で８４.３６％であったから，この部分の計算間違い
も無視できないものである。

（４２）高島『経済成長の日本史』の２３２頁。
（４３）高島『経済成長の日本史』の２３６頁。
（４４）高島による農村工業等に関する説明は，高島『経済成長の日本史』の２３１頁を参照のこと。ただし高
島は，農村部における農村工業の発達時期を１８世紀からとしているが，せいぜい１８世紀後半からであろ
う。半世紀は早いように思われる。

（４５）高島『経済成長の日本史』の２５５頁。
（４６）詳しくは，袁堂軍・深尾京司・馬徳斌「長期統計における国際比較―日本・台湾・朝鮮の購買力平価
と実質消費水準，１９３４―１９３６年」法政大学比較経済研究所／尾高煌之助編『近現代アジア比較数量経済分
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析』法政大学出版局，２００４年を参照。なおこの論文で使用しているマディソンの推計値は，戦前期の
データの充実しているマディソン『世界経済の成長史』のデータである点に注意のこと。

（４７）斎藤修『比較経済発展論―歴史的アプローチ』岩波書店，２００８年の８４頁。
（４８）ここで一部の研究者とは，以下の文献の著者があげられる。すなわち攝津・Bassino・深尾「明治期経
済成長の再検討」では，本文の末尾で「この方法（＝マディソンの方法）に頼ると交易条件の変化等の要
因のため，遠い過去の各国間の相対的な豊かさを見誤る危険がある。本来，遠い過去の内外物価水準を計
測し，その時代の購買力平価を推計して国際比較を行うことが望ましい。今後は海外の研究者と連携しな
がら，このような分析も更に進めたい。」（２０６頁，カッコ内は筆者）と指摘しており，筆者の意見に基本
的に賛成している点を提示しておきたい。

（４９）具体的には，高島『経済成長の日本史』の２８８～２９６頁を参照。この箇条書き部分は，原資料で小見出
しの極端な短縮化がされているため，ここでは同資料の趣旨に沿って補足説明をおこなっている。

（５０）斎藤の研究とは斎藤『比較経済発展論』の第３章（特に８９頁の図３.１），杉原薫は同「世界貿易史にお
ける「長期の１９世紀」」『社会経済史学』第７９巻第３号，２０１３年１１月，同「比較史のなかのヨーロッパ
の工業化―制度史的接近」『社会経済史学』第６４巻第１号，１９９８年，八尾信光は同『２１世紀の世界経済
と日本―１９５０―２０５０年の長期展望と課題』晃洋書房，２０１２年などである。このほか筆者の概説書での使用
部分は，谷沢『近現代日本の経済発展』上巻の３頁に掲載されている表１―１（世界主要国の人口・経済成
長の比較）である。

（５１）マディソンの実施した，１８２０～１９９２年の日本のＧＤＰに関する具体的な推計方法については，マディ
ソン『世界経済の成長史』の１８５～１８６頁に記述されているので参照して欲しい。なおマディソン『世界
経済２０００年史』では，１８７３年，１９１３年，１９５０年，１９７３年，１９９８年の５ヶ年のデータのみを公表してい
るので，その他の年次別データは上記資料より利用可能である点に留意してほしい。

（５２）マディソン『世界経済２０００年史』の２８４頁。
（５３）マディソン『世界経済２０００年史』の２８４頁。なお Kuznets（１９７３）とは，Kuznets, S.（１９７３）, Popula-

tion, Capital and Growth: Selected Essays, Norton, New York. である。なおこのような方法をさらに詳しく
解説した文章として，斎藤修「解説にかえて」の４９０～４９２頁があるが，マディソン本人の文章ではない
ため，あえて引用は控えた。非常に簡潔に記述されているため，興味のある読者は一読を御薦めしたい。

（５４）例えば，サイモン・クズネッツ著・塩野谷祐一訳『近代経済成長の分析』下巻，東洋経済新報
社，１９６８年の第６―６表（３２３頁）では，先進国１３カ国の１人当たり生産物などが表示されている。これ
らのデータは，基本的に日本以外が Angus Maddison, Economic Growth in the West, New York,1964，日
本が大川一司・Rosovskyの推計値を使用している。かなり早い時期から，マディソンが国際比較データ
の推計に興味を持っていたことが確認できよう。

（５５）マディソン『世界経済２０００年史』の３０６頁。なお引用文中のMaddison（1998a）とは，Maddison, A.

Chinese Economic Performance in the Long Run, OECD Development Centre, Paris, 1998のことである。
（５６）マディソン『世界経済２０００年史』の３０６～３０７頁。引用文中のMaddison（1998a）は註（５５）を参照。

Goldsmith（１９８４）とは，Goldsmith, R. W. “An Estimate of the Size and Structure of the National Product

of the Roman Empire”, Review of Income and Wealth, September 1984である。また，Gregory Kingが推定
したものとは，King, G.（1696）Natural and Political Observations and Conclusions upon the State and Con-

dition of England であるが，これは Barnett（ed.）（1936）Two Tracts by Gregory King, Johns Hopkins

Press, Baltimoreのなかに収録されている。
（５７）マディソン『世界経済２０００年史』の３０７頁。
（５８）斎藤『比較経済発展論』の８８頁。
（５９）いずれも高島『経済成長の日本史』の１３頁。
（６０）具体的な参考文献については，マディソン『世界経済２０００年史』の３００頁の表Ｂ―１７の（出所）を参
照のこと。他の先進国（例えばイギリス）と比べても，わが国の推計値は豊富な先行研究にもとづき詳細
な分析が実施されており，例えば「１５００～１８２０年の実質ＧＤＰと１人当たり実質ＧＤＰ」における記述
量は，日本が９頁であるのに対してイギリスは３頁にすぎない。
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（６１）マディソン『世界経済２０００年史』の２３９頁。
（６２）高島『経済成長の日本史』の２７０～２７１頁。特に２７１頁の図７―１では，マディソン推計と高橋推計の二
つを比較しているため利便性が高い。

（６３）マディソン『世界経済２０００年史』の２０１～２０２頁。
（６４）マディソン『世界経済史概観』の３７９頁。
（６５）マディソン『世界経済の成長史』の２３７頁。
（６６）ケネス・ポメランツ著・川北稔監訳『大分岐―中国，ヨーロッパ，そして近代世界経済の形成』名古
屋大学出版会，２０１５年（原著は２０００年に刊行）。

（６７）マディソン『世界経済２０００年史』の４９～５０頁。
（６８）マディソン『世界経済２０００年史』の５０頁。
（６９）マディソン『世界経済２０００年史』の２９５頁。
（７０）この部分は，基本的にはヤン・ライテン・ファン・ザンデン「産業革命への道―中世における「ヨー
ロッパの奇跡」の起源についての仮説と推論」『社会経済史学』第７４巻第６号，２００９年３月の４頁によ
る。

（７１）エリック・Ｌ・ジョーンズ著・天野雅敏・重富公生・北原聡訳『ヨーロッパの奇跡―環境・経済・地
政の比較史』名古屋大学出版会，２０００年（原著は１９８１年に出版），デービット・Ｓ・ランデス著・竹中

パ ワ ー

平蔵訳『強国論―富と覇権の世界史』三笠書房，１９９９年（原著は１９９８年）
（７２）マディソン『世界経済史概観』の１０１頁。
（７３）マディソン『世界経済史概観』の１０２～１０３年。
（７４）マディソン『世界経済史概観』の１０３～１０５頁。
（７５）マディソン『世界経済史概観』の２０２頁。
（７６）マディソン『世界経済史概観』の２０５頁。
（７７）マディソン『世界経済史概観』の３９４頁。ここでスーザン・ハンレー（Hanley 1997）とは，Hanley,

S.（1997）, Everyday Things in Premodern Japan, University of California, Berkeley. であり，ケネス・ポメラ
ンツ（Pomeranz 2000）とは，ポメランツ『大分岐』のことである。

（７８）高島『経済成長の日本史』の１６～１９頁。
（７９）いずれも高島『経済成長の日本史』の１５９頁。
（８０）高島『経済成長の日本史』の１６０頁。
（８１）高島『経済成長の日本史』の１６１頁。
（８２）高島『経済成長の日本史』の２８５頁。
（８３）高島『経済成長の日本史』の１６１頁。
（８４）高島『経済成長の日本史』の２０６～２０７頁。
（８５）高島『経済成長の日本史』の２８４頁。
（８６）高島『経済成長の日本史』の１１８頁。
（８７）この数字は，「１８４６年の第一次部門の生産量に，明治期初頭の第一次部門における農業の占める割合
８４.３６％を乗じて計算したもの」である。詳細は，高島『経済成長の日本史』の９８頁の図２―３の（注）を
参照。

（８８）詳しくは，高島『経済成長の日本史』の２５２～２５４頁を参照。
（８９）西川俊作による先行研究については，西川俊作『長州の経済構造―１８４０年代の見取り図』東洋経済新
報社，２０１２年を参照のこと。

（９０）詳しくは，篠原三代平「序章 長期経済統計の完結」篠原編『日本経済のダイナミズム―「長期経済
統計」と私』東洋経済新報社，１９９１年を参照されたい。なお同書の著者は，篠原のほかに，梅村又次，
中村隆英，速水佑次郎，江見康一，山澤逸平の５人であるが，このうち中村を除く４人はいずれも推計と
編集をおこなった研究者である。このため今回の篠原以外の文章でも，さまざまな興味深い推計作業上や
利用上の逸話が記述されており，歴史統計の推計作業にとっては示唆に富む内容となっている。

（９１）ＬＴＥＳでは，多様な推計方法が使用されているが，それらが統一的な概念のもとで使用されている
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わけではないほか，各方法間での整合性チェックもおこなわれていない。これらはすでにＬＴＥＳの問題
点として，尾高煌之助「ＬＴＥＳとは？」一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センター編ＨＰ（な
お原資料は，『アジア長期経済統計データベースプロジェクト：ニュースレター』第１号，１９９６年３月に
所収）で指摘されている。

（９２）篠原「長期経済統計の完結」の５～６頁。豆腐の具体的な推計方法については，篠原三代平『長期経済
統計６ 個人消費支出』東洋経済新報社，１９６７年の７６～７７頁を参照。味噌・醤油の具体的推計方法は，
篠原『個人消費支出』の６１～６４頁，酒類の推計方法は同書の７７～８０頁を参照。

（９３）篠原「長期経済統計の完結」の７～８頁。さらに詳しい解説は，篠原『個人消費支出』の第５章「推計
方法一覧」を参照のこと。

（９４）篠原「長期経済統計の完結」の１０頁。
（９５）篠原「長期経済統計の完結」の１１～１２頁。

はねばし は

（９６）刎橋とは，架橋方式の専門用語である。すなわち同方式では，岸の岩盤に穴を開けて刎ね木を斜めに
差込んで中空に突き出させる。その上に同様の刎ね木を突き出し，下の刎ね木に支えさせる。支えを受け
た分，上の刎ね木は下のものより少しだけ長く出すことができるため，これを何本も重ねて中空に向けて
遠く刎ねだしていく。この基礎部分を足場として上部構造を組み上げ，最終的に板を敷いて橋にする。つ
まり橋脚を立てずに架橋することが可能となるような方法で建設された橋のことである。

（９７）高島『経済成長の日本史』の２８５頁。
（９８）荘園資料に総生産量や土地生産性が掲載されていない点は，高島『経済成長の日本史』の７６頁に記述
されている。

（９９）１６００年の農業生産量問題に関連して，高島自身も「人口推計をもとに算出した１人あたり生産量の情
報からは，中世後半，上久世荘を含む畿内先進地域における高い農業生産性と，それを背景とした着
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い水準であったと考えられる。」（いずれも高島『経済成長の日本史』の９２頁，なお傍点と［ ］内は筆
者）と記述している。これらの記述から推測すると，高島は凡その全国生産量水準を把握していたはずで
ある。

（１００）高島『経済成長の日本史』の３１頁。
（１０１）正確にいうと，大川一司ほか編『長期経済統計８ 物価』東洋経済新報社，１９６７年の「第２５表 職
種別賃金（Ａ系列）」（２４３～２４５頁），「第２６表 製造業平均賃金（Ｂ系列）」（２４６頁），「第２７表 製造業
中分類別職工賃金（Ｃ系列）」（２４７～２４９頁）である。

（１０２）さらに高島は，この比率が古代・中世にも当てはまると仮定して，農業生産量から第１次部門の生産
量を推計している。この部分の情報については，高島『経済成長の日本史』の２６２頁を参照のこと。

（１０３）詳しくは，斎藤『比較経済発展論』の１０３～１０４頁。
（１０４）神林龍「書評論文 経済発展の実証と理論 斎藤修著『比較経済発展論―歴史的アプローチ』」『日本
労働研究雑誌』第５８６号，２００９年５月の７９頁。

（１０５）戦前期における購買力平価の算出で消費財のみを対象とした論文として，前出の袁・深尾ほか「長期
統計における国際比較」があげられる。詳しくは同論文の４７頁を参照のこと。

（１０６）厳密にみると，表２はアメリカを基準としたパーシェ購買力平価方式で計算されているため，これを
イギリス＝１００に代えても正確な数値とはならない。このような問題点があるとはいえ，おおよそのＰＰ
Ｐは計算することができるはずである。

（１０７）ビッグマック指数の問題点として，商品仕様がかならずしも一致しているわけではないこと（例え
ば，重量・栄養価・サイズ等が国民性に合わせて変更されていること），消費税を含んだ価格を調査して
いること，原材料のうち牛肉や小麦には各国の農産物補助金が含まれること，などが指摘されている。こ
のため正確に比較するには，これらの問題点を解決する必要がある。

（１０８）斎藤『比較経済発展論』の１１０～１１４頁。
（１０９）斎藤『比較経済発展論』の１１５頁。
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（１１０）最近における経済史分野のデータベースに関する事例研究として，とりあえず谷沢弘毅「『小売業経
営調査』のデータベース作成上の留意点―満薗勇論文を手掛かりとして（３）」神奈川大学経済学会編『商
経論叢』第５２巻第１―２号，２０１７年１月をあげておこう。当論文から，時代を遡った数字をデータべ―ス
とするために，概念の構築・調整やデータの修正など，かなり煩雑な作業をおこなわなければならないこ
とが理解できるはずである。

（１１１）山田雄三の先駆的著作は，山田雄三編著『日本國民所得推計資料』東洋経済新報社，１９５１年である。
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付図１ 高島正憲『経済成長の日本史』の目次

はしがき

序 章 超長期ＧＤＰとは何か？
はじめに
１ 本書の課題
２ 本書の推計の考え方と方法
３ 本書の構成
む す び

第Ⅰ部 農業生産量の推計
第１章 古代の農業生産量の推計

はじめに
１ 耕作地面積の推計
２ 土地生産性の推計
３ 古代の農業生産量
４ 古代の農業生産の背景
む す び

補 論１ 古代における耕作地の状況について

第２章 中世の農業生産量の推計
はじめに
１ 土地資料による推計
２ 需要関数による生産推計
３ 中世の農業生産量とその背景
む す び

第３章 徳川時代・明治期初頭の農業生産量の推計
はじめに
１ 推計の基本的な方針
２ 石高系列の推計
３ 推計結果の分析
む す び

第Ⅱ部 前近代社会における人口成長
第４章 全国人口の推移

はじめに
１ 日本における人口調査の歴史と資料
２ 古代・中世の人口推計
３ 徳川時代・明治期初頭の人口推計
む す び

第５章 都市人口の推計
はじめに
１ 古代・中世の都市人口推計
２ 徳川時代・明治期初頭の都市人口推計
む す び

補 論２ 江戸の都市人口の試算

第Ⅲ部 非農業生産そしてＧＤＰの推計と国際比較
第６章 徳川時代における非農業生産の推計

はじめに
１ 推計の基本的な方針
２ 資料とデータ
３ 推 計
４ 推計結果とその分析
む す び

第７章 前近代日本の超長期ＧＤＰの推計と国際比較
はじめに
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１ データと推計の基本的な方針
２ 推計と推計結果の分析
３ 国際比較
む す び

終 章 超長期ＧＤＰからみた前近代日本の経済成長
１ 前近代の経済成長とその実態―総括
２ 今後の展望―むすびにかえて

付 録，ほか

（注） 字体の変化も，原資料のとおりとしている。以下同様。
（資料） 高島『経済成長の日本史』のⅳ～ⅵより谷沢が作成。
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付図２ アンガス・マディソン『世界経済の成長史』の目次

序 論

第１章 所得成長，所得格差とその国別ランキング
１８２０年以後の長期的な加速的成長
地域的な階層構造
１８２０年以後の長期的な加速的成長
１人当たりＧＤＰの成長と格差の拡大・縮小
個人消費の割合の変化
生産性の水準
主要地域の人口の変遷
国と地域の経済規模にもとづく順位

第２章 経済成長に影響を及ぼした諸要因
技術進歩
物的資本の蓄積
「人的資本」の改善
国家間の経済的相互作用
規模の変化
構造の変化
自然資源
生産性と経済成長要因分析
制度の問題
西ヨーロッパ諸国
ウェスタン・オフシュート（米国，カナダ，オーストラリア，ニュージーランド）
「南」ヨーロッパ
東ヨーロッパ
ラテンアメリカ
アジア
アフリカ

第３章 経済発展の諸局面
第Ⅰ局面（１８２０～７０年）
第Ⅱ局面（１８７０～１９１３年）
第Ⅲ局面（１９１３～５０年）
ａ）１９１３～２９年
ｂ）１９２９～３８年
ｃ）１９３８～４４年
ｄ）１９４４～４９年（戦争の余波）

第Ⅲ局面での技術進歩の加速化
第Ⅳ局面（１９５０～７３年）
第Ⅴ局面（１９７３～９４年）

付録Ａ 世界主要５６カ国（サンプル諸国）の人口，１８２０～１９９２年
人口推計値の出所と解説

先進資本主義諸国
「南ヨーロッパ」諸国
東ヨーロッパ諸国
ラテンアメリカ
アジア
アフリカ

付録Ｂ 世界主要５６カ国の経済成長（実質ＧＤＰ指数の歴史的推移），１８２０～１９９２年
ウェイトのつけ方が経済成長率にあたえる影響
推計漏れを是正するためのＧＤＰの改訂
測定の方法と情報源の国による違い
旧共産主義諸国の特殊な諸問題
慎重さとクロスチェックの必要性

先進資本主義諸国
「南ヨーロッパ」諸国
東ヨーロッパ諸国
ラテンアメリカ
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アジア
アフリカ

付録Ｃ 世界主要５６カ国の実質ＧＤＰの水準の比較，１８２０～１９９２年
各国通貨を共通の単位に換算するための３つのアプローチ

ａ）為替レートによる換算法
ｂ）購買力平価による換算法（ＩＣＰ方式等）
ｃ）ＩＣＯＰ方式による換算法

ＩＣＰ方式による購買力平価（ＰＰＰ）アプローチにはどのような選択肢があるか
ａ）２国間比較
ｂ）多国間比較

ＯＥＣＤ諸国でのＧＤＰの，１９９０年（基準年）の水準の推計
非ＯＥＣＤ諸国でのＧＤＰの，１９９０年（基準年）の水準の推計
東ヨーロッパ
ラテンアメリカでの１９９０年のＧＤＰの水準の推計値
アジアでの１９９０年のＧＤＰの水準の推計値
中国のＧＤＰの水準の４つの測定方法とその長短
ａ）Kravisの推計値
ｂ）Summersと Hestonの推計値
ｃ）Ren Ruoenと Chen Kaiの推計値
ｄ）Taylorの推計値

付録Ｄ 世界主要５６カ国の１人当り実質ＧＤＰの水準，１８２０～１９９２年

付録Ｅ 世界主要５６カ国の人口，実質ＧＤＰ等の地域別合計，および推計にさいしての
推測の程度，１８２０～１９９２年
人 口
１人当り実質ＧＤＰ
実質ＧＤＰ

付録Ｆ その他の１４３カ国（非サンプル諸国）の人口，実質ＧＤＰ，１人当り実質ＧＤ
Ｐ，および推計にさいしての推測の程度，１８２０～１９９２年
１９５０～９２年についての推計とその性格（表Ｆ―４参照）
非サンプル諸国の１８２０～１９９２年についての推測とその性格

人口（表Ｆ―１，Ｆ―５参照）
１人当り実質ＧＤＰ（表Ｆ―２，Ｆ―７参照）
実質ＧＤＰ（表Ｆ―３，Ｆ―６参照）

付録Ｇ 世界１９９カ国の人口，実質ＧＤＰ，１人当り実質ＧＤＰの地域別合計と世界合
計，１８２０～１９９２年

付録Ｈ 国境変更の影響

付録Ｉ 輸 出

付録Ｊ 雇用，労働時間，労働生産性

付録Ｋ 日米英３カ国についての経済成長要因分析

（資料） マディソン『世界経済の成長史 １８２０～１９９２』の xiii～xviiより谷沢が作成。
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付図３ アンガス・マディソン『世界経済２０００年史』の目次

序説と要約

第１章 世界経済の発展の輪郭
Ⅰ 人口の変化の性格と，人々の福祉にとってのその意味
Ⅱ １人当たりの実質ＧＤＰ

第２章 「西洋」の発展が世界の他の諸地域に与えた影響，１０００～１９５０年
Ⅰ １世紀から１０世紀にかけてのヨーロッパの衰退
Ⅱ 西ヨーロッパの復活と先行の開始，１０００～１５００年
Ⅲ ベネチア共和国
Ⅳ ポルトガル
Ⅴ インド洋の貿易世界
Ⅵ 中国，日本，フィリピンの貿易事情
Ⅶ ブラジルのポルトガル人
Ⅷ オランダ
Ⅸ 英 国
Ⅹ アメリカ大陸，アフリカ，アジアへの英国の勢力拡大とその影響

第３章 ２０世紀後半の半世紀の世界経済
Ⅰ 先進資本主義諸国
Ⅱ 再起したアジア
Ⅲ 東アジアの，深刻な問題を抱えている諸国
Ⅳ 西アジア
Ⅴ ラテンアメリカ
Ⅵ 旧ソ連と東ヨーロッパ諸国の移行過程
Ⅶ アフリカ

付録Ａ １８２０～１９９８年間の，基準年での世界の人口，実質ＧＤＰ，１人当たり実質ＧＤＰ
の，成長率と水準
推計値の更新
Ａ－１ 西ヨーロッパ，ウェスタン・オフシュート，東ヨーロッパ，旧ソ連の後継

諸国の，人口，実質ＧＤＰ，１人当たり実質ＧＤＰ
Ａ－２ ラテンアメリカとカリブ海諸国４４ヵ国の人口，実質ＧＤＰ，１人当たり

実質ＧＤＰ
Ａ－３ アジア５６ヵ国の人口，実質ＧＤＰ，１人当たり実質ＧＤＰ
Ａ－４ アフリカ５７ヵ国の人口，実質ＧＤＰ，１人当たり実質ＧＤＰ

付録Ｂ １８２０年以前の世界の人口，実質ＧＤＰ，１人当たりＧＤＰの成長
人 口
１５００～１８２０年の実質ＧＤＰと１人当たり実質ＧＤＰ
１世紀から１０００年までの実質ＧＤＰと１人当たり実質ＧＤＰとの推移

付録Ｃ １９５０～１９８８年の，１２４ヵ国と７地域と世界合計とでの各年の人口，実質ＧＤＰ，
１人当たり実質ＧＤＰ

付録Ｄ 旧共産主義２７ヵ国の経済成長と実質ＧＤＰの水準

付録Ｅ 就業者数，労働時間，労働生産性

付録Ｆ 輸出額と輸出量，１８７０～１９９８年

《特別付録》 表Ⅰ，表Ⅱ

（資料） マディソン『経済統計で見る 世界経済２０００年史』の９頁等より谷沢が作成。

歴史統計の推計方法に関する一考察 83



付図４ アンガス・マディソン『世界経済史概観』の目次

序説と要約
世界経済発展の輪郭
マクロ計測と歴史
来るべき事態の姿

第Ⅰ部 世界発展の輪郭 紀元１～２００３年
第１章 ローマ帝国とその経済

古代世界の登場者
ローマ帝国建設成功の原因の基本的特徴
イタリア半島の征服，紀元前３９６～１９１年
ローマ帝国建設の過程
帝国の崩壊
ローマの人口
ローマの所得

第２章 西ヨーロッパの復活とアメリカの転形
西はなぜ，また何時富裕になったのか？
１８２０年以降の西諸国の成長加速を説明する推進力
需要と雇用の構造変化
アメリカのヨーロッパ的転形，１５００～１８２０年

第３章 アジアと西の相互作用 １５００～２００３年
ヨーロッパとアジアの相互作用，１５００～１８２０年
アジアとの貿易のヨーロッパへの影響，１５００～１８２０年
ヨーロッパのアジアへの影響，１５００～１８２０年

第４章 イスラムとヨーロッパがアフリカの発展に与えた影響 紀元１～２００３年
序 論
７世紀以前のヨーロッパの北部アフリカへの影響
イスラムによる征服とその意味するもの
イスラム国家としてのエジプト
マグレブおよび金と奴隷のサハラ越え貿易の開始
モロッコ王朝の性格変化とそのヨーロッパおよびブラックアフリカとの相互作用
ブラックアフリカとイスラムの影響
ヨーロッパのアフリカとの出会い
１８２０年から１９６０年までのアフリカ
脱植民地のアフリカ，１９６０年以降
補 論：十字軍，１０９６～１２７０年

第Ⅱ部 マクロ計測の進歩
第５章 マクロ計測の先駆者たち

ウィリアム・ペティ（１６２３～８７）
ジョン・グラント：最初の人口統計学者（１６２０～７４）
グレゴリー・キング（１６４８～１７１２）とチャールズ・ダナウント（１６５６～１７１４）
パトリック・カフーン（１７４５～１８２０）
フランスの政治算術，１６９５～１７０７年
１９世紀と２０世紀前半のマクロ計測

第６章 現代のマクロ計測 われわれはどこまできたか？
１９５０年以降の経済政策の道具としてのマクロ計測の発展
１８２０年以降の世界経済成長の数量化と解釈
重商主義時代の経済実績，１５００～１８２０年
近代化のルーツ―「テイクオフ」か「見習い修行」か
補 論１～３

第Ⅲ部 来るべき事態の姿
第７章 ２０３０年の世界経済

人口の予測と人口統計学上の特徴の変化
１人当たりＧＤＰの予想の基礎となる想定
経済成長，エネルギー消費，炭素排出量，地球温暖化の関係
気候変動の経済学に関するスターン報告
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地球温暖化についての結論

付録統計
付録統計Ａ
付録統計Ｂ 日本，英国，米国の成長計算の構成要素，１８２０～２００３年

（資料） マディソン『世界経済史概観 紀元１年―２０３０年』のⅶ～ⅸより谷沢が作成。
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